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近畿連合会会員各位： 

 

 今年の夏の猛暑もすっかり忘れてしまうほど、朝晩は肌寒くなってきました。会員の皆様に

おかれましては如何お過ごしでしょうか。今年も無事に第 31 号近畿連合会会誌を発刊するに

至りました。編集委員の皆様方に感謝いたします。本号では、子宮頸がん, HPV ワクチンに関

する総説が 2 篇、甲状腺細胞診に関する総説が 1 篇掲載されており、大変充実した内容をお

届けすることができました。その他に、セルブロック作製に関する技術講座を収載しており、大

変役に立つ内容ですので、ぜひご一読ください。 

 さて、本年の第 48 回日本臨床細胞学会近畿連合会学術集会は、2023 年 12 月 10 日に大

阪市中央公会堂にて開催されます。現地と事後オンデマンド配信が予定されており、バーチ

ャルスライドを取り入れた魅力あるプログラムも企画されています。会長の河原邦光先生をは

じめ、大阪府臨床細胞学会のスタッフの皆様、その他関係者の皆様の御尽力に感謝申し上

げます。当日会場周辺は、大阪・光の饗宴の開催中で、御堂筋がイルミネーションで美しく輝

いています。せひ現地に足を運んでいただき、学術集会後には大阪の夜も楽しんでいただけ

ればと存じます。 

 コロナウイルス感染症が 5 類に移行してはじめての学術集会開催となります。実りある学術

集会とすべく、皆様のご協力をぜひとも宜しくお願い申し上げます。 

 

巻頭言 

会長挨拶 

日本臨床細胞学会近畿連合会会長 

 

井上 健 

1
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第31号　2023年12月

子宮頸がん撲滅を目指した検診方法を探る 
―細胞診・HPV検査併用検診の実績をもとに―

Exploring screening methods aimed at eliminating cervical 
cancer; based on the results of combined screening using 

cytology and HPV testing
島根県立中央病院 産婦人科

岩成　　治

概要
１．HPVワクチン接種率85%および検診受診率85%の相乗効果により子宮頸がんは95%予防可能で、

罹患率は４に減少できる。WHOは子宮頸がん撲滅（排除）の定義をがん罹患率＊
４未満と定義し、

撲滅のため、2030年までの中間介入目標値「HPVワクチン接種率90%、検診受診率70%、前がん病
変治療率90%」を掲げた。
２．HPVワクチン接種率約70%・検診受診率約70%に到達した欧米豪はすでにがん罹患率は６、前が

ん病変有病率＊＊は0.4％に減少した。一方、HPVワクチン接種率約10％、検診受診率約43%の日本
のがん罹患率は16、前がん病変は２％で、いまだに増加傾向にある。
３．欧米豪は2018年頃からHPV併用検診をHPV primary検診に変更しつつある。
４．2020年に国立がん研究センターは「子宮頸がん検診ガイドライン改訂版；①子宮頸部擦過細胞診

単独法（細胞診単独検診；推奨A）／②HPV検査単独法（HPV単独検診；推奨A）／③細胞診・
HPV検査併用法（HPV併用検診；推奨C）」を発表した。

　　2021年に日本産婦人科医会は改訂版「日本の実情に合わせた子宮がん検診提言2021；推奨①
HPV検査上乗せ検診／推奨②HPV併用検診」を発表、HPV単独検診は時期尚早とした。
５．受診率が80%に達すれば、細胞診単独検診は罹患率10まで、HPV単独検診は8.4まで、HPV併用

検診は5.2までがん罹患率を減少できる。
６．前がん病変の検出感度は細胞診単独検診80%、HPV単独検診95%、HPV併用検診99%である。

HPV併用検診の感度が高い理由は、①HPV感染後のHPV検査陽性出現は細胞診異常出現より早い
こと、②HPVの存在場所は異常細胞存在場所よりかなり広いこと、③細胞診はHPV検査と守備範
囲が異なるためHPV検査の弱点をCoverできることである。実際にHPV単独検査では、組織診CIN3
の約５%、組織診CIN2の約５%、組織診腺がんの約20%がHPV陰性であったが、細胞診でCoverで
きた。

　　若年前がん病変有病率２％の日本における、10万人当たりの前がん病変見逃し数の推定値は、細
胞診単独検診400人、HPV単独検診100人、HPV併用検診20人である。前がん病変有病率２％の
HPV併用検診の見逃し数20人と、欧米豪の有病率0.4%のHPV単独検診による見逃し数20人は同数
である。よって欧米豪のように前がん病変有病率0.4%に減少するまではHPV単独法は控えた方が
よい。
７．日本のワクチン効果発現には今後10年以上が必要で、それまでは検診だけでがん撲滅を目指す必

要がある。そのためには、前がん病変を見逃さないHPV併用検診と、85%以上の若年受診率が必須
となる。

総　説
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子宮頸がん撲滅を目指した検診方法を探る 
―細胞診・HPV検査併用検診の実績をもとに―

Exploring screening methods aimed at eliminating cervical 
cancer; based on the results of combined screening using 

cytology and HPV testing
島根県立中央病院 産婦人科

岩成　　治

概要
１．HPVワクチン接種率85%および検診受診率85%の相乗効果により子宮頸がんは95%予防可能で、

罹患率は４に減少できる。WHOは子宮頸がん撲滅（排除）の定義をがん罹患率＊
４未満と定義し、

撲滅のため、2030年までの中間介入目標値「HPVワクチン接種率90%、検診受診率70%、前がん病
変治療率90%」を掲げた。
２．HPVワクチン接種率約70%・検診受診率約70%に到達した欧米豪はすでにがん罹患率は６、前が

ん病変有病率＊＊は0.4％に減少した。一方、HPVワクチン接種率約10％、検診受診率約43%の日本
のがん罹患率は16、前がん病変は２％で、いまだに増加傾向にある。
３．欧米豪は2018年頃からHPV併用検診をHPV primary検診に変更しつつある。
４．2020年に国立がん研究センターは「子宮頸がん検診ガイドライン改訂版；①子宮頸部擦過細胞診

単独法（細胞診単独検診；推奨A）／②HPV検査単独法（HPV単独検診；推奨A）／③細胞診・
HPV検査併用法（HPV併用検診；推奨C）」を発表した。

　　2021年に日本産婦人科医会は改訂版「日本の実情に合わせた子宮がん検診提言2021；推奨①
HPV検査上乗せ検診／推奨②HPV併用検診」を発表、HPV単独検診は時期尚早とした。
５．受診率が80%に達すれば、細胞診単独検診は罹患率10まで、HPV単独検診は8.4まで、HPV併用

検診は5.2までがん罹患率を減少できる。
６．前がん病変の検出感度は細胞診単独検診80%、HPV単独検診95%、HPV併用検診99%である。

HPV併用検診の感度が高い理由は、①HPV感染後のHPV検査陽性出現は細胞診異常出現より早い
こと、②HPVの存在場所は異常細胞存在場所よりかなり広いこと、③細胞診はHPV検査と守備範
囲が異なるためHPV検査の弱点をCoverできることである。実際にHPV単独検査では、組織診CIN3
の約５%、組織診CIN2の約５%、組織診腺がんの約20%がHPV陰性であったが、細胞診でCoverで
きた。

　　若年前がん病変有病率２％の日本における、10万人当たりの前がん病変見逃し数の推定値は、細
胞診単独検診400人、HPV単独検診100人、HPV併用検診20人である。前がん病変有病率２％の
HPV併用検診の見逃し数20人と、欧米豪の有病率0.4%のHPV単独検診による見逃し数20人は同数
である。よって欧米豪のように前がん病変有病率0.4%に減少するまではHPV単独法は控えた方が
よい。
７．日本のワクチン効果発現には今後10年以上が必要で、それまでは検診だけでがん撲滅を目指す必

要がある。そのためには、前がん病変を見逃さないHPV併用検診と、85%以上の若年受診率が必須
となる。

総　説
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【１．世界と日本の子宮頸がんの現状】
欧米豪のがん罹患率は撲滅値の４に近づいている。
アメリカは検診受診率85%・HPVワクチン接種率
50％で、がん罹患率は6.0に減少している。オースト
ラリアは受診率55%・接種率80％で、罹患率は現在5.6
であるが、2028年には４未満となって、世界で最も
早く撲滅できるとSimms１）らは予測している。それに
比較し、日本は受診率43%・接種率10％と低いため、
罹患率は16.8と高く、しかも増加傾向にある。高HDI
（人間開発指数）国家の中で日本は受診率・接種率と
もに最も低く、がん罹患率は２倍以上である。特に、
2000年ごろから若年層の罹患率が急増し、現在25～
30である。またわが国では子宮頸がんの若年化と妊
婦の高齢化によって、がん年齢と妊婦年齢が重なり、
妊婦のがん罹患率は30に上昇している。2021年には、
出生時に母親の子宮頸がん細胞を胎児が吸入し、２例
の児に肺がんが発生したことを、国立がんセンター小
児科２）が世界で初めて衝撃的な報告をした。
また前がん病変の有病率をみると、欧米豪は0.4%

まで低下しているのに対し、日本はその５倍の２％で
増加しつつある。少子化の危機にある日本こそ、ワク
チン接種とがん検診によるがん予防に全力を尽くすべ
きである。
2022年４月から、ようやくHPVワクチン接種の積

極的勧奨が再開されたが、接種年齢とがん好発年齢を
考慮すれば、ワクチン効果発現は10年以降である。
それまでは検診のみでがん予防を目指さねばならな
い。

【２．検診のみで子宮がんを予防するために必要なこと】
１）検診受診率85％以上が必要！
図１から日本における子宮頸がん予防率はワクチン
接種率１％なのでHPVワクチンによる相乗効果が期
待できない、よって予防率を95%にするためには検診

受診率を少なくとも85%以上に上げる必要がある。現
在の受診率43%（国民生活基礎調査）を85%に上げる
ためには、現在のように市町村や企業任せではなく、
イギリスのような国主導の組織型検診にするか、アメ
リカのように保険上の検診義務化をしないと困難であ
る。また自主的、習慣的な受診行動には、がん教育の
果たす役割は大きい。ようやく2016年の小・中・高
等学校の学習指導要領にがん検診が取り上げられた。
２）若年（25～45歳）の受診率85％以上が必要！
Rodriguezら３）は「42歳以降に新規HPV感染した女
性は、ほとんどがんにならなかった」と報告している
こと、またGarlandら４）は「前がん病変（CIN2・3）
のピークは25～45歳である」と報告していること、
さらにWHOも「35歳時と45歳時の受診勧奨に力を入
れている」ことからも、浸潤がん防止には、若年女性
の検診が最も重要である。
３）前がん病変を見逃さない精度の高い検診手法を用
いることが必要！
前がん病変を見逃せば、症状出現後に診療の場で浸
潤がんとして診断されることになる。このような見逃
しは、検診の信頼性を失い、受診率低下にもつながっ
てくる。よって前がん病変を見逃さず、浸潤がん（罹
患率）減少効果の高い検診手法を選択する必要がある。

【３．現在、日本で行われている検診】
検診は一般的に、検診による利益（死亡率減少、罹
患率減少、QOLの改善、治療負荷の軽減、異常なし
の安心感）と検診による不利益（偽陰性、偽陽性、過
剰診断）のバランスを考慮して行われる。現在、日本
の検診には住民検診、職域検診、人間ドックがある。
１）住民検診
健康増進法のもとに、対策型がん検診として市区町
村の努力義務として行われている。健康増進法に検診
対象者は住民全体であると明記されているが、実際に
は「職域検診などが受けられない人に対して検診を提
供する」という非積極的な立場で行われている。もと
もとがん検診は、1983年の老人保健法のもとに国が
主体となって特定財源で行われていたが、1998年か
ら一般財源化され、しかも市区町村主体で行われるよ
うになったため、力の入れ方・助成額・自己負担額な
どに格差が生じ、いわゆる検診氷河期に入っている。
また、子宮がん検診が他のがん検診（乳がん、胃が
ん、肺がん、大腸がん）と同じように扱われ、罹患率
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はじめに
子宮頸がんの原因のほとんどが、ハイリスクHPV

（以下HPV）の持続感染であることが判明して40年に
なる。HPV非依存性がんは４％存在し、腺がんの特
殊型である胃型、明細胞型、中腎型、類内膜型などが
ある。HPVは性交渉により80％以上の女性に感染す
るが、その90%は２年以内（ほとんどは１年以内）に
自然免疫により排除され、残りの10%に持続感染し、
その一部ががんに進展する。HPVに持続感染すると
炎症性変化が起きて、軽度異形成（LSIL／CIN1）と
なる。その約20%が腫瘍化し中・高度異形成（HSIL
／CIN２・３：前がん病変）となり、やがて浸潤がん
になる。新規感染から前がん病変を経て浸潤がんにな
るまでに５年以上を要するので、５年以内に前がん病
変を検診で発見し、円錐切除などにより治療すれば子
宮頸がんは予防できる（二次予防）。円錐切除後は自
然妊娠・自然分娩も可能で、80%がHPV陰性となる。
HPVワクチンはHPV感染防止により子宮頸がんを予
防する（一次予防）。２・４価ワクチンは予防率
70%、９価ワクチンは予防率90%である。このように、
子宮頸がんは原因、自然史、予防策、前がん病変の治
療が確立しているので、浸潤がんを予防できる唯一の

がんで、他のがん種とは違う。
子宮頸がんの予防率は、検診とHPVワクチンの相

乗効果により向上する。検診受診率85%の場合、HPV
ワクチン接種率10％であれば予防率は86%であるが、
接種率が85%に上昇すれば予防率は95%に上昇するこ
とが国際がん研究機関から発表された（図１）。そこ
でWHO は2020年に、子宮頸がん撲滅（排除）の定義
をがん罹患率４未満（希少がんレベルでもある）と定
めた。そして、子宮頸がん撲滅のためのグローバル戦
略として、2030までの目標値を①15歳までの少女
90％にHPVワクチンを接種すること、②35歳までに
女性の70％がHPV検査／細胞診等の高性能スクリー
ニング検査を受け、45歳までに再度受けること、③
前がん病変の女性の90％が治療（円錐切除等）を受
けることに決めた。ちなみに、未介入の場合の子宮頸
がん罹患率は約90である。

ワクチンによるHPV感染防止と検診による前がん
病変発見・治療による相乗効果でがん罹患率４未満

（がん撲滅）が可能となった。

８．日本におけるHPV併用検診の実際をHPV併用検診15年の実績を中心に報告する。出雲市は若年
受診率75％のHPV併用検診でがん罹患率を６まで減少できた。島根県は若年受診率55%で罹患率15
が７に減少できた。
1）HPV併用検診の細胞診陰性・HPV陰性は３年後検診、細胞診ASCUS・HPV陰性／細胞診陰性・

HPV陽性は1年後、細胞診ASCUS・HPV陽性／細胞診LSILは即精検というアルゴリズムは十分
実施可能で、浸潤がん防止上問題はなく、高精度・効率的な方法であった。

2）HPV併用検診の要精検率3.1％は許容範囲内で、HPV単独法の要精検率4.2%より低率であった。
3）日本の18万人のHPV併用検診から、前がん病変検出の適正対象年齢は25～55歳であった。
4）前がん病変の検出単価、個人の検診負担、行政の検診費用は40%削減できた。
5）HPV併用検診の魅力は若年受診率を向上させた。高齢のrepeaterは検診卒業が可能であった。

９．未受診者対策に自己採取HPV検査は有用であった。医師採取との一致率85%であった。
10．円錐切除後の再発リスク管理にHPV検査が最も有効であった。

＜注記＞
罹患率＊：調査した年における人口10万当たりの子宮頸がん罹患数（新規発生数）
有病率＊＊： 調査した時点における人口100人当たりの前がん病変（CIN2／3）の有病数（前年からの

持続症例も含む）
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【１．世界と日本の子宮頸がんの現状】
欧米豪のがん罹患率は撲滅値の４に近づいている。
アメリカは検診受診率85%・HPVワクチン接種率
50％で、がん罹患率は6.0に減少している。オースト
ラリアは受診率55%・接種率80％で、罹患率は現在5.6
であるが、2028年には４未満となって、世界で最も
早く撲滅できるとSimms１）らは予測している。それに
比較し、日本は受診率43%・接種率10％と低いため、
罹患率は16.8と高く、しかも増加傾向にある。高HDI
（人間開発指数）国家の中で日本は受診率・接種率と
もに最も低く、がん罹患率は２倍以上である。特に、
2000年ごろから若年層の罹患率が急増し、現在25～
30である。またわが国では子宮頸がんの若年化と妊
婦の高齢化によって、がん年齢と妊婦年齢が重なり、
妊婦のがん罹患率は30に上昇している。2021年には、
出生時に母親の子宮頸がん細胞を胎児が吸入し、２例
の児に肺がんが発生したことを、国立がんセンター小
児科２）が世界で初めて衝撃的な報告をした。
また前がん病変の有病率をみると、欧米豪は0.4%
まで低下しているのに対し、日本はその５倍の２％で
増加しつつある。少子化の危機にある日本こそ、ワク
チン接種とがん検診によるがん予防に全力を尽くすべ
きである。
2022年４月から、ようやくHPVワクチン接種の積

極的勧奨が再開されたが、接種年齢とがん好発年齢を
考慮すれば、ワクチン効果発現は10年以降である。
それまでは検診のみでがん予防を目指さねばならな
い。

【２．検診のみで子宮がんを予防するために必要なこと】
１）検診受診率85％以上が必要！
図１から日本における子宮頸がん予防率はワクチン
接種率１％なのでHPVワクチンによる相乗効果が期
待できない、よって予防率を95%にするためには検診

受診率を少なくとも85%以上に上げる必要がある。現
在の受診率43%（国民生活基礎調査）を85%に上げる
ためには、現在のように市町村や企業任せではなく、
イギリスのような国主導の組織型検診にするか、アメ
リカのように保険上の検診義務化をしないと困難であ
る。また自主的、習慣的な受診行動には、がん教育の
果たす役割は大きい。ようやく2016年の小・中・高
等学校の学習指導要領にがん検診が取り上げられた。
２）若年（25～45歳）の受診率85％以上が必要！
Rodriguezら３）は「42歳以降に新規HPV感染した女
性は、ほとんどがんにならなかった」と報告している
こと、またGarlandら４）は「前がん病変（CIN2・3）
のピークは25～45歳である」と報告していること、
さらにWHOも「35歳時と45歳時の受診勧奨に力を入
れている」ことからも、浸潤がん防止には、若年女性
の検診が最も重要である。
３）前がん病変を見逃さない精度の高い検診手法を用
いることが必要！
前がん病変を見逃せば、症状出現後に診療の場で浸
潤がんとして診断されることになる。このような見逃
しは、検診の信頼性を失い、受診率低下にもつながっ
てくる。よって前がん病変を見逃さず、浸潤がん（罹
患率）減少効果の高い検診手法を選択する必要がある。

【３．現在、日本で行われている検診】
検診は一般的に、検診による利益（死亡率減少、罹
患率減少、QOLの改善、治療負荷の軽減、異常なし
の安心感）と検診による不利益（偽陰性、偽陽性、過
剰診断）のバランスを考慮して行われる。現在、日本
の検診には住民検診、職域検診、人間ドックがある。
１）住民検診
健康増進法のもとに、対策型がん検診として市区町
村の努力義務として行われている。健康増進法に検診
対象者は住民全体であると明記されているが、実際に
は「職域検診などが受けられない人に対して検診を提
供する」という非積極的な立場で行われている。もと
もとがん検診は、1983年の老人保健法のもとに国が
主体となって特定財源で行われていたが、1998年か
ら一般財源化され、しかも市区町村主体で行われるよ
うになったため、力の入れ方・助成額・自己負担額な
どに格差が生じ、いわゆる検診氷河期に入っている。
また、子宮がん検診が他のがん検診（乳がん、胃が
ん、肺がん、大腸がん）と同じように扱われ、罹患率
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はじめに
子宮頸がんの原因のほとんどが、ハイリスクHPV

（以下HPV）の持続感染であることが判明して40年に
なる。HPV非依存性がんは４％存在し、腺がんの特
殊型である胃型、明細胞型、中腎型、類内膜型などが
ある。HPVは性交渉により80％以上の女性に感染す
るが、その90%は２年以内（ほとんどは１年以内）に
自然免疫により排除され、残りの10%に持続感染し、
その一部ががんに進展する。HPVに持続感染すると
炎症性変化が起きて、軽度異形成（LSIL／CIN1）と
なる。その約20%が腫瘍化し中・高度異形成（HSIL
／CIN２・３：前がん病変）となり、やがて浸潤がん
になる。新規感染から前がん病変を経て浸潤がんにな
るまでに５年以上を要するので、５年以内に前がん病
変を検診で発見し、円錐切除などにより治療すれば子
宮頸がんは予防できる（二次予防）。円錐切除後は自
然妊娠・自然分娩も可能で、80%がHPV陰性となる。
HPVワクチンはHPV感染防止により子宮頸がんを予
防する（一次予防）。２・４価ワクチンは予防率
70%、９価ワクチンは予防率90%である。このように、
子宮頸がんは原因、自然史、予防策、前がん病変の治
療が確立しているので、浸潤がんを予防できる唯一の

がんで、他のがん種とは違う。
子宮頸がんの予防率は、検診とHPVワクチンの相

乗効果により向上する。検診受診率85%の場合、HPV
ワクチン接種率10％であれば予防率は86%であるが、
接種率が85%に上昇すれば予防率は95%に上昇するこ
とが国際がん研究機関から発表された（図１）。そこ
でWHO は2020年に、子宮頸がん撲滅（排除）の定義
をがん罹患率４未満（希少がんレベルでもある）と定
めた。そして、子宮頸がん撲滅のためのグローバル戦
略として、2030までの目標値を①15歳までの少女
90％にHPVワクチンを接種すること、②35歳までに
女性の70％がHPV検査／細胞診等の高性能スクリー
ニング検査を受け、45歳までに再度受けること、③
前がん病変の女性の90％が治療（円錐切除等）を受
けることに決めた。ちなみに、未介入の場合の子宮頸
がん罹患率は約90である。

ワクチンによるHPV感染防止と検診による前がん
病変発見・治療による相乗効果でがん罹患率４未満

（がん撲滅）が可能となった。

８．日本におけるHPV併用検診の実際をHPV併用検診15年の実績を中心に報告する。出雲市は若年
受診率75％のHPV併用検診でがん罹患率を６まで減少できた。島根県は若年受診率55%で罹患率15
が７に減少できた。
1）HPV併用検診の細胞診陰性・HPV陰性は３年後検診、細胞診ASCUS・HPV陰性／細胞診陰性・

HPV陽性は1年後、細胞診ASCUS・HPV陽性／細胞診LSILは即精検というアルゴリズムは十分
実施可能で、浸潤がん防止上問題はなく、高精度・効率的な方法であった。

2）HPV併用検診の要精検率3.1％は許容範囲内で、HPV単独法の要精検率4.2%より低率であった。
3）日本の18万人のHPV併用検診から、前がん病変検出の適正対象年齢は25～55歳であった。
4）前がん病変の検出単価、個人の検診負担、行政の検診費用は40%削減できた。
5）HPV併用検診の魅力は若年受診率を向上させた。高齢のrepeaterは検診卒業が可能であった。

９．未受診者対策に自己採取HPV検査は有用であった。医師採取との一致率85%であった。
10．円錐切除後の再発リスク管理にHPV検査が最も有効であった。

＜注記＞
罹患率＊：調査した年における人口10万当たりの子宮頸がん罹患数（新規発生数）
有病率＊＊： 調査した時点における人口100人当たりの前がん病変（CIN2／3）の有病数（前年からの

持続症例も含む）

Key Words：子宮頸がん、がん撲滅、がん検診、HPV検査、細胞診
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検診間隔は５年が望ましい。原則医師が検体を採取す
ること。細胞診単独法に比べて偽陽性率が高い。その
ため、精度管理体制の構築、対象年齢・検診間隔の遵
守、アルゴリズムに精通した婦人科医の確保などが必
要。
＜ガイドラインと厚労省指針の関係＞

厚生労働省は、この「有効性評価に基づく子宮頸が
ん検診ガイドライン」を基に、実際の運用方法（診断
までのアルゴリズム、精度管理体制など）を検討した
うえで、住民検診の「厚労省指針」を決定する。現在
はまだ運用方法の検討の段階にある。

今後、マニュアルを作成し、実装研究を行い、その
結果をあり方検討会で検討し後、ようやく「がん予防
重点健康教育及びがん検診実施のための指針（厚労省
指針）」が改訂されるが、完成までには約５年が予想
されている。その「厚労省指針」を参考にして、あく
までも検診主体である市町村や実施保険者又は事業主
が検診方法を最終決定することになる。
＜このGLの注意点＞
＊高いHPVワクチン接種率（平均約70%）の効果で、
若年の前がん病変有病率が0.4%に減少した欧米の論
文を基に作成されたガイドラインを、若年有病率が５
倍（２％）の日本にそのまま応用することは危険であ
る。
＊LBC（液状化検体細胞診）の普及率が100%のイギ
リスなどに比較して日本は30%しかないこと、HPV検
査単独法の実施・研究が皆無であることから、推奨A
のHPV単独法をすぐ運用するわけにはいかない。
＊推奨グレードがAとCに限定されていて、Bランク
がない。推奨グレードCは課題が解決された場合に
限って対策型検診・任意型検診として実施できるとし
ているが、アルゴリズムすら示されていない推奨Aの
HPV単独法は、推奨CのHPV併用法以上に運用上の課
題は多い。
２）日本の実情に合わせた日本産婦人科医会の子宮が
ん検診提言2021６）

日本産婦人科医会は2011年に細胞診とHPV検査併
用による子宮頸がん検診のアルゴリズムを提言し、全
国に普及活動を行ってきた。しかしHPV併用検診の
実施率は、2019年時点で14％（236／1718）の市区町
村である。医療関係者の多くはその良さを理解し推進
しようとしているが、自治体のハードルが高く普及を
妨げている。自治体が抵抗を示す理由は、①「厚労省

指針」では細胞診単独法が推奨グレードBで、HPV併
用法もHPV単独法も推奨グレードIのままであるこ
と、②45%を占める毎年受診体制、55%を占める２年
間隔受診体制をHPV併用の３年間隔受診体制への変
更が困難なこと、③HPV併用検診の費用対効果は良
いので、３年単位でみれば自治体の検診助成金は削減
できるが、行政は単年度予算のため、初年度にHPV
検査分の追加予算取得が困難なこと、などが分かって
きた。そこで日本産婦人科医会は2021年に、「日本の
実情に合わせた日本産婦人科医会子宮がん検診提言
2021」を発表した。
＊推奨１は「HPV検査上乗せ検診」。上乗せ検診とは
細胞診受間隔１年の場合は５年に１度のHPV検査を
上乗せし、受診間隔２年の場合は４年に１度のHPV
検査を上乗せするものである。HPV検査費用は上乗
せになるが、検診体制の改変はしなくて済む。
＊推奨２は「細胞診・HPV検査併用検診」。これは「産
婦人科医会recommendation2011（図２）」14）を継承し
たものである。

さらに、欧米並みに罹患率が減少するまではHPV
単独検診は推奨しないことも発表している。

【５．HPV検査と細胞診・組織診の関係】
HPVは、性交経験のある女性の約80%において、子

宮頸部SCJ（squamocolumnar junction）や移行帯の基
底幹細胞に感染し、重層扁平上皮の分化に伴ってウイ
ルス DNA が核内で爆発的に複製され、最上層の最終
分化細胞と共に剥離・脱落して男性性器を通して拡散
していく。大量にHPVを複製した宿主細胞は変性し、
多核化などの核の形態異常を起こし、核周囲は空洞化
する。これがkoilocyteで、核内には多くのウイルス粒
子が結晶として存在する。ほとんどのHPVは宿主の
免疫応答により１年以内に排除され自然治癒する。一
部では傍基底層に炎症反応による軽度腫瘍性病変

（CIN1／LSIL）も出現してくるが３年以内に多くは
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減少ではなく、単に死亡率減少を目的とした戦略がと
られたことも世界に遅れを取った要因の一つである。
子宮頸がんは他のがんと異なり、原因や自然史が判明
しているうえ、HPVワクチン・HPV検査・簡易治療

（円錐切除等）ができる。よって子宮頸がん検診の目
的は、単に死亡率減少だけではなく、がん罹患率減
少、さらにはがん予防・撲滅を目的とすべきである。
また、HPVワクチン効果により前がん病変の有病率
は変化するので、HPVワクチン接種率に応じた検診
戦略を立てるべきである。欧米各国はHPVワクチン
効果に応じて、子宮がん検診ガイドラインを頻繁に改
訂している。日本も同じように、検診ガイドラインや
検診指針をワクチン接種率・前がん病変有病率・がん
罹患率に応じて改定すべきである。しかし現在の検診
は、2009年の厚労省の「がん予防重点健康教育及び
がん検診実施のための指針」（以下厚労省指針）で示
された細胞診単独検診・受診間隔２年・対象年齢20
～69歳を基本として行われている。

しかし実際には、指針どおりの２年間隔検診実施の
自治体は55%で、残りの45%は前がん病変や腺がんの
見逃しを回避するために毎年検診を実施している。受
診率は30～44歳が約20％、45～74歳が約17%、20歳
台は約12%で、平均住民検診受診率は15.7%に過ぎな
い。検診手法は細胞診単独検診がほとんどでHPV併
用検診が14%の市区町村で行われ、HPV単独検診は行
われていない。受診者の５割弱（地方は７～８割、都
市部は３～４割）がこの住民検診を受けている。

なお、理想の対策型検診である組織型検診は、すべ
て公費負担で、対象集団の明確化と登録、高い受診率
を確保できる体制、整備された精度管理体制、診断・
治療体制の整備、受診者のモニタリング、検診データ
ベースとがん登録の突き合わせによる評価体制などが
しっかりしているものをいう。イギリスや北欧ではこ
の組織型検診が行われていて、がん罹患率減少に成功
している。日本の住民検診とは大違いである
２）職域検診

事業主や保険者主体の検診で、福利厚生の一環とし
て任意に実施されている。国民生活基礎調査によると
３～６割（地方は３割、都市部は６割）がこの職域検
診を受けていて、20歳台の受診率は15%、30～59歳は
約30％、60歳以上は15%である。住民検診より多くの
人が受け、特に前がん病変の多い若年層が多いため重
要である。しかし、労働安全衛生法では健康診断は義

務であるが、がん検診は含まれていないため法的根拠
は弱く、受診機会の提供が目的であって、精度管理は
ほとんどされていない。精密検査受診率は90%以上が
基準とされているが、20%に過ぎない。2022年の対が
ん協会調べによる検診手法は、医師採取（含産婦人科
医以外）による細胞診単独検診（45%）が最も多いが、
自己採取細胞診単独検診（８%）、自己採取HPV検診（５
%）、HPV併用検診（13%）などもあり様々である。
厚労省はようやく2018年に、住民検診用「厚労省指針」
に準拠した「職域におけるがん検診に関するマニュア
ル」を示した。
３）人間ドック検診

個人のがん罹患・死亡リスクを下げることを目的と
して、医療機関・検診機関などにおいて任意で行わ
れ、全額自己負担である。受診者数は48万人強であ
る。健康保持意識の高い層が受診するため、精検受診
率は高いようだが、検診内容についてのdataはない。

【４．日本でも検診ガイドラインが改訂された】
厚労省の子宮がん検診指針も10年以上が経過した

ので改訂が計画されている。その基になるガイドライ
ンが相次いで改訂された。
１）国立がん研究センターの改訂版「有効性評価に基
づく子宮頸がん検診ガイドライン2019年版」５）

国立がん研究センターは、欧米の論文を基に、細胞
診単独法、HPV単独法、HPV併用法の推奨度を10年
ぶりに改訂した。
＊細胞診単独法（推奨グレードA）；子宮頸部がん罹
患率減少効果を示す確実な証拠があるので、対策型検
診・任意型検診として、細胞診（従来法または液状検
体法）による検診を実施することを推奨する。対象は
20～69歳の女性、検診間隔は２年が望ましい。検体
は医師採取のみとし、自己採取法は認められない。
＊HPV単独法（推奨グレードA）；がん罹患率減少効
果を示す証拠があるので、対策型検診・任意型検診と
して、HPV単独法による検診を実施することを勧め
る。ただし、がん検診として実施する前にHPV陽性
者に対する経過観察の具体的な方法（アルゴリズム） 
を先に確立する必要がある。対象は30～60歳の女性、
間隔は５年が望ましい。原則医師が検体を採取すべ
き。
＊HPV併用法（推奨グレードC）；がん罹患率減少効
果を示す証拠がある。検診の対象は30～60歳の女性、
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検診間隔は５年が望ましい。原則医師が検体を採取す
ること。細胞診単独法に比べて偽陽性率が高い。その
ため、精度管理体制の構築、対象年齢・検診間隔の遵
守、アルゴリズムに精通した婦人科医の確保などが必
要。
＜ガイドラインと厚労省指針の関係＞

厚生労働省は、この「有効性評価に基づく子宮頸が
ん検診ガイドライン」を基に、実際の運用方法（診断
までのアルゴリズム、精度管理体制など）を検討した
うえで、住民検診の「厚労省指針」を決定する。現在
はまだ運用方法の検討の段階にある。

今後、マニュアルを作成し、実装研究を行い、その
結果をあり方検討会で検討し後、ようやく「がん予防
重点健康教育及びがん検診実施のための指針（厚労省
指針）」が改訂されるが、完成までには約５年が予想
されている。その「厚労省指針」を参考にして、あく
までも検診主体である市町村や実施保険者又は事業主
が検診方法を最終決定することになる。
＜このGLの注意点＞
＊高いHPVワクチン接種率（平均約70%）の効果で、
若年の前がん病変有病率が0.4%に減少した欧米の論
文を基に作成されたガイドラインを、若年有病率が５
倍（２％）の日本にそのまま応用することは危険であ
る。
＊LBC（液状化検体細胞診）の普及率が100%のイギ
リスなどに比較して日本は30%しかないこと、HPV検
査単独法の実施・研究が皆無であることから、推奨A
のHPV単独法をすぐ運用するわけにはいかない。
＊推奨グレードがAとCに限定されていて、Bランク
がない。推奨グレードCは課題が解決された場合に
限って対策型検診・任意型検診として実施できるとし
ているが、アルゴリズムすら示されていない推奨Aの
HPV単独法は、推奨CのHPV併用法以上に運用上の課
題は多い。
２）日本の実情に合わせた日本産婦人科医会の子宮が
ん検診提言2021６）

日本産婦人科医会は2011年に細胞診とHPV検査併
用による子宮頸がん検診のアルゴリズムを提言し、全
国に普及活動を行ってきた。しかしHPV併用検診の
実施率は、2019年時点で14％（236／1718）の市区町
村である。医療関係者の多くはその良さを理解し推進
しようとしているが、自治体のハードルが高く普及を
妨げている。自治体が抵抗を示す理由は、①「厚労省

指針」では細胞診単独法が推奨グレードBで、HPV併
用法もHPV単独法も推奨グレードIのままであるこ
と、②45%を占める毎年受診体制、55%を占める２年
間隔受診体制をHPV併用の３年間隔受診体制への変
更が困難なこと、③HPV併用検診の費用対効果は良
いので、３年単位でみれば自治体の検診助成金は削減
できるが、行政は単年度予算のため、初年度にHPV
検査分の追加予算取得が困難なこと、などが分かって
きた。そこで日本産婦人科医会は2021年に、「日本の
実情に合わせた日本産婦人科医会子宮がん検診提言
2021」を発表した。
＊推奨１は「HPV検査上乗せ検診」。上乗せ検診とは
細胞診受間隔１年の場合は５年に１度のHPV検査を
上乗せし、受診間隔２年の場合は４年に１度のHPV
検査を上乗せするものである。HPV検査費用は上乗
せになるが、検診体制の改変はしなくて済む。
＊推奨２は「細胞診・HPV検査併用検診」。これは「産
婦人科医会recommendation2011（図２）」14）を継承し
たものである。

さらに、欧米並みに罹患率が減少するまではHPV
単独検診は推奨しないことも発表している。

【５．HPV検査と細胞診・組織診の関係】
HPVは、性交経験のある女性の約80%において、子

宮頸部SCJ（squamocolumnar junction）や移行帯の基
底幹細胞に感染し、重層扁平上皮の分化に伴ってウイ
ルス DNA が核内で爆発的に複製され、最上層の最終
分化細胞と共に剥離・脱落して男性性器を通して拡散
していく。大量にHPVを複製した宿主細胞は変性し、
多核化などの核の形態異常を起こし、核周囲は空洞化
する。これがkoilocyteで、核内には多くのウイルス粒
子が結晶として存在する。ほとんどのHPVは宿主の
免疫応答により１年以内に排除され自然治癒する。一
部では傍基底層に炎症反応による軽度腫瘍性病変

（CIN1／LSIL）も出現してくるが３年以内に多くは
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減少ではなく、単に死亡率減少を目的とした戦略がと
られたことも世界に遅れを取った要因の一つである。
子宮頸がんは他のがんと異なり、原因や自然史が判明
しているうえ、HPVワクチン・HPV検査・簡易治療

（円錐切除等）ができる。よって子宮頸がん検診の目
的は、単に死亡率減少だけではなく、がん罹患率減
少、さらにはがん予防・撲滅を目的とすべきである。
また、HPVワクチン効果により前がん病変の有病率
は変化するので、HPVワクチン接種率に応じた検診
戦略を立てるべきである。欧米各国はHPVワクチン
効果に応じて、子宮がん検診ガイドラインを頻繁に改
訂している。日本も同じように、検診ガイドラインや
検診指針をワクチン接種率・前がん病変有病率・がん
罹患率に応じて改定すべきである。しかし現在の検診
は、2009年の厚労省の「がん予防重点健康教育及び
がん検診実施のための指針」（以下厚労省指針）で示
された細胞診単独検診・受診間隔２年・対象年齢20
～69歳を基本として行われている。

しかし実際には、指針どおりの２年間隔検診実施の
自治体は55%で、残りの45%は前がん病変や腺がんの
見逃しを回避するために毎年検診を実施している。受
診率は30～44歳が約20％、45～74歳が約17%、20歳
台は約12%で、平均住民検診受診率は15.7%に過ぎな
い。検診手法は細胞診単独検診がほとんどでHPV併
用検診が14%の市区町村で行われ、HPV単独検診は行
われていない。受診者の５割弱（地方は７～８割、都
市部は３～４割）がこの住民検診を受けている。

なお、理想の対策型検診である組織型検診は、すべ
て公費負担で、対象集団の明確化と登録、高い受診率
を確保できる体制、整備された精度管理体制、診断・
治療体制の整備、受診者のモニタリング、検診データ
ベースとがん登録の突き合わせによる評価体制などが
しっかりしているものをいう。イギリスや北欧ではこ
の組織型検診が行われていて、がん罹患率減少に成功
している。日本の住民検診とは大違いである
２）職域検診

事業主や保険者主体の検診で、福利厚生の一環とし
て任意に実施されている。国民生活基礎調査によると
３～６割（地方は３割、都市部は６割）がこの職域検
診を受けていて、20歳台の受診率は15%、30～59歳は
約30％、60歳以上は15%である。住民検診より多くの
人が受け、特に前がん病変の多い若年層が多いため重
要である。しかし、労働安全衛生法では健康診断は義

務であるが、がん検診は含まれていないため法的根拠
は弱く、受診機会の提供が目的であって、精度管理は
ほとんどされていない。精密検査受診率は90%以上が
基準とされているが、20%に過ぎない。2022年の対が
ん協会調べによる検診手法は、医師採取（含産婦人科
医以外）による細胞診単独検診（45%）が最も多いが、
自己採取細胞診単独検診（８%）、自己採取HPV検診（５
%）、HPV併用検診（13%）などもあり様々である。
厚労省はようやく2018年に、住民検診用「厚労省指針」
に準拠した「職域におけるがん検診に関するマニュア
ル」を示した。
３）人間ドック検診

個人のがん罹患・死亡リスクを下げることを目的と
して、医療機関・検診機関などにおいて任意で行わ
れ、全額自己負担である。受診者数は48万人強であ
る。健康保持意識の高い層が受診するため、精検受診
率は高いようだが、検診内容についてのdataはない。

【４．日本でも検診ガイドラインが改訂された】
厚労省の子宮がん検診指針も10年以上が経過した

ので改訂が計画されている。その基になるガイドライ
ンが相次いで改訂された。
１）国立がん研究センターの改訂版「有効性評価に基
づく子宮頸がん検診ガイドライン2019年版」５）

国立がん研究センターは、欧米の論文を基に、細胞
診単独法、HPV単独法、HPV併用法の推奨度を10年
ぶりに改訂した。
＊細胞診単独法（推奨グレードA）；子宮頸部がん罹
患率減少効果を示す確実な証拠があるので、対策型検
診・任意型検診として、細胞診（従来法または液状検
体法）による検診を実施することを推奨する。対象は
20～69歳の女性、検診間隔は２年が望ましい。検体
は医師採取のみとし、自己採取法は認められない。
＊HPV単独法（推奨グレードA）；がん罹患率減少効
果を示す証拠があるので、対策型検診・任意型検診と
して、HPV単独法による検診を実施することを勧め
る。ただし、がん検診として実施する前にHPV陽性
者に対する経過観察の具体的な方法（アルゴリズム） 
を先に確立する必要がある。対象は30～60歳の女性、
間隔は５年が望ましい。原則医師が検体を採取すべ
き。
＊HPV併用法（推奨グレードC）；がん罹患率減少効
果を示す証拠がある。検診の対象は30～60歳の女性、
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50％がHPV陰性、1.5％を占める細胞診LSILの約20％
がHPV陰性、１％を占める細胞診HSILの約10％が
HPV陰性、0.1％を占める細胞診SCCの約２％がHPV
陰性、0.3％を占める細胞診AGC／Adenoca.の約30%
がHPV陰性であった。細胞診異常・HPV陰性は細胞
診の過剰診断かHPV検査の感度限界を意味している。

組織診CIN３の約５%がHPV陰性、組織診CIN２の
約５%がHPV陰性、組織診腺がんの約20%がHPV陰性
であった。組織診CIN2／3・HPV陰性はHPV検査の
感度の限界を、また腺がんのHPV陰性はHPV検査の
感度限界かHPV非依存性がんを意味している。HPV
検査の限界とは、HPV検査方法によっては微量のウ
イルスが拾えない場合があることや、HPV検査試薬
によって反応するHPVの遺伝子領域の違いから感度
に差が生じること意味する。CIN2／3は本来HPVが
100%存在するはずである。
４）細胞診とHPV検査の守備範囲（図４）

CIN2／3以上の検出感度は、細胞診単独検診が
80%、HPV単独検診が95%、HPV併用検診がほぼ
100%である。

HPV検査の陽性枠には、①HPVが自然消滅する一
過性感染細胞、②HPVのがん遺伝子が高発現し腫瘍
化する可能性はあるが形態異常のない持続感染細胞、
③中・高度異形成細胞の95%、④HPV依存性がん細胞
の98%が存在する。通常のHPV検査では①～④の区別
はつかないため、細胞診によるtriageが必要となる。
また①と②の区別がつかないため、偽陽性や無駄な
follow-up症例が多くなる。一方、腺がんの20%を占め
るHPV非依存性腺がんや、CIN2／3の５%はHPV検査
陽性枠外となる。

細胞診異常枠には、①非腫瘍性異型細胞（未熟化生
細胞、異型修復細胞、炎症性異型細胞）、②軽・中・
高度異形成細胞の80%、③HPV陰性のHSIL細胞、④
HPV陽性がん細胞・HPV非依存性腺がん細胞・HPV
陰性がん細胞、が存在する。①と②の区別がつかない

細胞診ASCUSをHPV検査でtriageすることは保険収載
されている。①は前がん病変有病率に関わらず検診数
の一定割合で存在するため、前がん病変の有病率が欧
米豪のように0.4%に減少すれば、検診の不利益とし
てカウントされる割合が増してしまう。中・高度異形
成細胞の20%やAISのほとんどは見逃される。細胞診
AGCの長期のFollow-upでAISの発見数は増加する。

HPV併用検診の場合は両検査の陽性枠内すべて検
出することができるので、前がん病変以上の見逃しは
ほとんどなくなる。しかし、一過性のHPV感染細胞
や非腫瘍性異型細胞も陽性として検出するので、この
群をうまくトリアージすることにより高精度・効率的
な検診が可能となる。

【６．がん罹患率減少効果と前がん病変見逃し率の視
点から、現在の日本に適した検診手法を探る；細胞診
単独法？HPV単独法？HPV併用法？】

＊ 検診受診率80%を仮定して、がん罹患率減少効果
を比較検討した。

＊ 検出感度から、前がん病変の見逃し率を比較検討
した。

＊ 細胞診単独検診を基準に、各種検診手法の費用対
効果を比較検討した。

１）細胞診単独法
＜がん罹患率は10まで減少可能＞理想的な組織型検
診を行っている英国の1980～1995年の細胞診単独検
診11）によると、1980年には受診率40%・年齢調整がん
罹患率は16であったが、受診率80%が持続した1995年
には罹患率10に減少している。これは細胞診単独法
でも受診率80％が持続すればがん罹患率を10に減少
できることを示している。裏返せば、受診率80%が持
続しても罹患率４未満（撲滅）は困難であることも示
唆している。
＜前がん病変見逃し率は20％＞我々の共同研究12）で、
CIN２以上の検出感度は86％であったこと、諸外国の
dataでは60～80%であることから、前がん病変を見逃
す確率は14～30％である（平均20％）。
＜費用対効果＞３者のなかで費用対効果は最も悪い。
＜参考＞日本は、細胞診単独検診を開始してから40
年になるが、国民生活基礎調査による受診率は43%し
かないため、罹患率は16.8と高く、いまだに増加して
いる。英国の1980年当時と同じレベルである（受診
率40%・罹患率1611））。
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消退する。
一方、女性の10％においてはHPVが持続感染する。
３年以上持続感染すると、HPVのがん遺伝子である
E6,E7が高発現し、P53,RBなどのがん抑制遺伝子蛋白
の異常を起こしてくる。その結果、増殖の調節ができ
なくなって異常増殖（異形成・腫瘍化）するものが出
てくる。これががんの前駆病変の中・高度異形成であ
る。高度異形成の期間は数か月から数年で、浸潤がん
になるまでの期間は意外と短いと温川ら７）は報告して
いる。

CIN１はHPV感染の組織像を、CIN２はHPV感染性
細胞と腫瘍性変化を伴った細胞が混在した組織像を、
CIN３は腫瘍細胞に置換された組織像を示す。
１）HPV感染後のHPV検査陽性出現は細胞診異常出

現より早い！
HPV検査は現在日本で認可されているものは５種

類 あ る。 感 染 細 胞 核 内 のHPV-DNAをPCR法（co-
bas6800, Alinity m; HPVのL１遺伝子領域を認識）や
Hybrid capture法（HCⅡ；遺伝子全領域）で検出する
方法と、HPV-E6,E7遺伝子領域のDNAまたはmRNA
をPCR法またはTMA法などで検出する方法（Onclarity,
アプティマ）がある。HPVが基底幹細胞に感染後、
複製されて表層細胞内の核内に出現するまでの時間
は、20歳台女性皮膚のターンオーバーから推測する
と約１か月であることから、HPV検査陽性は初感染
後、早いものでは約１か月で検出可能と思われる。し
かし高度異形成になるには３年以上の持続感染が必要
なことから、sex debut後３年以内のHPV陽性は一過
性感染がほとんどである。検診対象である高度異形成
の持続期間は数か月から数年（HPV16・18型は進展
が速い）と言われているので、sex debut後３年以降
の早い段階でHPV検診を受け、陽性の場合は定期的
なFollow-upによって前がん病変を検出し、けっして
見逃さないことが大切である。

細胞診の異常出現は、HPVの持続感染後の異形成
細胞が上皮全層を置換すれば確実に検出できる。
HPV感染から異形成までは長いが、高度異形成から
浸潤がんの間は１年以内７）の場合もあるので、細胞診
単独検診は、検診間隔が長ければ機を逸する可能性が
ある。毎年検診受診群には浸潤がんはないが、２年間
隔受診には微小浸潤が出現したとする論文や、毎年検
診は浸潤がんを半減するが２年間隔検診では減少せず
初回受診と同等の発見率であったとする日本の論文は

多い。細胞診単独検診による浸潤がん防止には毎年受
診が必要である。

以上より、HPV検査陽性反応は細胞診異常出現よ
り早いため、中・高度異形成期を逸することは少ない
ので検出感度は高くなる。しかしHPVの一過性感染
も含めて検出してしまうため、対策型検診において
は、検診対象年齢の絞り込みとHPV陽性者の細胞診
triageによる絞り込みによって、riskの高い層に絞った
検診とfollow-upが重要である。
２）HPVの存在場所は病変部よりかなり広い！

HPVは移行帯病変部細胞の核内はもちろんである
が、剥離細胞の核内にも存在するので、膣内貯留液や
膣壁付着細胞などの広い範囲からHPVは検出でき
る。よって医師による病変部擦過細胞はもちろんのこ
と、自己採取による膣壁付着細胞や初尿中／月経血中
剥離細胞のHPV検査でも検出可能となる。

一方、細胞診は病変部を確実に擦過しないと診断で
きないため、異形成の初期のように病変部が狭い場合
の検出感度は落ちる。CIN2以上の見逃しは20%ある
が、その70%はsampling errorと言われている（綿棒
による細胞採取は不適正標本が多く、LBCは少ない）。
病変部は第１次SCJと第２次SCJの間の移行帯に多く
存在するので、移行帯をくまなくブラシなどで擦過す
る技術が必要である。「子宮頸部細胞採取の手引き；
日本婦人科検診学会編2020」を参照してほしい。

以上から、HPV-DNAは広い範囲に存在するため前
がん病変検出感度は細胞診よりかなり高くなる。
３）日本のHPV併用検診結果を基にしたHPV検査と

細胞診、組織診の関係（図３）８）９）10）

日本国内で実施されているHPV併用住民検診のdata
を基に、HPV検査、細胞診、組織診の関係を図式化
してみた。

細胞診陰性・HPV陰性（double negative）は90%を
占め、細胞診異常率は５％、HPV陽性率は９%であっ
た。全細胞標本の２％を占める細胞診ASCUSの約
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50％がHPV陰性、1.5％を占める細胞診LSILの約20％
がHPV陰性、１％を占める細胞診HSILの約10％が
HPV陰性、0.1％を占める細胞診SCCの約２％がHPV
陰性、0.3％を占める細胞診AGC／Adenoca.の約30%
がHPV陰性であった。細胞診異常・HPV陰性は細胞
診の過剰診断かHPV検査の感度限界を意味している。

組織診CIN３の約５%がHPV陰性、組織診CIN２の
約５%がHPV陰性、組織診腺がんの約20%がHPV陰性
であった。組織診CIN2／3・HPV陰性はHPV検査の
感度の限界を、また腺がんのHPV陰性はHPV検査の
感度限界かHPV非依存性がんを意味している。HPV
検査の限界とは、HPV検査方法によっては微量のウ
イルスが拾えない場合があることや、HPV検査試薬
によって反応するHPVの遺伝子領域の違いから感度
に差が生じること意味する。CIN2／3は本来HPVが
100%存在するはずである。
４）細胞診とHPV検査の守備範囲（図４）

CIN2／3以上の検出感度は、細胞診単独検診が
80%、HPV単独検診が95%、HPV併用検診がほぼ
100%である。

HPV検査の陽性枠には、①HPVが自然消滅する一
過性感染細胞、②HPVのがん遺伝子が高発現し腫瘍
化する可能性はあるが形態異常のない持続感染細胞、
③中・高度異形成細胞の95%、④HPV依存性がん細胞
の98%が存在する。通常のHPV検査では①～④の区別
はつかないため、細胞診によるtriageが必要となる。
また①と②の区別がつかないため、偽陽性や無駄な
follow-up症例が多くなる。一方、腺がんの20%を占め
るHPV非依存性腺がんや、CIN2／3の５%はHPV検査
陽性枠外となる。

細胞診異常枠には、①非腫瘍性異型細胞（未熟化生
細胞、異型修復細胞、炎症性異型細胞）、②軽・中・
高度異形成細胞の80%、③HPV陰性のHSIL細胞、④
HPV陽性がん細胞・HPV非依存性腺がん細胞・HPV
陰性がん細胞、が存在する。①と②の区別がつかない

細胞診ASCUSをHPV検査でtriageすることは保険収載
されている。①は前がん病変有病率に関わらず検診数
の一定割合で存在するため、前がん病変の有病率が欧
米豪のように0.4%に減少すれば、検診の不利益とし
てカウントされる割合が増してしまう。中・高度異形
成細胞の20%やAISのほとんどは見逃される。細胞診
AGCの長期のFollow-upでAISの発見数は増加する。

HPV併用検診の場合は両検査の陽性枠内すべて検
出することができるので、前がん病変以上の見逃しは
ほとんどなくなる。しかし、一過性のHPV感染細胞
や非腫瘍性異型細胞も陽性として検出するので、この
群をうまくトリアージすることにより高精度・効率的
な検診が可能となる。

【６．がん罹患率減少効果と前がん病変見逃し率の視
点から、現在の日本に適した検診手法を探る；細胞診
単独法？HPV単独法？HPV併用法？】

＊ 検診受診率80%を仮定して、がん罹患率減少効果
を比較検討した。

＊ 検出感度から、前がん病変の見逃し率を比較検討
した。

＊ 細胞診単独検診を基準に、各種検診手法の費用対
効果を比較検討した。

１）細胞診単独法
＜がん罹患率は10まで減少可能＞理想的な組織型検
診を行っている英国の1980～1995年の細胞診単独検
診11）によると、1980年には受診率40%・年齢調整がん
罹患率は16であったが、受診率80%が持続した1995年
には罹患率10に減少している。これは細胞診単独法
でも受診率80％が持続すればがん罹患率を10に減少
できることを示している。裏返せば、受診率80%が持
続しても罹患率４未満（撲滅）は困難であることも示
唆している。
＜前がん病変見逃し率は20％＞我々の共同研究12）で、
CIN２以上の検出感度は86％であったこと、諸外国の
dataでは60～80%であることから、前がん病変を見逃
す確率は14～30％である（平均20％）。
＜費用対効果＞３者のなかで費用対効果は最も悪い。
＜参考＞日本は、細胞診単独検診を開始してから40
年になるが、国民生活基礎調査による受診率は43%し
かないため、罹患率は16.8と高く、いまだに増加して
いる。英国の1980年当時と同じレベルである（受診
率40%・罹患率1611））。
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消退する。
一方、女性の10％においてはHPVが持続感染する。
３年以上持続感染すると、HPVのがん遺伝子である
E6,E7が高発現し、P53,RBなどのがん抑制遺伝子蛋白
の異常を起こしてくる。その結果、増殖の調節ができ
なくなって異常増殖（異形成・腫瘍化）するものが出
てくる。これががんの前駆病変の中・高度異形成であ
る。高度異形成の期間は数か月から数年で、浸潤がん
になるまでの期間は意外と短いと温川ら７）は報告して
いる。

CIN１はHPV感染の組織像を、CIN２はHPV感染性
細胞と腫瘍性変化を伴った細胞が混在した組織像を、
CIN３は腫瘍細胞に置換された組織像を示す。
１）HPV感染後のHPV検査陽性出現は細胞診異常出

現より早い！
HPV検査は現在日本で認可されているものは５種

類 あ る。 感 染 細 胞 核 内 のHPV-DNAをPCR法（co-
bas6800, Alinity m; HPVのL１遺伝子領域を認識）や
Hybrid capture法（HCⅡ；遺伝子全領域）で検出する
方法と、HPV-E6,E7遺伝子領域のDNAまたはmRNA
をPCR法またはTMA法などで検出する方法（Onclarity,
アプティマ）がある。HPVが基底幹細胞に感染後、
複製されて表層細胞内の核内に出現するまでの時間
は、20歳台女性皮膚のターンオーバーから推測する
と約１か月であることから、HPV検査陽性は初感染
後、早いものでは約１か月で検出可能と思われる。し
かし高度異形成になるには３年以上の持続感染が必要
なことから、sex debut後３年以内のHPV陽性は一過
性感染がほとんどである。検診対象である高度異形成
の持続期間は数か月から数年（HPV16・18型は進展
が速い）と言われているので、sex debut後３年以降
の早い段階でHPV検診を受け、陽性の場合は定期的
なFollow-upによって前がん病変を検出し、けっして
見逃さないことが大切である。

細胞診の異常出現は、HPVの持続感染後の異形成
細胞が上皮全層を置換すれば確実に検出できる。
HPV感染から異形成までは長いが、高度異形成から
浸潤がんの間は１年以内７）の場合もあるので、細胞診
単独検診は、検診間隔が長ければ機を逸する可能性が
ある。毎年検診受診群には浸潤がんはないが、２年間
隔受診には微小浸潤が出現したとする論文や、毎年検
診は浸潤がんを半減するが２年間隔検診では減少せず
初回受診と同等の発見率であったとする日本の論文は

多い。細胞診単独検診による浸潤がん防止には毎年受
診が必要である。

以上より、HPV検査陽性反応は細胞診異常出現よ
り早いため、中・高度異形成期を逸することは少ない
ので検出感度は高くなる。しかしHPVの一過性感染
も含めて検出してしまうため、対策型検診において
は、検診対象年齢の絞り込みとHPV陽性者の細胞診
triageによる絞り込みによって、riskの高い層に絞った
検診とfollow-upが重要である。
２）HPVの存在場所は病変部よりかなり広い！

HPVは移行帯病変部細胞の核内はもちろんである
が、剥離細胞の核内にも存在するので、膣内貯留液や
膣壁付着細胞などの広い範囲からHPVは検出でき
る。よって医師による病変部擦過細胞はもちろんのこ
と、自己採取による膣壁付着細胞や初尿中／月経血中
剥離細胞のHPV検査でも検出可能となる。

一方、細胞診は病変部を確実に擦過しないと診断で
きないため、異形成の初期のように病変部が狭い場合
の検出感度は落ちる。CIN2以上の見逃しは20%ある
が、その70%はsampling errorと言われている（綿棒
による細胞採取は不適正標本が多く、LBCは少ない）。
病変部は第１次SCJと第２次SCJの間の移行帯に多く
存在するので、移行帯をくまなくブラシなどで擦過す
る技術が必要である。「子宮頸部細胞採取の手引き；
日本婦人科検診学会編2020」を参照してほしい。

以上から、HPV-DNAは広い範囲に存在するため前
がん病変検出感度は細胞診よりかなり高くなる。
３）日本のHPV併用検診結果を基にしたHPV検査と

細胞診、組織診の関係（図３）８）９）10）

日本国内で実施されているHPV併用住民検診のdata
を基に、HPV検査、細胞診、組織診の関係を図式化
してみた。

細胞診陰性・HPV陰性（double negative）は90%を
占め、細胞診異常率は５％、HPV陽性率は９%であっ
た。全細胞標本の２％を占める細胞診ASCUSの約
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い方（２次検診の細胞診は検診？診療？）が不明、な
ど多くの問題がある。CIN2／3の見逃し率は５%、
AIS・腺がんの見逃し率は20%。更新版GLの受診間隔
は５年であるので、腺がんの見逃しは死亡につながり
訴訟になりかねない。また検診を受ければがんになら
ないと理解している受診者が多い日本では、さらに受
診率は低下することが予想される。

HPV単独検診のみでは前がん病変を見逃す確率が
高い上に、受診率80%でもがんは撲滅できない。よっ
て、有病率の高い日本では時期尚早と思われる。
３）HPV併用法

日本産婦人科医会子宮がん検診提言2011のHPV併
用法のアルゴリズム（図２）を示す。細胞診とHPV
検査を同時に行い、その結果の組み合わせによって３
通りにトリアージする。受診者の91%が占めるHPV陰
性・細胞診陰性（以下double negative）の受診間隔は
３年とする。受診者の６%が占めるHPV陽性・細胞診
陰性とHPV陰性・細胞診ASCUSは１年後にHPV併用
検診を再度受診。受診者の３%が占めるHPV陽性・細
胞診ASCUS以上は要精密検査とする。

島根県住民検診では、この医会推奨のHPV併用法
を2009年から日本で初めて開始した。double negative
の場合、欧米豪でも最初は３年間隔であったが、前が
ん病変有病率0.4%の現在では５年間隔としている。
＜がん罹患率は5.2まで減少可能＞国立がん研究セ

ンターのガイドライン2019年版の解説の中で「HPV
併用検診を100万人検診すれば細胞診単独検診より48
人の浸潤がんを減少できる。」としている。すなわち、
HPV併用検診は受診率80%で罹患率5.2まで減少可能
であることを示している。

実際に出雲市のHPV併用検診において、若年受診
率75％が８年間持続した結果、罹患率を６まで減少
させることができた。島根県住民検診は医会方法

（double negative；受診間隔３年）のHPV併用検診を
施行して14年になるが、受診者に浸潤がんの発生は
なかった。
＜前がん病変見逃し率は１％以下＞諸外国の多くの
dataと我々の大規模共同研究12）の結果から、CIN2／3
の検出感度は99～100%である。よって前がん病変の
見逃し率は１％以下と推定できる。
＜費用対効果は高い＞初年度だけHPV検査分の費用
加算が必要であるが、受診間隔延長と検診終了年齢設
定で検診費用は削減できる。試算上、CIN2／3の検出

単価はHPV検査費用を加算しても増加しない。実際、
出雲市ではCIN2／3の検出単価は43.8%削減でき、個
人負担・総検診助成費用も40%削減できた。浸潤がん
防止による医療費削減も考慮すれば費用対効果はさら
に大きい、しかも子宮摘出回避による少子化対策にも
なる。
＜要精検率は3.1％＞要精検率は前がん病変の有病
率、検診手法、要精検基準に左右される。国立がん研
究センターの更新版GLでは、海外の文献を分析した
結果、HPV併用検診の要精検率は細胞診に比較して、
1000人当たり102人増加することは多いと判断して推
奨Cにしている。しかし日本産婦人科医会調査10）及び
我々島根県のデータから実際の要精検率は3.1％で、
更新版GLのHPV単独法の4.2%より低いことや他種が
ん検診の要精検率と差がないことから適切な要精検率
と判断している。更新版GLがHPV併用法の要精検率
を10%とした原因は、HPV陽性・細胞診陰性とHPV
陰性・細胞診ASCUSも要精検とカウントしたためで
ある。これらは実際のHPV併用検診では１年後受診
であって要精検ではない。ちなみに日本における他が
んの要精検率は胃がん7.1%、大腸がん6.1%、肺がん
1.6%、子宮がん2.2%（細胞診単独）、乳がん6.5%であ
る。

＜参考＞検診先進諸国の中でHPVワクチン接種率
43%・検診受診率50%のドイツは、2016年のGLでは
細胞診／HPV単独法／HPV併用法の３択としたが、
2020年にはHPV併用（35歳以上）の推奨に変更した。
アメリカのUSPSTFは2018年から３択を推奨している
が、実態はHPV併用検診実施90％である。さらに検
診後のFollow-up体制を充実させるために、ASCCPは
2019年にHPV型別と細胞診の組み合わせでFollow-up
を行うRisk-based Managementを提唱した。日本産婦
人科医会は2011年にHPV併用検診を提言し、普及活
動を展開した結果、現在全国の14%（236／1718）の
市町村がHPV併用検診を実施している。HPV併用法
は、細胞診をLBC法でも塗抹法でもできる利便性があ
る。よって、塗抹法が70%を占める日本では導入しや
すい。
４）結論

検診だけでがん撲滅を目指す必要のある日本では、
受診率80%でがん罹患率は5.2まで減少でき、費用対
効果も十分あり、見逃しのない、HPV併用検診を選
択すべきである。HPV単独法については、①検診の
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日本の細胞検査士の細胞診断能力は高いが、不適正
標本の多い綿棒採取などがいまだに行われていること
や、不適正標本の少ないLBCの普及率が30％に過ぎ
ないことも低検出感度の要因である。HPV検査が可
能となった今、細胞診単独検診の限界を知り、検診手
法そのものを改変すべき時と思われる。
２）HPV単独法

HPV単独法には、純粋なHPV検査単独法とHPV検
査primary検診がある。純粋なHPV検査単独法は、細
胞診が普及していない国で行われ、HPV陽性者は細
胞診のtriageなしに即精検となる。しかし一般的には、
欧米で開始されたHPV検査primary検診（以下HPV単
独法）を指す。このHPV単独法は、まずHPV検査を
行ない、HPV陽性者のみを細胞診でtriageし、ASCUS
以上を要精検者とする方法である。Triage用細胞診に
は塗抹法とLBC法があり、細胞診断も従来のパパニコ
ロウ染色法と最近の二重染色検査法（p16・Ki67）が
ある。HPV検査後の残り材料で細胞診ができるLBC
法は、HPV陽性例のみを細胞診標本作製して検鏡す
ればよいので、利便性が高くて効率的である。日本の
70%で行われている塗抹法は、細胞採取材料をガラス
に塗抹後２秒以内にアルコール固定し、早いうちに（遅
くても７日以内）染色しなければならない。よって、
全例の細胞診標本作製後、10%にあたるHPV検査陽性
例だけを取り出して検鏡することになるので、90%の
標本は無駄になる。細胞診の二重染色検査法は、細胞
診の偽陽性をさらに減らして特異度を高め、要精検者
を絞り込むことができるが、コスト高になる。イギリ
ス・オランダなどではLBC法が100%である。アメリ
カはLBC法が90%で、一部では二重染色検査法も開始
した。
＜がん罹患は8.4まで減少可能＞国立がん研究セン

ターは、ガイドライン2019年版の解説の中で欧州の
HPV単独検診に関する論文４件の浸潤がん減少効果
をメタアナリシスして、HPV単独検診を100万人検診
すれば細胞診単独検診より16人の浸潤がんを減少で
きるとしている。すなわち、受診率80%の細胞診単独
検診が罹患率10まで減少できることから、HPV単独
検診は受診率80％が持続すれば、がん患率を8.4まで
減少できる。
＜前がん病変見逃し率は５％＞諸外国の多くのdata

と我々の大規模共同研究12）の結果から、CIN2／3の検
出感度は95%である。よって前がん病変の見逃し率は

５％と推定できる。我々の施設では、HCⅡによる
HPV併用検診で検出したCIN３の1.7%（5／294）が
HPV検査陰性であった。またHPV陽性例のfollow-up
中にHPV検査が一時的に偽陰性になる例が21.1％

（129／612）もあった。以上から細胞診併用の必要性
を実感している。

＜費用対効果は一番よい＞検診費用は細胞診単独法
に比較し、細胞診数が90%も減少することから、単純
計算すれば検診費用は少なくとも50%以上の削減が可
能となる。検査費用削減だけを注視すれば、住民検診、
職域検診にはHPV単独法が採用されやすい。

＜要精検率は許容範囲内＞HPV陽性例のうち細胞
診ASCUS以上を即精検とすれば、要精検率は4.2%に
なる５）。

＜参考＞
デンマークのHORIZON study13）は４つのHPV試薬

を比較している。陽性総数800例中４者の完全不一致
率は40%もあり、４者が完全一致率したものは29%し
かなかったと報告している。よってHPV単独検診の
場合のHPV検査試薬の選択は特に重要である。アメ
リカのFDAは、HPV併用法には試薬指定はしていな
いが、HPV単独検診用の試薬は２種類しか認可して
いない。

EUガイドラインのHPV単独法のアルゴリズムを紹
介する。HPV検査の結果が、HPV陰性の場合は５年
後HPV単独検診、HPV陽性の場合は細胞診を行い
ASCUS以上はコルポ診下に生検を行う、細胞診陰性
なら５年後のHPV単独検診に戻る。イギリスは25～
64歳を対象年齢とし、25～49歳のHPV陰性は３年後
のHPV単独検診としている。オランダは30～60歳を
対象年齢とし、HPV陰性は５年後としている。

欧州の多くはHPVワクチン接種率70%・検診受診率
70%が持続した結果、がん罹患率が７に、前がん病変
の有病率が0.4％に減少したため、HPV併用法から
HPV単独法に切り替えた。アメリカは現在HPV併用
率が90％であるが、罹患率が6.5に減少したため、３
者の選択制を推奨している。スウェーデンも３択を推
奨しているが、40歳時にはHPV併用することを求め
ている。しかし３択であったドイツは2020年にHPV
併用法に決めた。

日本ではHPV単独検診の運用実績がなく、アルゴ
リズムが未確定、LBC普及率が30％、HPV単独検診
用のHPV検査法の認定制度がない、HPV陽性者の扱
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い方（２次検診の細胞診は検診？診療？）が不明、な
ど多くの問題がある。CIN2／3の見逃し率は５%、
AIS・腺がんの見逃し率は20%。更新版GLの受診間隔
は５年であるので、腺がんの見逃しは死亡につながり
訴訟になりかねない。また検診を受ければがんになら
ないと理解している受診者が多い日本では、さらに受
診率は低下することが予想される。

HPV単独検診のみでは前がん病変を見逃す確率が
高い上に、受診率80%でもがんは撲滅できない。よっ
て、有病率の高い日本では時期尚早と思われる。
３）HPV併用法

日本産婦人科医会子宮がん検診提言2011のHPV併
用法のアルゴリズム（図２）を示す。細胞診とHPV
検査を同時に行い、その結果の組み合わせによって３
通りにトリアージする。受診者の91%が占めるHPV陰
性・細胞診陰性（以下double negative）の受診間隔は
３年とする。受診者の６%が占めるHPV陽性・細胞診
陰性とHPV陰性・細胞診ASCUSは１年後にHPV併用
検診を再度受診。受診者の３%が占めるHPV陽性・細
胞診ASCUS以上は要精密検査とする。

島根県住民検診では、この医会推奨のHPV併用法
を2009年から日本で初めて開始した。double negative
の場合、欧米豪でも最初は３年間隔であったが、前が
ん病変有病率0.4%の現在では５年間隔としている。
＜がん罹患率は5.2まで減少可能＞国立がん研究セ

ンターのガイドライン2019年版の解説の中で「HPV
併用検診を100万人検診すれば細胞診単独検診より48
人の浸潤がんを減少できる。」としている。すなわち、
HPV併用検診は受診率80%で罹患率5.2まで減少可能
であることを示している。

実際に出雲市のHPV併用検診において、若年受診
率75％が８年間持続した結果、罹患率を６まで減少
させることができた。島根県住民検診は医会方法

（double negative；受診間隔３年）のHPV併用検診を
施行して14年になるが、受診者に浸潤がんの発生は
なかった。
＜前がん病変見逃し率は１％以下＞諸外国の多くの
dataと我々の大規模共同研究12）の結果から、CIN2／3
の検出感度は99～100%である。よって前がん病変の
見逃し率は１％以下と推定できる。
＜費用対効果は高い＞初年度だけHPV検査分の費用
加算が必要であるが、受診間隔延長と検診終了年齢設
定で検診費用は削減できる。試算上、CIN2／3の検出

単価はHPV検査費用を加算しても増加しない。実際、
出雲市ではCIN2／3の検出単価は43.8%削減でき、個
人負担・総検診助成費用も40%削減できた。浸潤がん
防止による医療費削減も考慮すれば費用対効果はさら
に大きい、しかも子宮摘出回避による少子化対策にも
なる。
＜要精検率は3.1％＞要精検率は前がん病変の有病
率、検診手法、要精検基準に左右される。国立がん研
究センターの更新版GLでは、海外の文献を分析した
結果、HPV併用検診の要精検率は細胞診に比較して、
1000人当たり102人増加することは多いと判断して推
奨Cにしている。しかし日本産婦人科医会調査10）及び
我々島根県のデータから実際の要精検率は3.1％で、
更新版GLのHPV単独法の4.2%より低いことや他種が
ん検診の要精検率と差がないことから適切な要精検率
と判断している。更新版GLがHPV併用法の要精検率
を10%とした原因は、HPV陽性・細胞診陰性とHPV
陰性・細胞診ASCUSも要精検とカウントしたためで
ある。これらは実際のHPV併用検診では１年後受診
であって要精検ではない。ちなみに日本における他が
んの要精検率は胃がん7.1%、大腸がん6.1%、肺がん
1.6%、子宮がん2.2%（細胞診単独）、乳がん6.5%であ
る。

＜参考＞検診先進諸国の中でHPVワクチン接種率
43%・検診受診率50%のドイツは、2016年のGLでは
細胞診／HPV単独法／HPV併用法の３択としたが、
2020年にはHPV併用（35歳以上）の推奨に変更した。
アメリカのUSPSTFは2018年から３択を推奨している
が、実態はHPV併用検診実施90％である。さらに検
診後のFollow-up体制を充実させるために、ASCCPは
2019年にHPV型別と細胞診の組み合わせでFollow-up
を行うRisk-based Managementを提唱した。日本産婦
人科医会は2011年にHPV併用検診を提言し、普及活
動を展開した結果、現在全国の14%（236／1718）の
市町村がHPV併用検診を実施している。HPV併用法
は、細胞診をLBC法でも塗抹法でもできる利便性があ
る。よって、塗抹法が70%を占める日本では導入しや
すい。
４）結論

検診だけでがん撲滅を目指す必要のある日本では、
受診率80%でがん罹患率は5.2まで減少でき、費用対
効果も十分あり、見逃しのない、HPV併用検診を選
択すべきである。HPV単独法については、①検診の
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日本の細胞検査士の細胞診断能力は高いが、不適正
標本の多い綿棒採取などがいまだに行われていること
や、不適正標本の少ないLBCの普及率が30％に過ぎ
ないことも低検出感度の要因である。HPV検査が可
能となった今、細胞診単独検診の限界を知り、検診手
法そのものを改変すべき時と思われる。
２）HPV単独法

HPV単独法には、純粋なHPV検査単独法とHPV検
査primary検診がある。純粋なHPV検査単独法は、細
胞診が普及していない国で行われ、HPV陽性者は細
胞診のtriageなしに即精検となる。しかし一般的には、
欧米で開始されたHPV検査primary検診（以下HPV単
独法）を指す。このHPV単独法は、まずHPV検査を
行ない、HPV陽性者のみを細胞診でtriageし、ASCUS
以上を要精検者とする方法である。Triage用細胞診に
は塗抹法とLBC法があり、細胞診断も従来のパパニコ
ロウ染色法と最近の二重染色検査法（p16・Ki67）が
ある。HPV検査後の残り材料で細胞診ができるLBC
法は、HPV陽性例のみを細胞診標本作製して検鏡す
ればよいので、利便性が高くて効率的である。日本の
70%で行われている塗抹法は、細胞採取材料をガラス
に塗抹後２秒以内にアルコール固定し、早いうちに（遅
くても７日以内）染色しなければならない。よって、
全例の細胞診標本作製後、10%にあたるHPV検査陽性
例だけを取り出して検鏡することになるので、90%の
標本は無駄になる。細胞診の二重染色検査法は、細胞
診の偽陽性をさらに減らして特異度を高め、要精検者
を絞り込むことができるが、コスト高になる。イギリ
ス・オランダなどではLBC法が100%である。アメリ
カはLBC法が90%で、一部では二重染色検査法も開始
した。
＜がん罹患は8.4まで減少可能＞国立がん研究セン

ターは、ガイドライン2019年版の解説の中で欧州の
HPV単独検診に関する論文４件の浸潤がん減少効果
をメタアナリシスして、HPV単独検診を100万人検診
すれば細胞診単独検診より16人の浸潤がんを減少で
きるとしている。すなわち、受診率80%の細胞診単独
検診が罹患率10まで減少できることから、HPV単独
検診は受診率80％が持続すれば、がん患率を8.4まで
減少できる。
＜前がん病変見逃し率は５％＞諸外国の多くのdata

と我々の大規模共同研究12）の結果から、CIN2／3の検
出感度は95%である。よって前がん病変の見逃し率は

５％と推定できる。我々の施設では、HCⅡによる
HPV併用検診で検出したCIN３の1.7%（5／294）が
HPV検査陰性であった。またHPV陽性例のfollow-up
中にHPV検査が一時的に偽陰性になる例が21.1％

（129／612）もあった。以上から細胞診併用の必要性
を実感している。

＜費用対効果は一番よい＞検診費用は細胞診単独法
に比較し、細胞診数が90%も減少することから、単純
計算すれば検診費用は少なくとも50%以上の削減が可
能となる。検査費用削減だけを注視すれば、住民検診、
職域検診にはHPV単独法が採用されやすい。

＜要精検率は許容範囲内＞HPV陽性例のうち細胞
診ASCUS以上を即精検とすれば、要精検率は4.2%に
なる５）。

＜参考＞
デンマークのHORIZON study13）は４つのHPV試薬

を比較している。陽性総数800例中４者の完全不一致
率は40%もあり、４者が完全一致率したものは29%し
かなかったと報告している。よってHPV単独検診の
場合のHPV検査試薬の選択は特に重要である。アメ
リカのFDAは、HPV併用法には試薬指定はしていな
いが、HPV単独検診用の試薬は２種類しか認可して
いない。

EUガイドラインのHPV単独法のアルゴリズムを紹
介する。HPV検査の結果が、HPV陰性の場合は５年
後HPV単独検診、HPV陽性の場合は細胞診を行い
ASCUS以上はコルポ診下に生検を行う、細胞診陰性
なら５年後のHPV単独検診に戻る。イギリスは25～
64歳を対象年齢とし、25～49歳のHPV陰性は３年後
のHPV単独検診としている。オランダは30～60歳を
対象年齢とし、HPV陰性は５年後としている。

欧州の多くはHPVワクチン接種率70%・検診受診率
70%が持続した結果、がん罹患率が７に、前がん病変
の有病率が0.4％に減少したため、HPV併用法から
HPV単独法に切り替えた。アメリカは現在HPV併用
率が90％であるが、罹患率が6.5に減少したため、３
者の選択制を推奨している。スウェーデンも３択を推
奨しているが、40歳時にはHPV併用することを求め
ている。しかし３択であったドイツは2020年にHPV
併用法に決めた。

日本ではHPV単独検診の運用実績がなく、アルゴ
リズムが未確定、LBC普及率が30％、HPV単独検診
用のHPV検査法の認定制度がない、HPV陽性者の扱
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がん罹患率減少効果；若年受診率が55％に上昇し
た島根県では、がん罹患率が15から７に減少（図６）
し、全国で最低となった。若年受診率が75％に上昇
した出雲市では、がん罹患率は15から６に減少した

（図７）。

適正対象年齢；①全国がん登録よる2019年のCIN３
は、20～24歳が396人、25～29歳が2276人、30～34歳
が4107人で、25歳以上になると急激に前がん病変の
有病率が上昇している。がん罹患率もそれぞれ0.4と
5.3、16.2で、24歳以下の浸潤がんはほとんどないが
25歳以上から多くなる。②出雲市のHPV併用検診に
おいて、HPV陽性率は20～24歳が28%、25～29歳が
18%、30～34歳が14%であった。細胞診の異常率はそ
れぞれ15%、10%、９％、組織診CIN２以上はそれぞ
れ0.5％、２％、２％であった。以上より25歳未満は
偽陽性が多く、25歳以上にHPV併用検診の有効性が
あった。③大石ら16）は全国８か所のHPV併用検診（約
18万人）のdataを解析し、CIN２以上の検出目的なら
25～55歳が最適であり、CIN３以上なら30～55歳が適
正年齢であったと報告している。①～③よりHPV併
用検診の対象年齢は25～55歳が適正と判断した。し
かし、各自治体により前がん病変の有病率・がん罹患
率に格差があるわが国では、実態に合わせた対象年齢
設定が必要と思われる。
Follow-upの重要性；HPV併用検診は細胞診単独検

診に比較してCIN３ 進展へのハイリスク群が早期に
検出できるので、HPV陽性例のfollow-up体制が重要

になってくる。がん登録によるCIN３と浸潤がんに
は、検診時に発見されたものと医療機関でfollow-up
中又は症状受診で発見されたものがある。出雲市のが
ん登録では年々CIN３の検出数が増加し、浸潤がんは
遅れて減少してきた（図７）。CIN３の発見経緯をみ
ると、follow-up中に発見された割合が、HPV併用検
診前の18%から導入後には50％に増加し、全体の85％
を占めるようになっていた。浸潤がん登録は、検診時
発見は稀有となり、症状受診による発見に変化した。
HPV陽性者のfollow-upの重要性を認識した。

Khanら17）はHPV併用検診におけるHPV陽性者を
HPVの型別に10年間 Follow upし、HPV16／18型が
最も早期に、かつ高率的にCIN３に進展したことを報
告した（累積進展率約15%）。これらの報告を基に、
2019 年 ASCCP（American Society for Colposcopy 
And Cervical Pathology） は Risk-Based Management
を提唱した。例えば25～65歳・HPV陰性・細胞診
ASCUSの場合は３年後診察をおこなう、25～65歳・
HPV-16陽性・細胞診HSILの場合はコルポスコピー・
生検をせず即円錐切除を行う、など詳細なManage-
mentを提示している。これらのtriageは複雑なため、
smartphoneを利用して実施している。Katkiら18）は
HPV検査・細胞診併用検診後５年間の累積がんの分
析を行い、AISの84%（59／70）がHPV併用検診時に
細胞診陽性又はHPV陽性であったと報告。腺がんの
早期発見にもHPV併用検診が有効であると結論付け
ている。当院でも、HPV陽性や細胞診AGCをfollow-
upし、多くのAISを発見することができた。

【８．欧米豪がHPV併用検診からHPV単独検診へ変更
した理由】（表１）

欧米豪は、2003年頃からHPV併用検診が始まり、
受診率は60～80%（平均70％）を維持している。さら
に2006年頃からHPVワクチン接種が始まり、60～
80％の接種率（平均70%）を維持している。その結果、
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みでがん撲滅は不可能であること、②検診を完全なも
のと認識している日本人の特質から、HPV単独法の
見逃し数は許容できないこと、③現日本において、
HPV単独法は運用面にも問題が多すぎること、以上
から日本におけるHPV単独法は時期尚早といえる。
今すべきことは細胞診単独法の限界を知り、若年者に
魅力ある細胞診・HPV併用検診を早急に実行し、少
子化対策につなげることが大切と思われる。

【７．HPV併用検診の実際；HPV併用検診15年の実績】
全国に先駆け、島根県は2009年からHPV併用検診

を開始した（出雲市は2007年に県のモデル事業とし
て開始）。その実績と国内８地域の実績を中心に報告
する。
アルゴリズム（図２；医会提言と同じ）；①細胞診

NILM・HPV陰性の次回検診は３年後（91%）②細胞
診ASCUS・HPV陰性または細胞診NILM・HPV陽性
は１年後受診（６％）③細胞診ASCUS・HPV陽性と
細胞診LSIL以上・HPV陽性／陰性（３％）は即精検
とした。産婦人科医師、行政、市民、検査センターな
どの事前研修実施により、運用上問題は生じなかった。
要精検率；島根県８）でも、全国８地域共同研究10）で

も実際の要精検率は3.1%であった。細胞診ASCUS・
HPV陰性は、ほとんどが非腫瘍性の細胞形態異常で
あったので、受診間隔を１年から３年に延長してもよ
いと個人的には考えている。
受診間隔（図５）；佐々木ら15）の出雲市のdataによ

ると細胞診NILM・HPV陰性群のCIN３への累積進展
率は３年で0.2%、５年で1.4%と非常に低かった。両
者陰性例を受診間隔３年で実施して16年になるが浸
潤がんは検出されていない。５年後のCIN３進展率は
1.4%なので、罹患率６まで減少した出雲市では受診
間隔を５年に延長してもよいと個人的には考えてい
る。一方細胞診NILM・HPV陽性群のCIN３進展率は
１年後2.5%、３年後11.3%と高率なため、アルゴリズ
ム通り１年が適正と思われる。

費用対効果；CIN２以上の検出単価は、細胞診単独
法（毎年受診）より43.8%も削減できた８）。また３年
間の実受診者負担および実自治体負担が40%も削減で
きた８）。受診間隔延長と受診者の年齢シフト（高齢者
中心から前がん病変有病率の高い若年者中心にシフ
ト）が主な検出単価削減要因であった。浸潤がん罹患
率も16から６に減少したことによる医療費削減も考
慮すれば、かなり費用対効果の高い検診方法といえ
る。ちなみに浸潤がんの治療費は約300万円である。
HPV併用検診導入初回時のHPV検査費用加算だけが
負担増であった。
受診者の反応；出雲市８）や佐賀市９）をはじめとする

HPV併用検診実施地域で、若年受診率が増加・高齢
者受診率が減少した理想に近い検診年齢構成となっ
た。若年増加の要因として、①両者陰性の場合は受診
間隔延長が可能で生涯受診回数の大幅な削減ができる
こと、②前がん病変の見逃しがなく安心であること、
③HPV検査は細胞診の残り材料でできるので身体的
負担増がないこと、④自己負担費用も受診間隔延長で
割安になること、などから若年受診者に魅力的で受け
入れやすいかったことがあげられる。高齢者減少の要
因は60歳で安心して検診終了できたことである。実
際に出雲市では、受診者総数は不変であったが、若年
受診率が30%から75%に上昇し、高齢受診率は20%に
低下した。HPV検査の事前説明は「HPVに感染した
かどうかの検査ではなく、消えたかどうかの検査で
す。」と説明することが安心感を与え、重要であった。
HPV陽性者に対しては、①みんなが一度は陽性にな
ること、②いずれ陰性化すること、③前がん病変早期
発見のためには定期検査が必要であること、④前がん
病変で発見できれば日帰り円錐切除術で済むこと、を
説明すれば不安感はなく、医療施設によるfollow-up
が十分可能であった。実際にがん登録と突合してみる
と、follow-up 中のCIN３ 検出は従来18%であったが、
HPV併用検診後は50％以上に増加していた。
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がん罹患率減少効果；若年受診率が55％に上昇し
た島根県では、がん罹患率が15から７に減少（図６）
し、全国で最低となった。若年受診率が75％に上昇
した出雲市では、がん罹患率は15から６に減少した

（図７）。

適正対象年齢；①全国がん登録よる2019年のCIN３
は、20～24歳が396人、25～29歳が2276人、30～34歳
が4107人で、25歳以上になると急激に前がん病変の
有病率が上昇している。がん罹患率もそれぞれ0.4と
5.3、16.2で、24歳以下の浸潤がんはほとんどないが
25歳以上から多くなる。②出雲市のHPV併用検診に
おいて、HPV陽性率は20～24歳が28%、25～29歳が
18%、30～34歳が14%であった。細胞診の異常率はそ
れぞれ15%、10%、９％、組織診CIN２以上はそれぞ
れ0.5％、２％、２％であった。以上より25歳未満は
偽陽性が多く、25歳以上にHPV併用検診の有効性が
あった。③大石ら16）は全国８か所のHPV併用検診（約
18万人）のdataを解析し、CIN２以上の検出目的なら
25～55歳が最適であり、CIN３以上なら30～55歳が適
正年齢であったと報告している。①～③よりHPV併
用検診の対象年齢は25～55歳が適正と判断した。し
かし、各自治体により前がん病変の有病率・がん罹患
率に格差があるわが国では、実態に合わせた対象年齢
設定が必要と思われる。
Follow-upの重要性；HPV併用検診は細胞診単独検

診に比較してCIN３ 進展へのハイリスク群が早期に
検出できるので、HPV陽性例のfollow-up体制が重要

になってくる。がん登録によるCIN３と浸潤がんに
は、検診時に発見されたものと医療機関でfollow-up
中又は症状受診で発見されたものがある。出雲市のが
ん登録では年々CIN３の検出数が増加し、浸潤がんは
遅れて減少してきた（図７）。CIN３の発見経緯をみ
ると、follow-up中に発見された割合が、HPV併用検
診前の18%から導入後には50％に増加し、全体の85％
を占めるようになっていた。浸潤がん登録は、検診時
発見は稀有となり、症状受診による発見に変化した。
HPV陽性者のfollow-upの重要性を認識した。

Khanら17）はHPV併用検診におけるHPV陽性者を
HPVの型別に10年間 Follow upし、HPV16／18型が
最も早期に、かつ高率的にCIN３に進展したことを報
告した（累積進展率約15%）。これらの報告を基に、
2019 年 ASCCP（American Society for Colposcopy 
And Cervical Pathology） は Risk-Based Management
を提唱した。例えば25～65歳・HPV陰性・細胞診
ASCUSの場合は３年後診察をおこなう、25～65歳・
HPV-16陽性・細胞診HSILの場合はコルポスコピー・
生検をせず即円錐切除を行う、など詳細なManage-
mentを提示している。これらのtriageは複雑なため、
smartphoneを利用して実施している。Katkiら18）は
HPV検査・細胞診併用検診後５年間の累積がんの分
析を行い、AISの84%（59／70）がHPV併用検診時に
細胞診陽性又はHPV陽性であったと報告。腺がんの
早期発見にもHPV併用検診が有効であると結論付け
ている。当院でも、HPV陽性や細胞診AGCをfollow-
upし、多くのAISを発見することができた。

【８．欧米豪がHPV併用検診からHPV単独検診へ変更
した理由】（表１）

欧米豪は、2003年頃からHPV併用検診が始まり、
受診率は60～80%（平均70％）を維持している。さら
に2006年頃からHPVワクチン接種が始まり、60～
80％の接種率（平均70%）を維持している。その結果、
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みでがん撲滅は不可能であること、②検診を完全なも
のと認識している日本人の特質から、HPV単独法の
見逃し数は許容できないこと、③現日本において、
HPV単独法は運用面にも問題が多すぎること、以上
から日本におけるHPV単独法は時期尚早といえる。
今すべきことは細胞診単独法の限界を知り、若年者に
魅力ある細胞診・HPV併用検診を早急に実行し、少
子化対策につなげることが大切と思われる。

【７．HPV併用検診の実際；HPV併用検診15年の実績】
全国に先駆け、島根県は2009年からHPV併用検診

を開始した（出雲市は2007年に県のモデル事業とし
て開始）。その実績と国内８地域の実績を中心に報告
する。
アルゴリズム（図２；医会提言と同じ）；①細胞診

NILM・HPV陰性の次回検診は３年後（91%）②細胞
診ASCUS・HPV陰性または細胞診NILM・HPV陽性
は１年後受診（６％）③細胞診ASCUS・HPV陽性と
細胞診LSIL以上・HPV陽性／陰性（３％）は即精検
とした。産婦人科医師、行政、市民、検査センターな
どの事前研修実施により、運用上問題は生じなかった。
要精検率；島根県８）でも、全国８地域共同研究10）で

も実際の要精検率は3.1%であった。細胞診ASCUS・
HPV陰性は、ほとんどが非腫瘍性の細胞形態異常で
あったので、受診間隔を１年から３年に延長してもよ
いと個人的には考えている。
受診間隔（図５）；佐々木ら15）の出雲市のdataによ

ると細胞診NILM・HPV陰性群のCIN３への累積進展
率は３年で0.2%、５年で1.4%と非常に低かった。両
者陰性例を受診間隔３年で実施して16年になるが浸
潤がんは検出されていない。５年後のCIN３進展率は
1.4%なので、罹患率６まで減少した出雲市では受診
間隔を５年に延長してもよいと個人的には考えてい
る。一方細胞診NILM・HPV陽性群のCIN３進展率は
１年後2.5%、３年後11.3%と高率なため、アルゴリズ
ム通り１年が適正と思われる。

費用対効果；CIN２以上の検出単価は、細胞診単独
法（毎年受診）より43.8%も削減できた８）。また３年
間の実受診者負担および実自治体負担が40%も削減で
きた８）。受診間隔延長と受診者の年齢シフト（高齢者
中心から前がん病変有病率の高い若年者中心にシフ
ト）が主な検出単価削減要因であった。浸潤がん罹患
率も16から６に減少したことによる医療費削減も考
慮すれば、かなり費用対効果の高い検診方法といえ
る。ちなみに浸潤がんの治療費は約300万円である。
HPV併用検診導入初回時のHPV検査費用加算だけが
負担増であった。
受診者の反応；出雲市８）や佐賀市９）をはじめとする

HPV併用検診実施地域で、若年受診率が増加・高齢
者受診率が減少した理想に近い検診年齢構成となっ
た。若年増加の要因として、①両者陰性の場合は受診
間隔延長が可能で生涯受診回数の大幅な削減ができる
こと、②前がん病変の見逃しがなく安心であること、
③HPV検査は細胞診の残り材料でできるので身体的
負担増がないこと、④自己負担費用も受診間隔延長で
割安になること、などから若年受診者に魅力的で受け
入れやすいかったことがあげられる。高齢者減少の要
因は60歳で安心して検診終了できたことである。実
際に出雲市では、受診者総数は不変であったが、若年
受診率が30%から75%に上昇し、高齢受診率は20%に
低下した。HPV検査の事前説明は「HPVに感染した
かどうかの検査ではなく、消えたかどうかの検査で
す。」と説明することが安心感を与え、重要であった。
HPV陽性者に対しては、①みんなが一度は陽性にな
ること、②いずれ陰性化すること、③前がん病変早期
発見のためには定期検査が必要であること、④前がん
病変で発見できれば日帰り円錐切除術で済むこと、を
説明すれば不安感はなく、医療施設によるfollow-up
が十分可能であった。実際にがん登録と突合してみる
と、follow-up 中のCIN３ 検出は従来18%であったが、
HPV併用検診後は50％以上に増加していた。
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２）行政（住民検診の場合）／事業主・保険者（職域
検診の場合）の役割

県は住民検診では市町村、職域検診では事業主の指
導・監視役である。具体的には生活習慣病検診管理指
導協議会を活用し、「県の検診指針」作り、市町村の
指導・ネットワーク作り、研修会開催、啓発用資料つ
くり、精度管理の評価、などを行う。著者も協議会委
員として長い間活動している。残念なことに行政の担
当者は３年で交代することが多いので、長期的なvi-
sionに基づく企画作成が難しい。そこで、住民検診・
職域検診・人間ドックの検診結果とがん登録を突合し
て評価し、今後の検診のあり方が提示できるシンクタ
ンクが必要となってくる。島根県では県立環境衛生研
究所に委託することができた。

検診主体である市町村・事業主は、検診体制の整備
（検診手法の選択）はもとより、住民の受診勧奨、結
果報告と説明・指導、検診委託機関との調整、などを
行う。HPV併用検診創始者の出雲市は、検診結果に
よって次回受診年が異なることから、受診者本人が受
診年を記入できるように工夫した検診手帳を配布し
た。今後厚労省の「改定指針」は検診手法の３択が予
想されるので、県の指導の下、検診手法の決定が重要
課題となるであろう。
３）委託検診センター（行政からの委託、医療機関か
らの委託）

細胞診、HPV検査の検査精度を管理・向上させる
義務がある。細胞診は、不適正標本削減のためと将来
のHPV単独検診のtriageのために、LBCへの移行が望
まれる（現在普及率30％）。また日本で認可された
HPV検査試薬は現在５種類あるが、前がん病変の検
出感度には差があるので、選択には注意が必要であ
る。HPV検査が導入されれば、医療機関や行政と連
絡を取り合いながらfollow-up体制を作ることが大切
である。島根県では環境保健公社（対がん協会）が台
帳整理を行い、dataをまとめ、県の協議会委員として
参加している。
４）受託医療機関（産婦人科医）

受診勧奨、細胞採取の修練、検診結果の説明および
HPV陽性者のFollow-up、要精検者の生検が役割とな
る。産婦人科医の受診勧奨は非常に有効で、受診率向
上に寄与する。細胞診の検出感度を低下させる要因の
70%はsampling errorなので、粘液除去後に、第一SCJ
と第二SCJの間の移行帯を、ブラシなど綿棒以外の器

具でくまなく擦過することが大事である。詳細は日本
婦人科検診学会出版の「子宮頸部細胞採取の手引き」
などを参考にしていただきたい。HPV検査を含む検
診は、今までの細胞診単独検診と違い、HPV検査の
説明とfollow-upが重要となる。我々は、「HPV検査は
HPVに感染したかどうかの検査ではなく、HPVが消
えたかどうかの検査」であると説明し、陽性者には

「HPVが消えるまで気長にfollow-upしましょう」と説
明している。HPV陽性者の今後の方針（受診間隔など）
は、長年カルテを管理している医療機関の方が行政よ
り個別指導がしやすい。HPV検査導入後の受診間隔
延長により産婦人科医の収入減少を心配する意見もあ
るが、仕事は増加することがあっても減ることはな
い。アメリカASCCPのRisk-based Management2019を
参考にしていただきたい。

【10．未受診者対策としての自己採取HPV検査】（図８）

欧米のように受診率80%を維持することは難しい。
出雲市が若年受診率75％を８年持続できたのは、熱
心な行政担当者が９年連続勤務したことが大きい。担
当者が交代したこともあって、９年後には若年受診率
が75%から65%へ10%も減少した。そこで若年者の受
診率向上と未受診者対策としてHPV自己採取検査
を、出雲市の共同研究事業（出雲市・対がん協会・環
境保健公社・県立中央病院・出雲市産婦医会）として
行った。出雲市の25～45歳の検診対象者20,910人のう
ち、５年間受診歴のない未受診者6,270例（対象者の
30％）を洗い出し、そのうちの希望者2,806人（未受
診者の45%に相当）に自己採取器具（Evalyn Brush：
オランダのHPV自己採取検診で使用）を郵送した。
回収率は75.6%（未受診者全体の30%に相当）であっ
た。自己採取HPV陽性者は7.2%で、そのうちの73.0%
が正規の住民検診を受診した。HPV陰性者の正規検
診受診率は12.1%であった。自己採取HPV陽性者の細
胞診異常率は28.8%（全国住民検診の細胞診異常率
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がん罹患率は5.6～7.0に減少し（日本は16.8）、前がん
病変の有病率は0.4％（日本は2.0％）に減少している。
そのため、検診における細胞診の異常率やHPVの陽
性率が激減し、大量の細胞診を行っても細胞診異常は
希少で、screeningとしての細胞診の役割がなくなっ
てきた。よって効率が良く、費用対効果の高いHPV
単独検診に移行したところが多い。

そこで、検診10万人当たりの前がん病変の検出数、
前がん病変の見逃し数を欧米豪と日本を比較して、有
病率２％の日本でもHPV単独検診に移行可能かどう
かを推測してみた。
１）検診10万人当たりの前がん病変の検出数に両者

の差がなくなった
有病率２％（現在の日本、以前の欧米豪）の場合の

前がん病変の検出推定値は、HPV併用法（感度99%）
が1980例に対し、HPV単独法（95%）は1900例となる。
その差は80人と多いため、HPV併用法の有効性が高
いといえる。

有病率0.4％（現在の欧米豪）の場合には、それぞ
れ396例と380例となる。その差は16人でHPV単独法
とHPV併用の差がほとんどなくなり、HPV併用法の
有効性は薄れる。
２）検診10万人当たりの前がん病変の見逃し数に両

者の差がなくなった
有病率２％の場合の前がん病変の見逃し推定値は、

HPV併用法が20例に対し、HPV単独法は100例とな
る。その差は80人と多いため、HPV単独法は見逃す
リスクが高く、安全とは言えない。

有病率0.4%の場合はそれぞれ４と20となる。その
差は16人でHPV単独法とHPV併用の差がほとんどな
くなり、HPV単独法の見逃すリスクは許容範囲内と
なる。しかし有病率が0.4％に減少しても、細胞診単
独法（感度80%）とHPV併用法の差は76例もあるの
で、細胞診単独法は推奨できない

有病率２％（現在の日本）のHPV併用検診の見逃
し数20例は、有病率0.4%（現在の欧米豪）のHPV単
独検診の見逃し数20例と同数になる。よって日本は
前がん病変の有病率が0.4%に減少するまではHPV併
用検診を採用し、0.4%に達した時点で欧米豪のよう
にHPV単独検診に移行すべきと考える。
３）HPV併用検診の細胞診で拾う偽陽性率が上昇し
検診の不利益となってきた。

HPVワクチンにより前がん病変が減少しても、異

型修復細胞などの非腫瘍性異型細胞数は一定数存在す
る。よって、前がん病変が減少すればHPV併用検診
の細胞診で拾う要精検例が相対的に増加し、偽陽性率
が上昇し検診の不利益となる。
１）～３）を理由に、費用対効果も考慮して2018

年頃から欧米豪はHPV併用法からHPV単独法に変更
してきたと思われる。しかし、一過性のHPV感染の
多い30歳未満はHPV検査を避けて、細胞診単独法を
残した国もある。また、HPVワクチン接種率40%、検
診受診率50%のドイツは欧州の中でもがん予防率が低
いため、2020年の改定で細胞診・HPV検査併用検診
に決定した。

【９．検診をうまく運用する方法―検診は４輪駆動車―】
車輪としての住民、検診主体、委託検査機関、医師

会・産婦人科医の４者の足並みがそろわないと検診は
うまくいかない。
１）まず住民が受診行動を起こすことが第１（住民の
受診意欲向上と魅力ある検診で受診率向上）

人は検診の必要性、検診の内容をまず理解した上で
信頼・納得・習慣化しなければ受診行動を起こさな
い。
＜がん教育に期待＞欧米と違って、自分の身体は自分
で護る習慣の薄い日本ではあったが、2016年のがん
対策基本法改訂により、小・中・高等学校の学習指導
要領に「がん教育（がん検診を含む）」が明記された。
中学校は2021 年度、高等学校は2022 年度より専門的
外部講師の支援も得ながら実施されることになった。
今後受診勧奨をしなくても、自主的な検診受診が期待
されるが、がん好発年齢を考慮すれば効果発現までに
は10年以上が必要だ。
＜受診勧奨の重要性＞ナッジ理論を応用し、検診対象
者に合わせた個人的な受診勧奨が有効である。また友
達や親からの口コミと医師による個人的受診勧奨も有
効だ。出雲市では受診券ではなく事後償還方式のた
め、他疾患での外来受診時に検診ができることも受診
率が向上した一因である。子宮頸がんの説明、HPV
併用検診の説明（将来予測可能、受診間隔延長可能、
見逃しがない、日帰りが可能な前がん病変治療、治療
後に自然妊娠・自然分娩が可能、細胞診の残り材料で
検査可能、等）などの基本情報の伝達はメデイアや医
療者の役目である。島根県ではHPV併用検診導入時
には、地方新聞社の全面協力があった。
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２）行政（住民検診の場合）／事業主・保険者（職域
検診の場合）の役割

県は住民検診では市町村、職域検診では事業主の指
導・監視役である。具体的には生活習慣病検診管理指
導協議会を活用し、「県の検診指針」作り、市町村の
指導・ネットワーク作り、研修会開催、啓発用資料つ
くり、精度管理の評価、などを行う。著者も協議会委
員として長い間活動している。残念なことに行政の担
当者は３年で交代することが多いので、長期的なvi-
sionに基づく企画作成が難しい。そこで、住民検診・
職域検診・人間ドックの検診結果とがん登録を突合し
て評価し、今後の検診のあり方が提示できるシンクタ
ンクが必要となってくる。島根県では県立環境衛生研
究所に委託することができた。

検診主体である市町村・事業主は、検診体制の整備
（検診手法の選択）はもとより、住民の受診勧奨、結
果報告と説明・指導、検診委託機関との調整、などを
行う。HPV併用検診創始者の出雲市は、検診結果に
よって次回受診年が異なることから、受診者本人が受
診年を記入できるように工夫した検診手帳を配布し
た。今後厚労省の「改定指針」は検診手法の３択が予
想されるので、県の指導の下、検診手法の決定が重要
課題となるであろう。
３）委託検診センター（行政からの委託、医療機関か
らの委託）

細胞診、HPV検査の検査精度を管理・向上させる
義務がある。細胞診は、不適正標本削減のためと将来
のHPV単独検診のtriageのために、LBCへの移行が望
まれる（現在普及率30％）。また日本で認可された
HPV検査試薬は現在５種類あるが、前がん病変の検
出感度には差があるので、選択には注意が必要であ
る。HPV検査が導入されれば、医療機関や行政と連
絡を取り合いながらfollow-up体制を作ることが大切
である。島根県では環境保健公社（対がん協会）が台
帳整理を行い、dataをまとめ、県の協議会委員として
参加している。
４）受託医療機関（産婦人科医）

受診勧奨、細胞採取の修練、検診結果の説明および
HPV陽性者のFollow-up、要精検者の生検が役割とな
る。産婦人科医の受診勧奨は非常に有効で、受診率向
上に寄与する。細胞診の検出感度を低下させる要因の
70%はsampling errorなので、粘液除去後に、第一SCJ
と第二SCJの間の移行帯を、ブラシなど綿棒以外の器

具でくまなく擦過することが大事である。詳細は日本
婦人科検診学会出版の「子宮頸部細胞採取の手引き」
などを参考にしていただきたい。HPV検査を含む検
診は、今までの細胞診単独検診と違い、HPV検査の
説明とfollow-upが重要となる。我々は、「HPV検査は
HPVに感染したかどうかの検査ではなく、HPVが消
えたかどうかの検査」であると説明し、陽性者には

「HPVが消えるまで気長にfollow-upしましょう」と説
明している。HPV陽性者の今後の方針（受診間隔など）
は、長年カルテを管理している医療機関の方が行政よ
り個別指導がしやすい。HPV検査導入後の受診間隔
延長により産婦人科医の収入減少を心配する意見もあ
るが、仕事は増加することがあっても減ることはな
い。アメリカASCCPのRisk-based Management2019を
参考にしていただきたい。

【10．未受診者対策としての自己採取HPV検査】（図８）

欧米のように受診率80%を維持することは難しい。
出雲市が若年受診率75％を８年持続できたのは、熱
心な行政担当者が９年連続勤務したことが大きい。担
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が75%から65%へ10%も減少した。そこで若年者の受
診率向上と未受診者対策としてHPV自己採取検査
を、出雲市の共同研究事業（出雲市・対がん協会・環
境保健公社・県立中央病院・出雲市産婦医会）として
行った。出雲市の25～45歳の検診対象者20,910人のう
ち、５年間受診歴のない未受診者6,270例（対象者の
30％）を洗い出し、そのうちの希望者2,806人（未受
診者の45%に相当）に自己採取器具（Evalyn Brush：
オランダのHPV自己採取検診で使用）を郵送した。
回収率は75.6%（未受診者全体の30%に相当）であっ
た。自己採取HPV陽性者は7.2%で、そのうちの73.0%
が正規の住民検診を受診した。HPV陰性者の正規検
診受診率は12.1%であった。自己採取HPV陽性者の細
胞診異常率は28.8%（全国住民検診の細胞診異常率
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がん罹患率は5.6～7.0に減少し（日本は16.8）、前がん
病変の有病率は0.4％（日本は2.0％）に減少している。
そのため、検診における細胞診の異常率やHPVの陽
性率が激減し、大量の細胞診を行っても細胞診異常は
希少で、screeningとしての細胞診の役割がなくなっ
てきた。よって効率が良く、費用対効果の高いHPV
単独検診に移行したところが多い。

そこで、検診10万人当たりの前がん病変の検出数、
前がん病変の見逃し数を欧米豪と日本を比較して、有
病率２％の日本でもHPV単独検診に移行可能かどう
かを推測してみた。
１）検診10万人当たりの前がん病変の検出数に両者

の差がなくなった
有病率２％（現在の日本、以前の欧米豪）の場合の

前がん病変の検出推定値は、HPV併用法（感度99%）
が1980例に対し、HPV単独法（95%）は1900例となる。
その差は80人と多いため、HPV併用法の有効性が高
いといえる。

有病率0.4％（現在の欧米豪）の場合には、それぞ
れ396例と380例となる。その差は16人でHPV単独法
とHPV併用の差がほとんどなくなり、HPV併用法の
有効性は薄れる。
２）検診10万人当たりの前がん病変の見逃し数に両

者の差がなくなった
有病率２％の場合の前がん病変の見逃し推定値は、

HPV併用法が20例に対し、HPV単独法は100例とな
る。その差は80人と多いため、HPV単独法は見逃す
リスクが高く、安全とは言えない。

有病率0.4%の場合はそれぞれ４と20となる。その
差は16人でHPV単独法とHPV併用の差がほとんどな
くなり、HPV単独法の見逃すリスクは許容範囲内と
なる。しかし有病率が0.4％に減少しても、細胞診単
独法（感度80%）とHPV併用法の差は76例もあるの
で、細胞診単独法は推奨できない

有病率２％（現在の日本）のHPV併用検診の見逃
し数20例は、有病率0.4%（現在の欧米豪）のHPV単
独検診の見逃し数20例と同数になる。よって日本は
前がん病変の有病率が0.4%に減少するまではHPV併
用検診を採用し、0.4%に達した時点で欧米豪のよう
にHPV単独検診に移行すべきと考える。
３）HPV併用検診の細胞診で拾う偽陽性率が上昇し
検診の不利益となってきた。

HPVワクチンにより前がん病変が減少しても、異

型修復細胞などの非腫瘍性異型細胞数は一定数存在す
る。よって、前がん病変が減少すればHPV併用検診
の細胞診で拾う要精検例が相対的に増加し、偽陽性率
が上昇し検診の不利益となる。
１）～３）を理由に、費用対効果も考慮して2018

年頃から欧米豪はHPV併用法からHPV単独法に変更
してきたと思われる。しかし、一過性のHPV感染の
多い30歳未満はHPV検査を避けて、細胞診単独法を
残した国もある。また、HPVワクチン接種率40%、検
診受診率50%のドイツは欧州の中でもがん予防率が低
いため、2020年の改定で細胞診・HPV検査併用検診
に決定した。

【９．検診をうまく運用する方法―検診は４輪駆動車―】
車輪としての住民、検診主体、委託検査機関、医師

会・産婦人科医の４者の足並みがそろわないと検診は
うまくいかない。
１）まず住民が受診行動を起こすことが第１（住民の
受診意欲向上と魅力ある検診で受診率向上）

人は検診の必要性、検診の内容をまず理解した上で
信頼・納得・習慣化しなければ受診行動を起こさな
い。
＜がん教育に期待＞欧米と違って、自分の身体は自分
で護る習慣の薄い日本ではあったが、2016年のがん
対策基本法改訂により、小・中・高等学校の学習指導
要領に「がん教育（がん検診を含む）」が明記された。
中学校は2021 年度、高等学校は2022 年度より専門的
外部講師の支援も得ながら実施されることになった。
今後受診勧奨をしなくても、自主的な検診受診が期待
されるが、がん好発年齢を考慮すれば効果発現までに
は10年以上が必要だ。
＜受診勧奨の重要性＞ナッジ理論を応用し、検診対象
者に合わせた個人的な受診勧奨が有効である。また友
達や親からの口コミと医師による個人的受診勧奨も有
効だ。出雲市では受診券ではなく事後償還方式のた
め、他疾患での外来受診時に検診ができることも受診
率が向上した一因である。子宮頸がんの説明、HPV
併用検診の説明（将来予測可能、受診間隔延長可能、
見逃しがない、日帰りが可能な前がん病変治療、治療
後に自然妊娠・自然分娩が可能、細胞診の残り材料で
検査可能、等）などの基本情報の伝達はメデイアや医
療者の役目である。島根県ではHPV併用検診導入時
には、地方新聞社の全面協力があった。
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1.6%の約18倍；日本対がん協会調べ）、CIN2／3は
10.8%であった。未受診者の前がん病変有病率がいか
に高いかを痛感した。また今まで一度も検診を受けて
いなかった若年女性の30%が自己採取HPV検査を受
け、HPV陽性者の73%が精検に相当する医師採取
HPV併用検診を受けたことは、自己採取HPV検査が
未受診者対策として非常に有用であるといえる。自己
採取HPV検査と医師採取HPV検査の陽性一致率は
83.5%、陰性一致率は85.2%であった。海外での一致
率は平均91.1%で、中でもPCR法で行った場合の一致
率は99%であった19）。

【11．円錐切除後の管理】
欧米ではCIN２に対して蒸散や円錐切除が行われて

いるが、日本のガイドラインではCIN３が円錐切除の
適応となっている。円錐切除後の妊娠率は非施行例と
差はないが、早産率の上昇が指摘されている。早産を
防止するには、コルポで異常病変部位を確認後、でき
るだけ浅く切除し、HPV検査でFollow-upすることが
大切である。円錐切除後のHPV陰性率は80%が６年間
持続し、CIN３の再発率は10%程度であった。円錐切
除後の再発リスクは円錐切除後３か月のHPV検査が
最も反映していると高橋ら20）は報告している。円錐切
除の３か月後のHPV検査陰性例のCIN３再発オッズ比
は0.102（3／215）であった。細胞診のそれは0.138、
切除断端病理診断は0.428であった20）。オーストラリ
ア、オランダ、デンマークは未受診者の検診に自己採
取HPV検査を採用している。

おわりに
しばらくはHPVワクチンによる子宮頸がん予防効

果が期待できないわが国であるが、細胞診・HPV検
査併用検診を実施すること、しかも若年の検診受診率
を75%以上にすれば、子宮頸がんをほぼ撲滅できるこ
とが分かった。若年検診受診率75%以上の維持と未受
診者対策としては、郵送式自己採取HPV検査法が最
も有効であることも分かった。今後、欧米豪のように
HPV併用検診が普及し、HPV9価ワクチンの接種率が
向上して、前がん病変の有病率が0.4%未満になれば、
HPV検査単独検診に移行も可能と思われる。将来的
には大腸がん検診のように、郵送式自己採取HPV検
診時代が来るかもしれない。
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日本臨床細胞学会近畿連合会研究論文

toRichTM法は重力による細胞沈下を原理としているた
め、泡沫細胞よりも大型の上皮性細胞や集塊が優先的
に塗抹される４）。我々が検討したところ、充実部と嚢
胞部が混在している結節のTBSを基準とした不適正率
は、通常塗抹標本では76.7%であったのに対し、通常
塗抹後の針を洗浄して作製されたLBC標本では41.2％
であった５）。また、穿刺の際に可能な限り充実部を狙
い、上皮性細胞の採取量自体を増やすことも重要であ
る。

図１　嚢胞形成乳頭癌。多数の泡沫細胞とともに、上皮性細
胞の小集塊が１つみられる。上皮性細胞の一部はホブネイル
状を示し、集塊内部には砂粒体が認められる。（パパニコロ
ウ染色・×40）

２）多数の好中球を伴う未分化癌
細胞診で多数の好中球がみられる甲状腺病変には、

急性化膿性甲状腺炎と未分化癌がある（表１）。急性
化膿性甲状腺炎は小児に好発し、下咽頭梨状窩瘻とい
う下咽頭から甲状腺に向かって走行する先天性の内瘻
からの細菌感染が主な原因である６）。細胞診では好中
球や細菌、食物残渣を背景に、扁平上皮細胞や線毛上
皮細胞がみられる。通常は化学的焼灼療法によって瘻
孔を塞ぐ治療を行う。

一方、未分化癌は上皮性細胞への分化を有する未分
化異型細胞が認められる甲状腺原発腫瘍で、高齢者に
好発する６）。細胞診では著明な核異型を伴う未分化癌
細胞と、腫瘍細胞がG-CSFを産生するために好中球が
観察される。予後は極めて不良であり、多くの症例が
１年以内に死亡する６）。発見時には切除不能であるこ
とが多く、可及的速やかに化学療法や分子標的治療を
行う必要があるため、高齢者の甲状腺細胞診で膿瘍状
の標本に遭遇した場合には、未分化癌細胞が隠れてい
ないか注意深く観察する（図２）。

表１　急性化膿性甲状腺炎と未分化癌の相違点
急性化膿性甲状腺炎 未分化癌

好発年齢 小児 高齢者
主な病因 下咽頭梨状窩瘻からの細菌感染 分化癌の未分化転化

細胞所見 食物残渣、好中球、
扁平上皮細胞、線毛上皮細胞

好中球、未分化癌細胞、
（高分化癌細胞）

治療 化学的焼灼療法 外科的切除、放射線外照射、
化学療法、分子標的治療

図２　未分化癌。多数の好中球とともに、孤立散在性細胞が
少数みられる（パパニコロウ染色・×10）。左右下図では、
孤立散在性細胞が著明な核形不整と核小体腫大を伴っている
ことがわかる。（パパニコロウ染色・×100）

３）小型円形細胞主体の髄様癌
髄様癌細胞は多彩な増殖パターンや細胞形を示すた

め、診断が難しい組織型である。小型円形細胞主体の
髄様癌はリンパ球と誤認されやすく（図３）、偽陰性
のリスクが高い７）。髄様癌細胞は弱い結合性を有し、
核の大小に関係なくごま塩状クロマチンを呈する。多
核腫瘍細胞やアミロイドがみられることもある。一
方、リンパ球は結合性がなく、クロマチンパターンは
小型リンパ球では粗大顆粒状、大型リンパ球では細顆
粒状を示す（表２）。髄様癌の可能性が少しでもあれ
ば、細胞診標本を用いたカルシトニン免疫染色や患者
の残血清を用いたカルシトニン値測定により、両者を
鑑別することは容易である８）。

表２　髄様癌とリンパ球の細胞学的鑑別点
髄様癌 リンパ球

結合性 あり（弱い） なし

クロマチンパターン 粗大顆粒状（ごま塩状） 小型：粗大顆粒状
大型：細顆粒状

多核細胞 あり（３核以上は特異的） なし
背景成分 アミロイド リンパ腫：Lymphoglandular bodies
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はじめに
甲状腺細胞診の診断精度は針生検とほぼ同等であ

り、甲状腺結節の術前診断法として広く普及してい
る。しかし診断する上でのピットフォールはいくつも
存在する。本稿では、特に注意を要する１）良性と誤
認しやすい悪性病変、２）臨床的に悪性が疑われる良
性病変、３）画像上甲状腺結節と誤認されやすい非甲
状腺結節の３点について解説する。

Ⅰ．良性と誤認しやすい悪性病変
１）嚢胞形成性乳頭癌

嚢胞化の頻度が高い甲状腺病変として、腺腫様結

節、乳頭癌、膨大細胞腫瘍が挙げられる。それぞれの
細胞学的特徴は、腺腫様結節では小型円形細胞が、乳
頭癌では砂粒体を有するボール状集塊、ホブネイル状
細胞、隔壁性細胞質内空胞が、膨大細胞腫瘍では二核
の好酸性細胞がみられることであり１）、上皮性細胞が
塗抹されていれば鑑別は容易である。しかし、泡沫細
胞のみ採取された場合には良悪を鑑別できないことか
ら、甲状腺ベセスダシステム（Thyroid Bethesda Sys-
tem; TBS）では「不適正」２）、甲状腺癌取り扱い規約
第８版では「嚢胞液」３）という区分に分類される。

上皮性細胞の塗抹量を増やすために有用なのは、液
状化検体細胞診（liquid-based cytology; LBC）標本を
作製することである。当院で使用しているBD Cy-
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toRichTM法は重力による細胞沈下を原理としているた
め、泡沫細胞よりも大型の上皮性細胞や集塊が優先的
に塗抹される４）。我々が検討したところ、充実部と嚢
胞部が混在している結節のTBSを基準とした不適正率
は、通常塗抹標本では76.7%であったのに対し、通常
塗抹後の針を洗浄して作製されたLBC標本では41.2％
であった５）。また、穿刺の際に可能な限り充実部を狙
い、上皮性細胞の採取量自体を増やすことも重要であ
る。

図１　嚢胞形成乳頭癌。多数の泡沫細胞とともに、上皮性細
胞の小集塊が１つみられる。上皮性細胞の一部はホブネイル
状を示し、集塊内部には砂粒体が認められる。（パパニコロ
ウ染色・×40）

２）多数の好中球を伴う未分化癌
細胞診で多数の好中球がみられる甲状腺病変には、

急性化膿性甲状腺炎と未分化癌がある（表１）。急性
化膿性甲状腺炎は小児に好発し、下咽頭梨状窩瘻とい
う下咽頭から甲状腺に向かって走行する先天性の内瘻
からの細菌感染が主な原因である６）。細胞診では好中
球や細菌、食物残渣を背景に、扁平上皮細胞や線毛上
皮細胞がみられる。通常は化学的焼灼療法によって瘻
孔を塞ぐ治療を行う。

一方、未分化癌は上皮性細胞への分化を有する未分
化異型細胞が認められる甲状腺原発腫瘍で、高齢者に
好発する６）。細胞診では著明な核異型を伴う未分化癌
細胞と、腫瘍細胞がG-CSFを産生するために好中球が
観察される。予後は極めて不良であり、多くの症例が
１年以内に死亡する６）。発見時には切除不能であるこ
とが多く、可及的速やかに化学療法や分子標的治療を
行う必要があるため、高齢者の甲状腺細胞診で膿瘍状
の標本に遭遇した場合には、未分化癌細胞が隠れてい
ないか注意深く観察する（図２）。

表１　急性化膿性甲状腺炎と未分化癌の相違点
急性化膿性甲状腺炎 未分化癌

好発年齢 小児 高齢者
主な病因 下咽頭梨状窩瘻からの細菌感染 分化癌の未分化転化

細胞所見 食物残渣、好中球、
扁平上皮細胞、線毛上皮細胞

好中球、未分化癌細胞、
（高分化癌細胞）

治療 化学的焼灼療法 外科的切除、放射線外照射、
化学療法、分子標的治療

図２　未分化癌。多数の好中球とともに、孤立散在性細胞が
少数みられる（パパニコロウ染色・×10）。左右下図では、
孤立散在性細胞が著明な核形不整と核小体腫大を伴っている
ことがわかる。（パパニコロウ染色・×100）

３）小型円形細胞主体の髄様癌
髄様癌細胞は多彩な増殖パターンや細胞形を示すた

め、診断が難しい組織型である。小型円形細胞主体の
髄様癌はリンパ球と誤認されやすく（図３）、偽陰性
のリスクが高い７）。髄様癌細胞は弱い結合性を有し、
核の大小に関係なくごま塩状クロマチンを呈する。多
核腫瘍細胞やアミロイドがみられることもある。一
方、リンパ球は結合性がなく、クロマチンパターンは
小型リンパ球では粗大顆粒状、大型リンパ球では細顆
粒状を示す（表２）。髄様癌の可能性が少しでもあれ
ば、細胞診標本を用いたカルシトニン免疫染色や患者
の残血清を用いたカルシトニン値測定により、両者を
鑑別することは容易である８）。

表２　髄様癌とリンパ球の細胞学的鑑別点
髄様癌 リンパ球

結合性 あり（弱い） なし

クロマチンパターン 粗大顆粒状（ごま塩状） 小型：粗大顆粒状
大型：細顆粒状

多核細胞 あり（３核以上は特異的） なし
背景成分 アミロイド リンパ腫：Lymphoglandular bodies
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嚢胞化の頻度が高い甲状腺病変として、腺腫様結

節、乳頭癌、膨大細胞腫瘍が挙げられる。それぞれの
細胞学的特徴は、腺腫様結節では小型円形細胞が、乳
頭癌では砂粒体を有するボール状集塊、ホブネイル状
細胞、隔壁性細胞質内空胞が、膨大細胞腫瘍では二核
の好酸性細胞がみられることであり１）、上皮性細胞が
塗抹されていれば鑑別は容易である。しかし、泡沫細
胞のみ採取された場合には良悪を鑑別できないことか
ら、甲状腺ベセスダシステム（Thyroid Bethesda Sys-
tem; TBS）では「不適正」２）、甲状腺癌取り扱い規約
第８版では「嚢胞液」３）という区分に分類される。

上皮性細胞の塗抹量を増やすために有用なのは、液
状化検体細胞診（liquid-based cytology; LBC）標本を
作製することである。当院で使用しているBD Cy-
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図５　亜急性甲状腺炎。右葉下極に、形状不整・境界不明瞭
粗雑・内部低エコーを示す結節様病変がみられ、乳頭癌が疑
われる（a）。類上皮細胞（b）や多核巨細胞（c）が観察され
る。（a：超音波Bモード、b＆c：パパニコロウ染色・×40）

Ⅲ．画像上甲状腺結節と誤認されやすい非甲状腺結節

１）副甲状腺腺腫
副甲状腺腺腫が甲状腺内に発生すると、画像上甲状

腺結節として認識され（図６a）、甲状腺穿刺吸引細胞
診の対象となる13）。副甲状腺腺腫の細胞像は低分化癌
や濾胞性腫瘍と類似しており、甲状腺結節と思い込ん
で観察すると診断は非常に難しい。細胞診標本上にコ
ロイドがみられず、辺縁が三角形に尖った楔状集塊（図
６b）とごま塩状クロマチン（図６c）が目立つ場合に
は、副甲状腺腺腫の可能性を考慮すべきである13）。確
定診断には塗抹後の穿刺針を生理食塩水で洗浄したも
のを検体としたPTH値測定や細胞診標本を用いた
GATA-３免疫染色が推奨される13）。

図６　副甲状腺腺腫。右葉背側に、形状整・境界明瞭・内部
低エコーを示す結節がみられる。結節と非結節部の境界の一
部には、線状高エコーがみとめられる（矢印）（a）。辺縁が
三角形に尖った楔状集塊（b）やごま塩状クロマチン（c）が
観察される。（a：超音波Bモード、b：パパニコロウ染色・
×10、c：パパニコロウ染色・×40）

２）神経鞘腫
神経鞘腫の好発部位は頭頸部であり、画像上甲状腺

結節やリンパ節として認識されることがある（図７
a）。したがって、甲状腺や頸部リンパ節の細胞診標本
を観察する際には、常に神経鞘腫の可能性を念頭に置
く必要がある。神経鞘腫の細胞診は採取細胞量が少な
いことが多く、腫瘍細胞を単なる結合組織として認識
すると、「検体不適正」に分類される可能性がある。
結合性が非常に強い線維状細胞の集塊がみられた際に
は、核の長軸が同一方向に向いているか、核にねじれ

（eel-like nuclei）がみられるか（図７b）をよく観察
することが大切である１）。
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図３　髄様癌。ごま塩状クロマチンを呈する小型円形細胞が
孤立散在性に出現している。多核腫瘍細胞やアミロイド（矢
印）も認められる。（パパニコロウ染色・×60）

４）MALTリンパ腫
MALTリンパ腫の細胞像はリンパ球優位の橋本病と

鑑別が非常に難しい。表３に両者の鑑別点を示すが、
筆者の経験上、１）好酸性細胞がほとんどみられない、
２）リンパ球の集簇が山脈状、３）主体を成すリンパ
球のクロマチンパターンが細顆粒状（図４a）の３項
目が特にMALTリンパ腫を疑う所見である。また、
LBC標本でみられるリンパ球の核が膨化し、クロマチ
ンが変性している所見（図４b）は、BD CytoRichTM

法で作製したLBC標本独自のリンパ腫を示唆するク
ルーである９）。

形態学的にリンパ腫が疑われたら、再度穿刺してフ
ローサイトメトリー検査を行うのが望ましい。甲状腺
リンパ腫のほとんどはB細胞性であることから、リン
パ腫細胞はκかλのどちらか一方の軽鎖を発現してい
る。したがって、両者の比に偏り（軽鎖制限）がみら
れれば、腫瘍性に増殖しているといえる10-11）。しかし、
フローサイトメトリー上軽鎖陽性細胞が少ないとκλ
比の信憑性が低くなるので、その場合にはB細胞とT
細胞の比に注目する。κとλの割合の合計が25％以
上ならばκ/λが0.5未満ないし３以上のときに、κと
λの割合の合計が25％未満ならばCD19/CD４比が２
以上のときにリンパ腫が疑われる12）（表４）。だだし、
これらの指標は甲状腺原発のB細胞性リンパ腫を想定
したものであり、リンパ節や他臓器原発のリンパ腫、
T細胞性リンパ腫には応用できない。

表３　MALTリンパ腫と橋本病の細胞学的鑑別点
MALTリンパ腫 橋本病

背景
　Lymphoglandular bodies あり なし
　好酸性細胞 なし～少数 多数
　コロイド なし あり
リンパ球
　集簇の出現様式 山脈状 円形
　大きさ 中型主体 小型主体（大型も混在）

　クロマチンパターン 細顆粒状
モノトーナス

小型：粗大顆粒状
大型：細顆粒状

　核小体 あり 小型：なし
大型：あり

　変性クロマチン（LBC） あり なし

図４　MALTリンパ腫。リンパ球は中型主体で、細顆粒状ク
ロマチンや明瞭な核小体を伴う。背景にはlymphoglandular 
bodies（矢印）がみられる（a）。LBC標本では核が膨化・変
形し、クロマチンが網状に変性したリンパ腫細胞がみられる

（b）。（a：直接塗抹・パパニコロウ染色・×60、b：LBC・
パパニコロウ染色・×60）

表４　甲状腺におけるフローサイトメトリー検査結果の解釈
κとλの割合の合計 指　標 疑われる病変

≥25% κ/λ <0.5もしくは≥３ リンパ腫
0.5～３ 橋本病

<25% CD19/CD４ ≥２ リンパ腫
<２ 橋本病

Ⅱ．臨床的に悪性が疑われる良性病変
１）亜急性甲状腺炎

亜急性甲状腺炎は超音波上、境界不明瞭な低エコー
域として描出され、しばしば悪性結節と判断される（図
５a）。鏡検前に超音波所見を知ることで先入観をもっ
てしまうと、些細な良性異型さえ乳頭癌を疑う所見と
して拾い上げ、不要な手術につながる恐れがある。特
に類上皮細胞（図５b）は、核腫大、核の溝、淡明核
といった乳頭癌細胞の特徴と重複する所見を有してい
るため、注意を要する。同一標本上にある多核巨細胞

（図５c）と見比べ、両者の核所見の類似性に気付くこ
とができれば、亜急性甲状腺炎を推測するのは容易で
ある。先入観の危険性を肝に銘じ、臨床所見を確認す
るのは、必ず細胞診標本をみた後にすべきである。
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図５　亜急性甲状腺炎。右葉下極に、形状不整・境界不明瞭
粗雑・内部低エコーを示す結節様病変がみられ、乳頭癌が疑
われる（a）。類上皮細胞（b）や多核巨細胞（c）が観察され
る。（a：超音波Bモード、b＆c：パパニコロウ染色・×40）

Ⅲ．画像上甲状腺結節と誤認されやすい非甲状腺結節

１）副甲状腺腺腫
副甲状腺腺腫が甲状腺内に発生すると、画像上甲状

腺結節として認識され（図６a）、甲状腺穿刺吸引細胞
診の対象となる13）。副甲状腺腺腫の細胞像は低分化癌
や濾胞性腫瘍と類似しており、甲状腺結節と思い込ん
で観察すると診断は非常に難しい。細胞診標本上にコ
ロイドがみられず、辺縁が三角形に尖った楔状集塊（図
６b）とごま塩状クロマチン（図６c）が目立つ場合に
は、副甲状腺腺腫の可能性を考慮すべきである13）。確
定診断には塗抹後の穿刺針を生理食塩水で洗浄したも
のを検体としたPTH値測定や細胞診標本を用いた
GATA-３免疫染色が推奨される13）。

図６　副甲状腺腺腫。右葉背側に、形状整・境界明瞭・内部
低エコーを示す結節がみられる。結節と非結節部の境界の一
部には、線状高エコーがみとめられる（矢印）（a）。辺縁が
三角形に尖った楔状集塊（b）やごま塩状クロマチン（c）が
観察される。（a：超音波Bモード、b：パパニコロウ染色・
×10、c：パパニコロウ染色・×40）

２）神経鞘腫
神経鞘腫の好発部位は頭頸部であり、画像上甲状腺

結節やリンパ節として認識されることがある（図７
a）。したがって、甲状腺や頸部リンパ節の細胞診標本
を観察する際には、常に神経鞘腫の可能性を念頭に置
く必要がある。神経鞘腫の細胞診は採取細胞量が少な
いことが多く、腫瘍細胞を単なる結合組織として認識
すると、「検体不適正」に分類される可能性がある。
結合性が非常に強い線維状細胞の集塊がみられた際に
は、核の長軸が同一方向に向いているか、核にねじれ

（eel-like nuclei）がみられるか（図７b）をよく観察
することが大切である１）。

D13349-75003968-鈴木.indd   4 2023/08/30   9:28:27

‐3‐

第31号　2023年12月

図３　髄様癌。ごま塩状クロマチンを呈する小型円形細胞が
孤立散在性に出現している。多核腫瘍細胞やアミロイド（矢
印）も認められる。（パパニコロウ染色・×60）

４）MALTリンパ腫
MALTリンパ腫の細胞像はリンパ球優位の橋本病と

鑑別が非常に難しい。表３に両者の鑑別点を示すが、
筆者の経験上、１）好酸性細胞がほとんどみられない、
２）リンパ球の集簇が山脈状、３）主体を成すリンパ
球のクロマチンパターンが細顆粒状（図４a）の３項
目が特にMALTリンパ腫を疑う所見である。また、
LBC標本でみられるリンパ球の核が膨化し、クロマチ
ンが変性している所見（図４b）は、BD CytoRichTM

法で作製したLBC標本独自のリンパ腫を示唆するク
ルーである９）。

形態学的にリンパ腫が疑われたら、再度穿刺してフ
ローサイトメトリー検査を行うのが望ましい。甲状腺
リンパ腫のほとんどはB細胞性であることから、リン
パ腫細胞はκかλのどちらか一方の軽鎖を発現してい
る。したがって、両者の比に偏り（軽鎖制限）がみら
れれば、腫瘍性に増殖しているといえる10-11）。しかし、
フローサイトメトリー上軽鎖陽性細胞が少ないとκλ
比の信憑性が低くなるので、その場合にはB細胞とT
細胞の比に注目する。κとλの割合の合計が25％以
上ならばκ/λが0.5未満ないし３以上のときに、κと
λの割合の合計が25％未満ならばCD19/CD４比が２
以上のときにリンパ腫が疑われる12）（表４）。だだし、
これらの指標は甲状腺原発のB細胞性リンパ腫を想定
したものであり、リンパ節や他臓器原発のリンパ腫、
T細胞性リンパ腫には応用できない。

表３　MALTリンパ腫と橋本病の細胞学的鑑別点
MALTリンパ腫 橋本病

背景
　Lymphoglandular bodies あり なし
　好酸性細胞 なし～少数 多数
　コロイド なし あり
リンパ球
　集簇の出現様式 山脈状 円形
　大きさ 中型主体 小型主体（大型も混在）

　クロマチンパターン 細顆粒状
モノトーナス

小型：粗大顆粒状
大型：細顆粒状

　核小体 あり 小型：なし
大型：あり

　変性クロマチン（LBC） あり なし

図４　MALTリンパ腫。リンパ球は中型主体で、細顆粒状ク
ロマチンや明瞭な核小体を伴う。背景にはlymphoglandular 
bodies（矢印）がみられる（a）。LBC標本では核が膨化・変
形し、クロマチンが網状に変性したリンパ腫細胞がみられる

（b）。（a：直接塗抹・パパニコロウ染色・×60、b：LBC・
パパニコロウ染色・×60）

表４　甲状腺におけるフローサイトメトリー検査結果の解釈
κとλの割合の合計 指　標 疑われる病変

≥25% κ/λ <0.5もしくは≥３ リンパ腫
0.5～３ 橋本病

<25% CD19/CD４ ≥２ リンパ腫
<２ 橋本病

Ⅱ．臨床的に悪性が疑われる良性病変
１）亜急性甲状腺炎

亜急性甲状腺炎は超音波上、境界不明瞭な低エコー
域として描出され、しばしば悪性結節と判断される（図
５a）。鏡検前に超音波所見を知ることで先入観をもっ
てしまうと、些細な良性異型さえ乳頭癌を疑う所見と
して拾い上げ、不要な手術につながる恐れがある。特
に類上皮細胞（図５b）は、核腫大、核の溝、淡明核
といった乳頭癌細胞の特徴と重複する所見を有してい
るため、注意を要する。同一標本上にある多核巨細胞

（図５c）と見比べ、両者の核所見の類似性に気付くこ
とができれば、亜急性甲状腺炎を推測するのは容易で
ある。先入観の危険性を肝に銘じ、臨床所見を確認す
るのは、必ず細胞診標本をみた後にすべきである。
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技術講座

【はじめに】
セルブロックは細胞形態観察はもとより，免疫組織

化学による組織型および原発巣推定などに重要な役割
を担い，細胞診において今や欠かすことの出来ない手
法である．令和２年度の診療報酬改定では,中皮腫を
疑う患者又は病理組織標本作製が実施困難な肺悪性腫
瘍を疑う患者に加えて，胃癌，大腸癌，卵巣癌若しく
は悪性リンパ腫を疑う患者に対しても保険適応疾患が
拡大され，その需要は増加傾向にある．さらにゲノム
解析では，核酸品質の保持や腫瘍含有率評価などが検
討課題となっており，日本病理学会や日本臨床細胞学
会においては取扱い指針が構築されている．

【各種セルブロック作製法（表１）】

従来のセルブロック作製法は，遠沈管などの各種容
器内にて細胞を回収し，パラフィンやコロジオンバッ
クなどを用いて細胞塊を取り出す方法や，アルギン酸
ナトリウム・塩化カルシウム，グルコマンナン，凝固
因子などと混和させて固化させる方法がある．いずれ
の方法も，細胞と固定液を直接的に接触混和させたの
ち，処理する容器から細胞塊を回収するために種々の
試薬にて凝固させるため，プレアナリシス段階は多岐
にわたり,細胞形態の保持や腫瘍含有率評価など精度
向上は必須の課題であった．一方で，クライオバイア
ル法や試験管法などは細胞沈渣塊を形成させた後，固
定液を重層する方法の２方法に大きく大別される．

【当院におけるセルブロック作製法】
セルブロックは細胞塗沫や組織標本における薄切切

片との形態学的類似性を持たせることが大前提であ
る．また安定したIHC法やFISH法，ゲノム解析の精
度保持，さらには腫瘍細胞含有率と細胞分布評価が簡
便に行える手法が望まれる．そこでわれわれは，遠心
分離細胞収集により細胞沈渣塊を形成させ，ホルマリ
ン固定パラフィン包埋（FFPE:formalin-fixed paraffin-
embedded）標本作製手順に準じた手法を用いた，ク
ライオバイアル法１），試験管（遠心管）法２-４）とサン
プルチップ法４）など，簡便で安定したセルブロック作
製法を構築してきた．

【各種容器を用いる試験管法（図１）】

ポリエチレン製試験管やパラフィン硬化栓を施した
サンプルチップを利用した手法である．.その作製法
のポイントは，Ⅰ．遠心分離による細胞回収，Ⅱ．
10％中性緩衝ホルマリンによる重層固定による細胞
塊の固化，Ⅲ．容器切断による垂直割断面観察の３点
である．その要点としては細胞塊を形成させた後の固
定液重層処理により，組織標本や塗沫標本の細胞形態
に近い形質で評価出来る点にあり，また遠心分離によ
る細胞の比重差を応用した沈渣層の垂直断面観察によ
り，腫瘍細胞分布評価５）が容易となり，さらに腫瘍含
有率評価にも応用される．

試験管法によるセルブロック作製法
公立昭和病院臨床検査科　濱川　真治
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図７　神経鞘腫。右葉下極に接して、形状やや不整・境界明
瞭平滑・内部低エコーを示す結節がみられ、腺腫様結節や副
甲状腺病変が疑われる（a）。核の長軸が同一方向に向いてい
て、核にねじれを伴う線維状細胞の集塊が認められる（b）。

（a：超音波Bモード、b：パパニコロウ染色・×20）

まとめ
甲状腺細胞診のピットフォールについて解説した。

いずれの場合においても、臨床所見や超音波所見によ
る先入観をもたずに鏡検すること、常に鑑別診断や逆
鑑別診断を考えながら診断すること、免疫細胞化学染
色や針洗浄液を用いた生化学検査、フローサイトメト
リー等の補助検査を適宜活用することが重要である。
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組織からみた甲状腺疾患診断アトラス．東京：医
学書院；2022
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【はじめに】
セルブロックは細胞形態観察はもとより，免疫組織

化学による組織型および原発巣推定などに重要な役割
を担い，細胞診において今や欠かすことの出来ない手
法である．令和２年度の診療報酬改定では,中皮腫を
疑う患者又は病理組織標本作製が実施困難な肺悪性腫
瘍を疑う患者に加えて，胃癌，大腸癌，卵巣癌若しく
は悪性リンパ腫を疑う患者に対しても保険適応疾患が
拡大され，その需要は増加傾向にある．さらにゲノム
解析では，核酸品質の保持や腫瘍含有率評価などが検
討課題となっており，日本病理学会や日本臨床細胞学
会においては取扱い指針が構築されている．

【各種セルブロック作製法（表１）】

従来のセルブロック作製法は，遠沈管などの各種容
器内にて細胞を回収し，パラフィンやコロジオンバッ
クなどを用いて細胞塊を取り出す方法や，アルギン酸
ナトリウム・塩化カルシウム，グルコマンナン，凝固
因子などと混和させて固化させる方法がある．いずれ
の方法も，細胞と固定液を直接的に接触混和させたの
ち，処理する容器から細胞塊を回収するために種々の
試薬にて凝固させるため，プレアナリシス段階は多岐
にわたり,細胞形態の保持や腫瘍含有率評価など精度
向上は必須の課題であった．一方で，クライオバイア
ル法や試験管法などは細胞沈渣塊を形成させた後，固
定液を重層する方法の２方法に大きく大別される．

【当院におけるセルブロック作製法】
セルブロックは細胞塗沫や組織標本における薄切切

片との形態学的類似性を持たせることが大前提であ
る．また安定したIHC法やFISH法，ゲノム解析の精
度保持，さらには腫瘍細胞含有率と細胞分布評価が簡
便に行える手法が望まれる．そこでわれわれは，遠心
分離細胞収集により細胞沈渣塊を形成させ，ホルマリ
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embedded）標本作製手順に準じた手法を用いた，ク
ライオバイアル法１），試験管（遠心管）法２-４）とサン
プルチップ法４）など，簡便で安定したセルブロック作
製法を構築してきた．

【各種容器を用いる試験管法（図１）】

ポリエチレン製試験管やパラフィン硬化栓を施した
サンプルチップを利用した手法である．.その作製法
のポイントは，Ⅰ．遠心分離による細胞回収，Ⅱ．
10％中性緩衝ホルマリンによる重層固定による細胞
塊の固化，Ⅲ．容器切断による垂直割断面観察の３点
である．その要点としては細胞塊を形成させた後の固
定液重層処理により，組織標本や塗沫標本の細胞形態
に近い形質で評価出来る点にあり，また遠心分離によ
る細胞の比重差を応用した沈渣層の垂直断面観察によ
り，腫瘍細胞分布評価５）が容易となり，さらに腫瘍含
有率評価にも応用される．
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図７　神経鞘腫。右葉下極に接して、形状やや不整・境界明
瞭平滑・内部低エコーを示す結節がみられ、腺腫様結節や副
甲状腺病変が疑われる（a）。核の長軸が同一方向に向いてい
て、核にねじれを伴う線維状細胞の集塊が認められる（b）。

（a：超音波Bモード、b：パパニコロウ染色・×20）

まとめ
甲状腺細胞診のピットフォールについて解説した。

いずれの場合においても、臨床所見や超音波所見によ
る先入観をもたずに鏡検すること、常に鑑別診断や逆
鑑別診断を考えながら診断すること、免疫細胞化学染
色や針洗浄液を用いた生化学検査、フローサイトメト
リー等の補助検査を適宜活用することが重要である。
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【結語】
試験管法は遠沈管法の改良法であり，FFPEに用い

る試薬や熱に耐性で，かつ容易に切断可能なポリエチ
レン容器を用いることにより，遠心分離によって回収
された細胞塊状態で固定を施し，垂直割断面による細
胞観察を行う方法である．塗沫標本や組織標本に類似
する細胞像が得られ，またタンパク抗原や核酸品質も
組織標本とほぼ同様の取扱いと活用が可能であり，細
胞沈渣層内の細胞分布を容易に確認出来るため腫瘍細
胞含有率評価にも有用である．加えて残存する細胞沈
渣を全て回収することにより，塗沫標本作製時のサン
プリングエラーの発見や塗沫標本鏡検時の見落とし防
止対策などに対して，細胞診断精度の向上にも役立つ
ものである．本法は体腔液細胞材料などを用いるセル
ブロック作製において，標準的な方法のひとつになり
得ると考える．

【参考文献】
１）濱川真治，柏崎好美，櫻井　勉，小坂美絵，近藤

洋一，倉品賢治・ほか．クライオバイアルを用い
た簡易セルブロック作製法．病理技術　2006；
69：p.18-19．

２）濱川真治，清水誠一郎．体腔液細胞診材料を用い
たセルブロック法による免疫細胞化学染色．
Medical Technology 2009；37：p.1201－1208

３）濱川真治．体腔液細胞診塗抹標本・セルブロック
作製におけるピットホール．検査と技術　2016；
44：p.426-429．

４）濱川真治，櫻井勉，近藤洋一，倉品賢治，若林良，
小坂美絵・ほか．細胞診セルブロック標本の免疫
組織細胞化学．病理技術 2014；77：p.30-32．

５）濱川真治，近藤洋一，倉品賢治，小坂美絵，若林
良・ほか．試験管法を用いたセルブロックにおけ
る垂直断面（VSS）観察と水平断面（HCS）の腫
瘍細胞分布と細胞量．日本臨床細胞学会誌　
2022；61（５）：p.314-320

別紙
図１　各種試験管
図２　試験管（垂直割断）法の作製手順
図３　垂直割断標本による細胞分布評価
　　　a:ヘマトキシリン・エオシン（HE）染色　b: 

Papanicolaou（Pap）染色沈渣上層部には小型細
胞や空胞状細胞，沈渣中層から下層部に大型の細
胞や細胞集塊が認められる．

図４　連続近接切片 による同一細胞集塊評価
　　　a:ヘマトキシリン・エオシン（HE）染色
　　　b:Papanicolaou（Pap）染色
　　　c:TTF１
　　　連続する近接切片作製により，HE染色やpap染

色と免疫組織化学的検索の対比が可能となる．
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【試験管法によるセルブロック作製手順（図２）】

体腔液材料などは，可能な限り多くの材料を提出し
てもらい，速やかな検体処理を心がける．やむを得ず
保管する場合は冷蔵保存（４℃）を推奨するが，時間
経過と共に細胞の変性やゲノム解析にも影響を及ぼす
ため，可及的速やかに検体処理を行うことが肝要であ
る．

①塗沫標本作製後に残存する細胞（細胞量300μl程
度）を，切断可能なポリエチレン製試験管（アジア器
材　PE15mlスクリュースピッツ，図１）などに回収
し，遠心分離（3000rpm, ３min）にて試験管底に細
胞沈渣層塊を形成（細胞沈渣層塊厚は３mm以内）さ
せる注１），注２）．

②細胞沈渣を舞い上げない様に10％中性緩衝ホル
マリン固定液10ml程度を管壁よりゆっくり注ぎ24～
48時間程度静置固定．

③固定完了後，固定液を排出し，沈渣上部にて試験
管容器を切断．さらに試験管に容れた状態の細胞塊沈
渣を垂直方向に切断し，切断された試験管に細胞塊を
容れた状態で包埋カセットに入れる注３）．

④エタノールによる脱水，中間剤を経てパラフィン
を浸透させ，切断された試験管を取り外した後の細胞
塊を，垂直割断面を薄切面として密着包埋する．

⑤作製したパラフィンブロックは，十分な細胞量が
得られた場合，半永久的保管と連続切片作製により，
IHC法やFISH法，NGSなどによる遺伝子解析の追加
検索が可能となる注４）．

注１）：細胞沈渣が多量（細胞沈渣層厚３mmを超
える）場合は，複数の試験管に細胞沈渣を分配し，沈
渣量過多による固定不良を避ける．

注２）：赤血球を多く含む検体は，２重遠心法によ
りいわゆるバフィーコート部を回収する．溶血剤処理
は有核細胞回収に有効であるが，免疫組織化学的検索
に影響を及ぼすことがあるため注意が必要である．

注３）：包埋カセットはフタをした状態でメッシュ
の袋に入れ，他検体へのコンタミネーション防止策を
講じる．

注４）：溶血剤処理や固定の過不足などのプレアナ
リシス段階や，パラフィンブロックの長期保存（３年
以上）は遺伝子解析結果に影響を及ぼすことがある．

【試験管法の実際】
胸水体腔液材料を用いた肺癌症例を提示する．細胞

沈渣層の比重差による細胞分布（図３）や細胞形態（図
４a、４b）の評価が可能となる．細胞沈渣塊は横幅３
～６㎜，沈渣層厚は２～３㎜程度の円錐形を呈し，沈
渣上層部には小型リンパ球や組織球，空胞状細胞（集
塊），沈渣中層から下層部に大型の腫瘍細胞や細胞集
塊が認められる．最下層部にはリンパ球や赤血球が集
簇する傾向がある．HE染色はFFPEによる組織診と同
一染色条件下にて，Pap染色には４μm程度のやや厚
めの薄切切片を用いて通常塗沫標本に用いる染色液の
浸漬時間を３倍程度に延長すると比較的良好な染色性
が得られる．また近接切片を用いることにより組織診
断に用いるFFPEと同様の処理条件下で，細胞形態に
対応するIHC法（図４c）が実施可能となり，さらに
腫瘍含有率評価後には必要に応じてゲノム解析への応
用も可能となる．
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【試験管法によるセルブロック作製手順（図２）】
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注３）：包埋カセットはフタをした状態でメッシュ
の袋に入れ，他検体へのコンタミネーション防止策を
講じる．

注４）：溶血剤処理や固定の過不足などのプレアナ
リシス段階や，パラフィンブロックの長期保存（３年
以上）は遺伝子解析結果に影響を及ぼすことがある．

【試験管法の実際】
胸水体腔液材料を用いた肺癌症例を提示する．細胞

沈渣層の比重差による細胞分布（図３）や細胞形態（図
４a、４b）の評価が可能となる．細胞沈渣塊は横幅３
～６㎜，沈渣層厚は２～３㎜程度の円錐形を呈し，沈
渣上層部には小型リンパ球や組織球，空胞状細胞（集
塊），沈渣中層から下層部に大型の腫瘍細胞や細胞集
塊が認められる．最下層部にはリンパ球や赤血球が集
簇する傾向がある．HE染色はFFPEによる組織診と同
一染色条件下にて，Pap染色には４μm程度のやや厚
めの薄切切片を用いて通常塗沫標本に用いる染色液の
浸漬時間を３倍程度に延長すると比較的良好な染色性
が得られる．また近接切片を用いることにより組織診
断に用いるFFPEと同様の処理条件下で，細胞形態に
対応するIHC法（図４c）が実施可能となり，さらに
腫瘍含有率評価後には必要に応じてゲノム解析への応
用も可能となる．
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日本臨床細胞学会近畿連合会臨時理事会議事録 

 

日 時：令和5年2月22日（水） 16:00～17:00 

Zoomミーティング 

 

出席（以下敬称略） 

井上 健、竹中 明美、植田 政嗣、若狭 朋子、小笠原 利忠、羽賀 博典、 髙橋 健太郎、矢羽田 一信、 

田路  英作、布引 治 

 

欠席 

森井 英一、村田  晋一    

 

議    題 

 

１，会則改定について 

日本臨床細胞学会の地域連携に関する施行細則との整合性などの観点から、会則改定案が提出されたが数ヶ所修正後、概ね

改定案について承認された（別添資料）。今後は12月の学術集会にあわせて開催される役員会、ならびに総会にて報告する

予定。 

 

２，学術集会時の援助金について 

第47回役員会、総会にて承認された学会案内、プログラムの電子化により、今後印刷費及び郵送料は低くなる見込み。これ

らによる余剰金を学術集会援助金の追加としてあてる提案が承認された。12月10日開催第48回学術集会へ90万円援助予

定。 

 

 

 以上 

 

 

第47回日本臨床細胞学会近畿連合会役員会会議議事録 

 

日 時：令和4年12月11日（日） 12:00～12:30 
場 所：京都大学百周年記念館 会議室Ⅲ (２F) 
出席者：井上 健、村田  晋一、竹中 明美、南口 早智子、森井 英一、植田 政嗣、若狭 朋子、羽賀 博典、 

田路  英作、布引 治、吉村 英雄、桜井  孝規、河原 邦光、山田 隆司、東田 太郎、岸本 光夫、小島 史好、 
馬場  正道、矢野 恵子、三村 明弘、内山 勲、小川 隆文、真田 浩一、鳥居 良貴、白波瀬 浩幸、江口 光徳、 

西浦 宏和、稲垣 充也、岩井 宗男（敬称略、順不同） 

 

学術集会長 ご挨拶 南口 早智子先生  
 

                        報 告 事 項 
1,会計報告（布引理事） 
・2021年度会計報告、2022年度予算案が承認された。 

    議    題 
１，学術集会ローテーションの確認（井上会長） 

第48回2023大阪→第49回2024滋賀→第50回2025兵庫→第51回2026和歌山→第52回2027奈良→第53回2028京都 

 

２，事務局の移転について（井上会長） 

付 則 

旧 1.本会の事務局は当分の間、公益財団法人 大阪府保健医療財団 大阪がん循環器病予防センター 検査科内に置く｡ 

↓ 

新 1.本会の事務局は当分の間、大阪市立総合医療センター病理診断科・病理部内に置く｡ 

 

３，学会案内、プログラムの電子化について（布引理事） 

来年度から学会案内はがき、プログラムの電子化（PDF）を進める。メール通知、ダウンロード方式に変更する。 

 

４，会則改定案（布引理事） 

・会員数増加に伴い評議員数を各府県医師、技師枠それぞれ1名追加する。令和5年4月より。 

旧：  4.評議員数は､医師､技師､ともに同数とし､当分の間次の如く決める｡滋賀県1名､京都府2名､大阪府4名､兵庫県3名､

奈良県1名､和歌山県1名｡ 

↓ 

新：  4.評議員数は､医師､技師､ともに同数とし､当分の間次の如く決める｡滋賀県2名､京都府3名､大阪府5名､兵庫県4名､

奈良県2名､和歌山県2名｡ 

・公益社団法人日本臨床細胞学会 地域連携に関する施行細則と近畿連合会会則との整合性を図るため改訂案を理事会で検

討する。 

 

５，会誌（三村編集委員長） 

これまで依頼原稿が主だったが第30号では一般投稿から原著論文を採択した。今後もFirst tryを受け付けていきたい。 

 

６，来年度学術集会 

開催予定日・会場：2023年12月10日（日）大阪市中央公会堂（河原先生） 

 

７，第65回日本臨床細胞学会春期大会（森井理事） 

2024年6月7～9日第65回日本臨床細胞学会春期大会を大阪にて開催決定。近畿会員のご協力をお願いいたします。 

 

 以上 
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－大阪府臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：： 807 名（2023 年 3 月 31 日現在） 

（専門医会員 203 名、検査士会員 581 名、医師会員 19 名、 技師会員 4名） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒534-0021 大阪市都島区都島本通 2-13-22 

大阪市立総合医療センター 病理部・病理診断科内 

TEL：06-6929-1221(代表) 

E-Mail：osaka.saibou@med.osakacity-hp.or.jp 

URL：https://www.osaka-cytology.com/  

 

３３，，役役  員員：：（任期 3 年）  

会 長：井上  健  （大阪市立総合医療センター 病理部・病理診断科） 

副会長：内山  勲  （大阪市立十三市民病院 中央臨床検査部） 

理 事（幹 事）： 

市村 友季  （大阪公立大学大学院医学研究科 婦人科） 

植田 政嗣  （畿央大学 健康科学部）   

大澤 政彦  （大阪公立大学大学院医学研究科 診断病理・病理病態学） 

河原 邦光  （大阪はびきの医療センター 病理診断科 ）  

川村 直樹  （大阪市立総合医療センター 婦人科） 

桜井 孝規  （関西電力病院 病理診断科）   

蔦  幸治  （関西医科大学 病態検査学）   

中塚 伸一  （堺市立総合医療センター 病理診断科）  

藤田 茂樹  （住友病院 病理診断科） 

本間 圭一郎 （大阪国際がんセンター 病理・細胞診断科）  

森井 英一  （大阪大学大学院医学研究科 病態病理学） 

安岡 弘直  （大阪警察病院 病理診断科）  

山田 隆司  （大阪医科大学 病理学） 

青木 弘   （大阪警察病院 病理科） 

芦村 純一  （大阪ブレストクリニック 病理部） 

岡本 秀雄  （住友病院 病理検査技術科） 

小椋 聖子  （大阪府済生会野江病院 病理診断科） 

棚田 諭   （大阪国際がんセンター 臨床検査科） 

田路 英作  （森之宮医療大学 臨床検査学科） 

三村 明弘  （大阪労災病院 臨床病理科） 

矢野 恵子  （関西医療大学 保健医療学部 臨床検査学科） 
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矢羽田 一信 （畿央大学 臨床細胞学研修センター） 

横田 裕香  （大阪市立総合医療センター 病理部）    （五十音順） 

監 事：山本 嘉一郎 （生駒市立病院 産婦人科） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

（１） 第 47 回大阪府臨床細胞学会学術集会 

日 時：令和 4 年 2 月 5 日（土） 13：30～18：00 

場 所：ハイブリッド開催（大阪市立十三市民病院 9F すかいルーム+WEB 開催） 

参加者数： 300 名 

プログラム： 

開会の辞  学術集会会長 田路英作 

総  会 会 長     井上 健 

【一般演題Ⅰ】  座長：三村 明弘（大阪労災病院） 

1） 腹腔洗浄液で腫瘍細胞を認めたメラニン顆粒に乏しい卵巣原発悪性黒色腫の

一例 

地方独立行政法人大阪市民病院機構 大阪市立総合医療センター 病理部 1), 

同 中央臨床検査部 2）,同 病理診断科 3) 

地方独立行政法人大阪市民病院機構 十三市民病院 病理診断科 4) 

畑中麻友子 1)、大瀬香菜 1)、木村美穂 1)、山畑 翔 1)、津田義格 1)、世古裕里 1) 

横田裕香 2)、石井真美 3)、福島裕子 3)4)、井上  健 1)3) 

2） 胸腔洗浄液に出現した明細胞肉腫の一例 

大阪大学医学部附属病院 病理部 1) 

大阪大学大学院医学系研究科 病態病理学講座 2) 

藤埜友稀奈 1)、長友忠相 1)、西野 勝 1)、川嶋真由美 1)、大原真由美 1)、 

清水  雅 1)、浅井香穂 1)、森井英一 1)2) 

3） 胸水中に出現した原発性滲出性リンパ腫様リンパ腫の一例 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪はびきの医療センター 病理診断科 1) 

神戸大学大学院医学研究科 地域連携病理学 2) 

飯田健斗 1)、大西雅子 1)、梶尾健太 1)、岩﨑真衣 1)、河原邦光 1)2)、森 秀夫 1) 

上田佳世 1) 

【特別講演Ⅰ】  座長：井上  健（大阪市立総合医療センター） 

「多様性という視点からみた腫瘍動態」 

大阪大学大学院医学系研究科 病態病理学・病理診断科  森井 英一 

【一般演題Ⅱ】  座長：棚田 諭（大阪国際がんセンター） 

4） 胆汁中に肝吸虫卵を認めた一例 

関西医科大学 総合医療センター 病理部 

籠 希望、田口香利、松永志保、市場涼介、出田幹浩、植村芳子、酒井康裕 

5） 唾液腺細胞診の腺房細胞癌と分泌癌の比較検討 

大阪労災病院 中央検査部 1), 病理診断科 2)  

山崎一成 1)、三村明弘 1)、岡部美由紀 1)、浦芝 敬 1)、谷口一磨 1)、朴 鐘建 2)  

後藤孝吉 2)  

【特別講演Ⅱ】  座長：田路 英作（森ノ宮医療大学） 

「子宮頸がん撲滅に向けた検診戦略とは？」 

国立がん研究センターがん対策研究所 検診研究部  中山 富雄 

【要望講演】  座長：安岡 弘直（大阪警察病院） 

1）EUS-FNAを契機に発見されたリンパ脈管筋腫症の1例 

大阪府立病院機構 大阪国際がんセンター 臨床検査科 病理・細胞診 1),  

同 病理・細胞診断科 2)  

神月 梓 1)、森本優生 1)、津﨑沙世子 1)、龍あゆみ 1)、棚田 諭 1)、久保千明 2)本

間圭一郎 2) 

2） 乳腺多形腺腫の１例 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪急性期・総合医療センター 病理科 

倉澤佳奈、藤中浩樹、岩瀬大輔、立石愛美、片平くるみ、西尾祥邦、 

佐々木志保、島津宏樹、松岡圭子、伏見博彰 

【大阪府細胞検査士会活動報告】  座長：内山 勲（大阪市立十三市民病院） 

－自己採点方式スライドカンファレンス 低正解率の傾向－ 

大阪府細胞検査士会 

城戸貴之、棚田  諭、岡本秀雄、内山  勲 

閉会の辞 次期学術集会会長  安岡 弘直 

【特別企画】  座長：井上  健（大阪市立総合医療センター） 

各種スキャナに対応したWSI表示可能なwebサイトの仕組み 

～兵庫県臨床細胞学会・兵庫県細胞検査士会 合同研修会での新しい試み～ 

兵庫県立淡路医療センター検査部1),兵庫県細胞検査士会2),兵庫県臨床細胞

学会3） 

新田篤史1)、鳥居良貴2)、小笠原利忠3)  

 

－大阪府細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：：  580 名（2023 年 3 月 31 日現在） 
２２，，事事務務局局：：  

〒532-0034 大阪市淀川区野中北 2 丁目 12 番 27 号 

大阪市立十三市民病院 中央臨床検査部 
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矢羽田 一信 （畿央大学 臨床細胞学研修センター） 

横田 裕香  （大阪市立総合医療センター 病理部）    （五十音順） 

監 事：山本 嘉一郎 （生駒市立病院 産婦人科） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

（１） 第 47 回大阪府臨床細胞学会学術集会 

日 時：令和 4 年 2 月 5 日（土） 13：30～18：00 

場 所：ハイブリッド開催（大阪市立十三市民病院 9F すかいルーム+WEB 開催） 

参加者数： 300 名 

プログラム： 

開会の辞  学術集会会長 田路英作 

総  会 会 長     井上 健 
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同 中央臨床検査部 2）,同 病理診断科 3) 

地方独立行政法人大阪市民病院機構 十三市民病院 病理診断科 4) 

畑中麻友子 1)、大瀬香菜 1)、木村美穂 1)、山畑 翔 1)、津田義格 1)、世古裕里 1) 

横田裕香 2)、石井真美 3)、福島裕子 3)4)、井上  健 1)3) 

2） 胸腔洗浄液に出現した明細胞肉腫の一例 

大阪大学医学部附属病院 病理部 1) 

大阪大学大学院医学系研究科 病態病理学講座 2) 

藤埜友稀奈 1)、長友忠相 1)、西野 勝 1)、川嶋真由美 1)、大原真由美 1)、 

清水  雅 1)、浅井香穂 1)、森井英一 1)2) 

3） 胸水中に出現した原発性滲出性リンパ腫様リンパ腫の一例 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪はびきの医療センター 病理診断科 1) 
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飯田健斗 1)、大西雅子 1)、梶尾健太 1)、岩﨑真衣 1)、河原邦光 1)2)、森 秀夫 1) 

上田佳世 1) 

【特別講演Ⅰ】  座長：井上  健（大阪市立総合医療センター） 

「多様性という視点からみた腫瘍動態」 

大阪大学大学院医学系研究科 病態病理学・病理診断科  森井 英一 

【一般演題Ⅱ】  座長：棚田 諭（大阪国際がんセンター） 

4） 胆汁中に肝吸虫卵を認めた一例 

関西医科大学 総合医療センター 病理部 

籠 希望、田口香利、松永志保、市場涼介、出田幹浩、植村芳子、酒井康裕 

5） 唾液腺細胞診の腺房細胞癌と分泌癌の比較検討 

大阪労災病院 中央検査部 1), 病理診断科 2)  

山崎一成 1)、三村明弘 1)、岡部美由紀 1)、浦芝 敬 1)、谷口一磨 1)、朴 鐘建 2)  

後藤孝吉 2)  

【特別講演Ⅱ】  座長：田路 英作（森ノ宮医療大学） 

「子宮頸がん撲滅に向けた検診戦略とは？」 

国立がん研究センターがん対策研究所 検診研究部  中山 富雄 

【要望講演】  座長：安岡 弘直（大阪警察病院） 

1）EUS-FNAを契機に発見されたリンパ脈管筋腫症の1例 

大阪府立病院機構 大阪国際がんセンター 臨床検査科 病理・細胞診 1),  

同 病理・細胞診断科 2)  

神月 梓 1)、森本優生 1)、津﨑沙世子 1)、龍あゆみ 1)、棚田 諭 1)、久保千明 2)本

間圭一郎 2) 

2） 乳腺多形腺腫の１例 

地方独立行政法人大阪府立病院機構 大阪急性期・総合医療センター 病理科 

倉澤佳奈、藤中浩樹、岩瀬大輔、立石愛美、片平くるみ、西尾祥邦、 

佐々木志保、島津宏樹、松岡圭子、伏見博彰 

【大阪府細胞検査士会活動報告】  座長：内山 勲（大阪市立十三市民病院） 

－自己採点方式スライドカンファレンス 低正解率の傾向－ 

大阪府細胞検査士会 

城戸貴之、棚田  諭、岡本秀雄、内山  勲 

閉会の辞 次期学術集会会長  安岡 弘直 

【特別企画】  座長：井上  健（大阪市立総合医療センター） 

各種スキャナに対応したWSI表示可能なwebサイトの仕組み 

～兵庫県臨床細胞学会・兵庫県細胞検査士会 合同研修会での新しい試み～ 

兵庫県立淡路医療センター検査部1),兵庫県細胞検査士会2),兵庫県臨床細胞

学会3） 

新田篤史1)、鳥居良貴2)、小笠原利忠3)  

 

－大阪府細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：：  580 名（2023 年 3 月 31 日現在） 
２２，，事事務務局局：：  

〒532-0034 大阪市淀川区野中北 2 丁目 12 番 27 号 

大阪市立十三市民病院 中央臨床検査部 
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TEL: 06-6150-8625（直通） 

FAX: 06-6150-8680 

URL: https://www.osaka-cytology.com/cont8/main.html 

３３，，役役  員員：：（任期 2 年）  
会 長     内山  勲  （大阪市立十三市民病院） 

副会長     岡本 秀雄  （住友病院） 

     棚田  諭  （大阪国際がんセンター） 

 （事務部） 

  庶務   青木  弘  （大阪警察病院） 

大瀬 香菜  （大阪市立総合医療センター） 

羽鳥 暢晃  （阪大微生物病研究会） 

松永 志保  （関西医科大学総合医療センター） 

和田 恭典   （大阪赤十字病院） 

  広報      深田 知也  （淀川キリスト教病院） 

川端 拓司  （大阪公立大学医学部附属病院） 

長友  萌  （大阪刀根山医療センター） 

  会 計     梶尾 麻衣  （大阪市立十三市民病院） 

 （事業部） 

  学 術     長友 忠相  （大阪大学医学部附属病院） 

岡  大地  （大阪母子医療センター） 

梶尾 健太  （大阪はびきの医療センター） 

倉澤 佳奈  （大阪急性期・総合医療センター） 

山東 香織  （関西医科大学附属病院） 

田口 雅子  （神戸医療セセンター） 

三村 明弘  （大阪労災病院） 

精度保証    瀬戸家 要  （第二大阪警察病院）  

伊藤 寛子  （関西医科大学附属病院） 

岡野 公明  （関西医科大学附属病院） 

城戸 貴之  （大阪府済生会野江病院） 

富宇加 麻里 （大阪医科薬科大学病院） 

横田 裕香  （大阪市立総合医療センター） 

 

監 事     菅原 敦子  （大阪府医師会保健医療センター） 

田路 英作  （森ノ宮医療大学） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

（１）2022 年度総会・第 44 回学術研修会  
日時：2022 年 2 月 27 日（日）13：00～16：45 
場所：Webex による WEB 開催 
参加者数：196 名 
【プログラム】 
Ⅰ．総会 
Ⅱ．第 44 回学術研修会 
１）特別講演『子宮内膜細胞診の基本とピットホール』 関西電力病院 桜井孝規 
２）第 17 回自己採点方式スライドカンファレンス問題提示・解答 

      大阪府済生会野江病院 城戸貴之 
      第二大阪警察病院 瀬戸家要 

３）要望講演『EUS-FNA の臨床とトピックス』  
大阪市立総合医療センター 根引浩子 

４）教育講演『尿中に出現するネフロン由来細胞 
  －尿細胞診の新たな可能性と誤判定の回避について－』 

神戸大学大学院保健学研究科 大﨑博之 
 
（２）第 45 回学術研修会  

日時：2022 年７月３日（日）13：00～16：45 
場所：Webex による WEB 開催 
参加者数 155 名 
【プログラム】 
１） 特別講演『ISO15189 における病理分野の精度管理について』 

神戸大学付属病院 塚本龍子 
２） 第 16・17 回スライドカンファレンス解析結果追加報告 

      大阪府済生会野江病院 城戸貴之 
３） 要望講演『中皮腫細胞診のすすめ方』 公立昭和病院  濱川真治 
４） 教育講演『構造所見からみる肺腺癌と扁平上皮癌の鑑別』 

国立がん研究センター中央病院 澁木康雄 
 
（３）臨時総会・第 46 回学術研修会  

日時：2023 年２月 19 日（日）13：00～17：35 
場所：ハイブリッド開催（大阪市立十三市民病院９F すかいルーム+WEB 開催） 
参加者数：139 名 
【プログラム】 
Ⅰ．臨時総会 
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TEL: 06-6150-8625（直通） 

FAX: 06-6150-8680 

URL: https://www.osaka-cytology.com/cont8/main.html 

３３，，役役  員員：：（任期 2 年）  
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副会長     岡本 秀雄  （住友病院） 

     棚田  諭  （大阪国際がんセンター） 

 （事務部） 

  庶務   青木  弘  （大阪警察病院） 

大瀬 香菜  （大阪市立総合医療センター） 

羽鳥 暢晃  （阪大微生物病研究会） 

松永 志保  （関西医科大学総合医療センター） 
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倉澤 佳奈  （大阪急性期・総合医療センター） 
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横田 裕香  （大阪市立総合医療センター） 

 

監 事     菅原 敦子  （大阪府医師会保健医療センター） 

田路 英作  （森ノ宮医療大学） 
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３）要望講演『EUS-FNA の臨床とトピックス』  
大阪市立総合医療センター 根引浩子 

４）教育講演『尿中に出現するネフロン由来細胞 
  －尿細胞診の新たな可能性と誤判定の回避について－』 

神戸大学大学院保健学研究科 大﨑博之 
 
（２）第 45 回学術研修会  

日時：2022 年７月３日（日）13：00～16：45 
場所：Webex による WEB 開催 
参加者数 155 名 
【プログラム】 
１） 特別講演『ISO15189 における病理分野の精度管理について』 

神戸大学付属病院 塚本龍子 
２） 第 16・17 回スライドカンファレンス解析結果追加報告 

      大阪府済生会野江病院 城戸貴之 
３） 要望講演『中皮腫細胞診のすすめ方』 公立昭和病院  濱川真治 
４） 教育講演『構造所見からみる肺腺癌と扁平上皮癌の鑑別』 

国立がん研究センター中央病院 澁木康雄 
 
（３）臨時総会・第 46 回学術研修会  

日時：2023 年２月 19 日（日）13：00～17：35 
場所：ハイブリッド開催（大阪市立十三市民病院９F すかいルーム+WEB 開催） 
参加者数：139 名 
【プログラム】 
Ⅰ．臨時総会 
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Ⅱ．第 46 回学術研修会 
１） 特別講演『唾液腺細胞診－ミラノシステムを踏まえて－』 

     沖縄協同病院    樋口佳代子 
２） 第 18 回自己採点方式スライドカンファレンス問題提示 

第二大阪警察病院 瀬戸家要 
大阪医科薬科大学病院 富宇加麻里 

３） 要望講演『病理から診るリンパ腫 ～これからの細胞検査士に求められるスキル～』 
岡山大学学術研究院保健学域分子血液病理学 佐藤康晴 

４） 第 18 回自己採点方式スライドカンファレンス集計・解答・解説 
第二大阪警察病院 瀬戸家要 
大阪医科薬科大学病院 富宇加麻里 

５） 教育講演『子宮頸部腺系病変 稀な組織型とその鑑別点』 
 近畿大学奈良病院 若狭朋子 

 
 

－京都臨臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：： 293 名（2022 年 12 月 31 日現在） 

（専門医会員 68 名、検査士会員 220 名、医師会員 4 名、 技師会員 1 名） 

２２，，事事務務局局：：京都大学医学部附属病院病理診断科  

〒606-8507 京都市左京区聖護院川原町 54 

    TEL 075-751-3491 (dial-in)   

   E-mail : jscc.kyoto@gmail.com 

   URL : https://jscc-kyoto.jp 

３３，，役役  員員：：（2020 年～2022 年） 

会 長：羽賀 博典 （京都大学医学部附属病院 病理診断科・病理部） 
幹 事：明石 京子 （京都府立医科大学 産婦人科学教室） 

伊東 恭子 （京都府立医科大学 分子病態病理学） 
江口 光徳 （宇治徳洲会病院） 
大上 哲也 （関西電力病院） 
桂 奏   （京都第二赤十字病院） 
加藤 順子 （日本セルネット） 
河田 尚子 （舞鶴共済病院） 
矢野 由佳 （京都民医連中央病院） 
岸本 光夫 （京都府立医科大学附属病院 病院病理部） 
後藤 渉子 （明治国際医療大学） 
桜井 孝規 （関西電力病院） 
宍戸由紀子 （京都府立医科大学 分子病態病理学） 
渋谷 信介 （京都桂病院） 
白波瀬浩幸 （京都大学医学部附属病院 病理部） 
竹腰 友博 （京都市立病院） 
中川有希子 （京都府立医科大学附属病院 病院病理部） 
二宮 慶太 （京都桂病院） 
野田みゆき （京都市立病院） 
服部 学  （京都橘大学） 
平伴 英美 （京都大学医学部附属病院 病理部） 
真下 照子 （京都第二赤十字病院） 
南口早智子 （京都大学医学部附属病院 病理診断科・病理部） 
森 泰輔  （京都府立医科大学附属病院 産婦人科） 
森永友紀子 （京都府立医科大学附属病院 病院病理部） 
山口 直則 （綾部市立病院） 
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２） 第 18 回自己採点方式スライドカンファレンス問題提示 

第二大阪警察病院 瀬戸家要 
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 近畿大学奈良病院 若狭朋子 

 
 

－京都臨臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：： 293 名（2022 年 12 月 31 日現在） 

（専門医会員 68 名、検査士会員 220 名、医師会員 4 名、 技師会員 1 名） 

２２，，事事務務局局：：京都大学医学部附属病院病理診断科  

〒606-8507 京都市左京区聖護院川原町 54 

    TEL 075-751-3491 (dial-in)   

   E-mail : jscc.kyoto@gmail.com 

   URL : https://jscc-kyoto.jp 

３３，，役役  員員：：（2020 年～2022 年） 
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伊東 恭子 （京都府立医科大学 分子病態病理学） 
江口 光徳 （宇治徳洲会病院） 
大上 哲也 （関西電力病院） 
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加藤 順子 （日本セルネット） 
河田 尚子 （舞鶴共済病院） 
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岸本 光夫 （京都府立医科大学附属病院 病院病理部） 
後藤 渉子 （明治国際医療大学） 
桜井 孝規 （関西電力病院） 
宍戸由紀子 （京都府立医科大学 分子病態病理学） 
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中川有希子 （京都府立医科大学附属病院 病院病理部） 
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吉岡 沙織 （洛和会音羽病院） 
吉澤 明彦 （京都大学医学部附属病院 総合解剖センター） 
渡邉 章人 （新京都南病院） 

監 事：片岡 竜貴 （岩手医科大学病理学講座機能病態学分野） 
川村 敏文 （京都府立医科大学病理学教室） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度）  

1) 第 38 回京都臨床細胞学会学術集会 

日 時 ：令和 4 年 7 月 3 日（日）12:00～17:00 

開催形式：京都大学百周年時計台記念館国際交流ホール＋Web 開催（LIVE 配信） 
内 容 ： 

特別講演 

「細胞検査士としての 37 年間を振り返って 」 

白波瀬 浩幸 先生 前京都大学医学部附属病院 病理部技師長 

要望講演 共催：ロシュ・ダイアグノスティックス株式会社 

「当院における Cellprep®AUTO 導入に伴う医療安全システムの構築と免

疫染色の運用について」 

藤田 良浩 先生 三重大学医学部附属病院 病理部主任臨床検査技師 

一般演題（7題） 

2) 第 47 回日本臨床細胞学会近畿連合会学術集会 
日 時 ：令和 5 年 12 月 11 日（日） 
開催形式：京都大学百周年時計台記念館＋Web 開催（LIVE 配信） 
内 容 ： 
教育講演１   

・ HPVワクチンに関する知見の整理と今後の課題 

上田 豊 先生（大阪大学産科学婦人科学教室） 

・ 子宮頸癌の撲滅を目指して（細胞診・HPV検査併用検診を中心に） 

岩成 治 先生（島根県立中央病院産婦人科） 

教育講演２ 

・ 甲状腺細胞診のピットフォール ―注意したい３つのトラップ― 

鈴木 彩菜 先生（隈病院病理診断科） 

・ 尿路上皮癌の最近の話題と尿細胞診のピットフォール 

大江 知里 先生（関西医科大学附属病院病理診断科） 

特別講演 

・ 細胞診と遺伝子検査：何がどこまでできるのか？ 

元井 紀子 先生（埼玉県立がんセンター病理診科） 

・ AIを用いた細胞診判定の可能性：異なる臓器での学習の成果は？ 

塚本 徹哉 先生（藤田医科大学医学部病理診学） 

教育企画（ワークショップ） 

・ 試験管法によるセルブロック作製 

濱川 真治 先生（公立昭和病院臨床検査科） 

・ セルブロック作製における透析チューブ法の有用性について 

川上 智史 先生（鳥取県立中央病院中央検査室） 

スライドカンファレンス  

1. 婦人科（子宮頸部） 

2. 液状検体（胸水） 

3. 穿刺吸引（膵 EUS-FNA） 

3) 令和5年京都臨床細胞学会総会ならびに第36回生活習慣病予防検診細胞診従事者研修

会 
日 時 ：令和 5 年 3 月 5 日（日）13:00～17:00 
開催形式：LIVE 配信（Web 開催）当日配信のみ 
内 容 ： 
講演１『子宮頸部上皮性病変・組織分類の変遷』  

長峯 理子 先生（京都府立医科大学人体病理学/附属病院 病理診断科）  

講演２『フローサイトメトリー結果報告書の読み方』              

香月 奈穂美 先生（京都市立病院 病理診断科） 

スライドカンファレンス 

・症例１≪子宮内膜≫ 

   出題者 辻 由季 先生（京都桂病院 検査科） 

回答者 寺林 奈美 先生（京都民医連中央病院 検査技術課） 

・症例２≪自然尿≫ 

出題者 溝口 佳惟 先生（京都大学医学部附属病院 病理部） 

回答者 古家 千晶 先生（京都第一赤十字病院 病理診断部） 

 

５５，，そそのの他他：：  

1) 第 39 回京都民医連中央病院「細胞診教育セミナー」の後援 

受講者 12 名 

一次試験は 9 名受験し、7 名合格。 

二次試験は一次試験免除者等 3 名とあわせて、10 名受験し、5 名合格。 
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－京都臨床細胞学会細胞検査士部会－ 
１１，，会会員員数数：： 220 名（2022 年 12 月 31 日現在） 
２２，，事事務務局局：：宇治徳洲会病院 検査科  

〒611-0041 京都府宇治市槇島町石橋 145 番 

３３，，役役  員員：：（2020 年～2022 年）   
部会長：江口 光徳（宇治徳洲会病院） 

４４，，活活動動報報告告：：（ 2022 年度） 

1） 子宮の日 子宮頸がん検診啓発活動 （2022 LOVE49）   

子宮の日の活動として 2022年6月5日（日）アルプラザ亀岡にて啓発活動、配布用資料

の配布を行った。 

京都橘大学、京都保健衛生専門学校、京都中央看護保健大学校、宇治徳洲会病院に

配布用資料の配布を行った。（合計 1500 部） 

2) 第 15 回京都府細胞診ワークショップ＜共催＞ 

日 時 ：令和 4 年 7 月 10 日（日）13:00～17:00 

会 場 ：京都保健衛生専門学校（講義のみは Web（LIVE 配信）開催） 

内 容 ：講義およびワークショップ 

Ⅰ.講義 LIVE 配信【WEB 開催】13:00～14:00 

   「腎盂・尿管・膀胱癌取り扱い規約第 2 版における尿細胞診の判

定とその基準」 

     三村 明弘 先生  大阪労災病院 中央検査部病理 

Ⅱ.鏡検実習と解説、総合討論 14:00～17:00 

     「尿路の細胞診 自然尿 15 例・腎盂尿管カテーテル尿 15 例」 

     三村 明弘 先生  大阪労災病院 中央検査部病理 

 
 

－兵庫県臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：：  442 名（令和 5 年 3月 31 日現在） 

（専門医会員 94 名、検査士会員 343 名、医師会員 4 名、 技師会員 1 名） 
２２，，事事務務局局：：  兵庫医科大学病院 病院病理部内 

住所：兵庫県西宮市武庫川町 1-1 、TEL：0798-45-6324、FAX：0798-45-6325、
E-Mail：jass-hyogo@hyo-med.ac.jp、URL：https://hyogo-scc.jp 
３３，，役役  員員：：（任期 2 年）  

会 長：小笠原 利忠（誠仁会 大久保病院） 
副会長：廣川 満良（神甲会 隈病院） 
    鳥居 良貴（兵庫医科大学病院） 
理 事（幹 事）：伊藤智雄（神戸大学医学部附属病院）、杉原綾子（明和病院）、

内藤子来（誠仁会大久保病院）、東田太郎（市立加西病院）廣

田誠一（兵庫医科大学病院）、小川隆文（（株）協同病理）、川越

道夫（（株）協同病理）、真田浩一（兵庫県立姫路循環器病セン

ター）、高田直樹（加古川総合保健センター）、布引治（神戸常

盤大学） 
監 事：長谷川和男（北摂中央病院）萩原勝美 

 
４４，，活活動動報報告告：：（令和 4年度） 

（1）役員会（Mail 会議） 
令和 4 年度第 1 回 令和 4 年 4 月 5 日 
令和 4 年度第 2 回 令和 4 年 9 月 3 日 
令和 4 年度第 3 回 令和 4 年 10 月 26 日 
令和 4 年度第 4 回 令和 5 年 1 月 9 日 
 

（2）兵庫県臨床細胞学会細胞診研修会 
   1. 第 1 回兵庫県臨床細胞学会・兵庫県細胞検査士会合同研修会 
     令和 4 年 9 月 22 日 スライドカンファレンス 
   2. 第 2 回兵庫県臨床細胞学会・兵庫県細胞検査士会合同研修会 

令和 5 年 1 月 28 日 ワークショップ 
（講演、バーチャルスライドカンファレンス） 

（3）「子宮の日」LOVE49 キャンペーン in KOBE 
   主催：2022LOVE49 in KOBE 兵庫県実行委員会 
   日程：令和 4 年 4 月 10 日（日） 
   内容：(1) 子宮頸がん解説、パネルの展示、資料配布 
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      (2) 子宮頸がん検診の動画作成とネット配信（2022.10.1～） 
専門家による子宮頸がん解説（兵庫県臨床細胞学会・兵庫県細胞

検査士会）・学生フォーラム（神戸大学・神戸常盤大学）・神戸市 
      (3) 社会福祉団体を通じた啓発資料（子宮頸がんに関する資料）配布 
（4）令和 4 年度第 39 回兵庫県臨床細胞学会総会 
   日程：令和 5 年 3 月 11 日（土）13：00-17：00（現地+Live 開催） 
   内容：①特別講演 1「検鏡と頭痛について」 
            内藤 子来 先生（誠仁会 大久保病院） 
      ②特別講演 2「症例から学ぶ甲状腺細胞診 ―新 WHO 分類とベセ

スダシステム第三版を基にして―」 
    廣川 満良 先生（神甲会 隈病院） 

      ③スライドカンファレンス解説（4 問）  
            川嶋 雅也 先生（株式会社 兵庫県臨床検査研究所） 
            北  健二 先生（株式会社 協同病理） 
            鳥居 良貴 先生（兵庫医科大学病院） 
            平田 幸也 先生（神戸大学医学部附属病院） 

 

－兵庫県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：： 285 名（令和 5 年 3 月 11 日現在）（※会費収入より） 
２２，，事事務務局局：：    JCHO 神戸中央病院 病理部内  

住所：神戸市北区惣山町 2-1-1 、TEL：078-594-2211、FAX：078-594-2245、 
E-Mail：hyogoct-office@hyo-med.ac.jp、URL：https://www.hyogoct.com 

３３，，役役  員員：：  （任期 2 年） 
会 長：鳥居良貴（兵庫医科大学病） 
副会長：真田浩一（兵庫県立はりま姫路総合医療センター） 
    塚本龍子（神戸大学医学部附属病院） 
    上岡英樹（JCHO 神戸中央病院） 
幹 事：岩本英樹（登録衛生検査所 協同病理）小川隆文（登録衛生検査所 協同病

理）川越道夫（登録衛生検査所 協同病理）川嶋雅也（兵庫県臨床検査研

究所）川村道広（近畿中央病院）駒井隆夫（神戸赤十字病院）高田直樹（加

古川総合保険センター）永谷たみ（姫路赤十字病院）中村純子（兵庫医科

大学）布引治（神戸常盤大学）松木慎一郎（兵庫県立西宮病院）山尾直輝

（隈病院）山下展弘（神戸市立医療センター西市民病院） 
監 事：小松敏也（宝塚市立病院） 

４４，，活活動動報報告告：：（ 令和 4 年度） 

(1) 役員会（WEB 会議）  

        令和 4 年度第 1 回 令和 4 年 5 月 24 日 

     令和 4 年度第 2 回 令和 4 年 8 月 31 日 

     令和 4 年度第 3 回 令和 5 年 10 月 18 日 

     令和 5 年度第 4 回 令和 5 年 1 月 10 日 

(2) 兵庫県細胞検査士会細胞診研修会 

  細胞診スライドカンファレンス(web にて) 

  （兵庫県臨床細胞学会との共催） 

  第 1 回 令和 4 年 9 月 22 日 

  第 2 回 令和 5 年 1 月 28 日 

（3）令和４年度総会 令和 5 年 3月 11 日 

(4)「兵庫県細胞検査士会メールジャーナル」配信 

(5)「子宮の日」LOVE49 キャンペーン in KOBE  
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   内容：①特別講演 1「検鏡と頭痛について」 
            内藤 子来 先生（誠仁会 大久保病院） 
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－奈良県臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：：89 名（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

（専門医会員 25 名、検査士会員 58 名、医師会員 16 名、 技師会員 2名） 

２２，，事事務務局局：：  

住所：〒634-8502 奈良県橿原市内膳町 5-5-8 奈良県医師会内  

TEL：0744-22-8502  FAX：0744-23-7796 

E-Mail：saibou @nara.med.or.jp  URL：http://plaza.umin.ac.jp/~jsccnara/ 

３３，，役役  員員：：（任期 令和 3 年度～令和 5 年度）  

会 長：藤井 智美（奈良県立医科大学） 
理 事：石田 英和（奈良県総合医療センター） 

        乾  朝子（南奈良総合医療センター） 
        内山 智子（奈良県立医科大学）     

浦  雅彦（近畿大学奈良病院） 
岡田  博（奈良県西和医療センター） 
金森 直美（天理よろづ相談所病院） 
木枕 英俊（大和郡山病院） 
小林 史孝（市立奈良病院） 
杉本澄美玲（奈良県立医科大学） 
住吉 真治（天理よろづ相談所病院） 
高野 将人（南奈良総合医療センター） 
武田麻衣子（奈良県立医科大学） 
辻野 秀夫（奈良県総合医療センター） 
豊田 進司（奈良県総合医療センター） 
西浦 宏和（大和高田市立病院）  
西川  武（奈良県立医科大学附属病院） 
藤原  潔（天理よろづ相談所病院） 
松岡未奈巳（奈良県立医科大学） 
森田 剛平（奈良県総合医療センター） 
山田 有紀（奈良県立医科大学） 
吉田 和弘（奈良市総合医療検査センター）  
若狭 朋子（近畿大学奈良病院）  

会 計 松田江身子（天理よろづ相談所病院） 
監 事 島田 啓司（市立奈良病院） 

川口 龍二（奈良県立医科大学） 
顧 問 中村   忍   

        野々村昭孝 
        小西  登 

    小林  浩 
太田 善夫 
大林 千穂 

 
４４，，活活動動報報告告：：（令和４年度） 

第第 3377 回回  奈奈良良県県臨臨床床細細胞胞学学会会  総総会会・・学学術術集集会会  

日時：令和 4 年 12 月 3 日（土） 

場所：奈良県医師会館 3 階 講堂  

〇〇総総会会［［1144：：0000～～1144：：2200］］  

〇〇学学術術集集会会［［1144：：2200～～1177：：1155］］  

ⅠⅠ  開開会会のの辞辞  第 37 回学術集会担当世話人 武田麻衣子（奈良県立医科大学病理診断

学講座） 

ⅡⅡ  一一般般講講演演［［1144：：2200～～1155：：0055］］  座長 奈良県総合医療センター 臨床検査部 辻野

秀夫   

１１.. 尿尿細細胞胞診診でで診診断断がが可可能能ででああっったた尿尿道道原原発発悪悪性性黒黒色色腫腫のの 11 例例  

近畿大学奈良病院 臨床検査部(1) 

近畿大学奈良病院 病理診断科(2) 

奈良県立医科大学 病理診断学講座(3) 

 ○浦 雅彦(CT)(1) 田口直樹(CT)(1) 福森恭代(CT)(1)  河合邦恵(MT)(1) 

川端久美子(MT)(1) 藤井智美(MD)(3)  若狹朋子(MD)(2) 

 

２２.. セセルルブブロロッッククがが有有用用ででああっったた腎腎細細胞胞癌癌のの甲甲状状腺腺転転移移のの一一例例  

奈良県立医科大学附属病院 病院病理部 

 ○東 千陽(CT) 鈴木久恵(CT) 竹内真央(CT)  岡田文美(MD) 

内山智子(MD) 龍見重信(CT) 西川 武(CT) 安達博成(CT) 

武田麻衣子(MD) 藤井智美(MD) 

 

３３..  甲甲状状腺腺腫腫瘍瘍のの 11 症症例例  

奈良県総合医療センター 臨床検査部(1) 

奈良県総合医療センター 病理診断科(2) 

 ○西田真菜可(CT)(1) 泉屋直輝(CT)(1) 南 佳世(CT)(1)  辻野秀夫(CT)(1) 

山川昭彦(CT)(1) 森田剛平(MD)(2)  石田英和(MD)(2) 

  

ⅢⅢ  教教育育講講演演［［1155：：1155～～1166：：1155］］  座長 大和高田市立病院 病理技術科 西浦宏和    

「「捺捺印印細細胞胞診診のの有有用用性性  ――4400 年年をを振振りり返返っってて――」」  

奈奈良良県県立立医医科科大大学学附附属属病病院院  病病院院病病理理部部  安安達達博博成成  先先生生  

ⅣⅣ  特特別別講講演演［［1166：：1155～～1177：：1155］］  座長 奈良県立医科大学 病理診断学講座 武田麻

衣子 

「「上上気気道道腫腫瘍瘍のの病病理理  ――鼻鼻副副鼻鼻腔腔腫腫瘍瘍をを中中心心にに――」」  
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－奈良県臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：：89 名（令和 5 年 3 月 31 日現在） 

（専門医会員 25 名、検査士会員 58 名、医師会員 16 名、 技師会員 2名） 

２２，，事事務務局局：：  

住所：〒634-8502 奈良県橿原市内膳町 5-5-8 奈良県医師会内  

TEL：0744-22-8502  FAX：0744-23-7796 

E-Mail：saibou @nara.med.or.jp  URL：http://plaza.umin.ac.jp/~jsccnara/ 

３３，，役役  員員：：（任期 令和 3 年度～令和 5 年度）  

会 長：藤井 智美（奈良県立医科大学） 
理 事：石田 英和（奈良県総合医療センター） 

        乾  朝子（南奈良総合医療センター） 
        内山 智子（奈良県立医科大学）     

浦  雅彦（近畿大学奈良病院） 
岡田  博（奈良県西和医療センター） 
金森 直美（天理よろづ相談所病院） 
木枕 英俊（大和郡山病院） 
小林 史孝（市立奈良病院） 
杉本澄美玲（奈良県立医科大学） 
住吉 真治（天理よろづ相談所病院） 
高野 将人（南奈良総合医療センター） 
武田麻衣子（奈良県立医科大学） 
辻野 秀夫（奈良県総合医療センター） 
豊田 進司（奈良県総合医療センター） 
西浦 宏和（大和高田市立病院）  
西川  武（奈良県立医科大学附属病院） 
藤原  潔（天理よろづ相談所病院） 
松岡未奈巳（奈良県立医科大学） 
森田 剛平（奈良県総合医療センター） 
山田 有紀（奈良県立医科大学） 
吉田 和弘（奈良市総合医療検査センター）  
若狭 朋子（近畿大学奈良病院）  

会 計 松田江身子（天理よろづ相談所病院） 
監 事 島田 啓司（市立奈良病院） 

川口 龍二（奈良県立医科大学） 
顧 問 中村   忍   

        野々村昭孝 
        小西  登 

    小林  浩 
太田 善夫 
大林 千穂 

 
４４，，活活動動報報告告：：（令和４年度） 

第第 3377 回回  奈奈良良県県臨臨床床細細胞胞学学会会  総総会会・・学学術術集集会会  

日時：令和 4 年 12 月 3 日（土） 

場所：奈良県医師会館 3 階 講堂  

〇〇総総会会［［1144：：0000～～1144：：2200］］  

〇〇学学術術集集会会［［1144：：2200～～1177：：1155］］  

ⅠⅠ  開開会会のの辞辞  第 37 回学術集会担当世話人 武田麻衣子（奈良県立医科大学病理診断

学講座） 

ⅡⅡ  一一般般講講演演［［1144：：2200～～1155：：0055］］  座長 奈良県総合医療センター 臨床検査部 辻野

秀夫   

１１.. 尿尿細細胞胞診診でで診診断断がが可可能能ででああっったた尿尿道道原原発発悪悪性性黒黒色色腫腫のの 11 例例  

近畿大学奈良病院 臨床検査部(1) 

近畿大学奈良病院 病理診断科(2) 

奈良県立医科大学 病理診断学講座(3) 

 ○浦 雅彦(CT)(1) 田口直樹(CT)(1) 福森恭代(CT)(1)  河合邦恵(MT)(1) 

川端久美子(MT)(1) 藤井智美(MD)(3)  若狹朋子(MD)(2) 

 

２２.. セセルルブブロロッッククがが有有用用ででああっったた腎腎細細胞胞癌癌のの甲甲状状腺腺転転移移のの一一例例  

奈良県立医科大学附属病院 病院病理部 

 ○東 千陽(CT) 鈴木久恵(CT) 竹内真央(CT)  岡田文美(MD) 

内山智子(MD) 龍見重信(CT) 西川 武(CT) 安達博成(CT) 

武田麻衣子(MD) 藤井智美(MD) 

 

３３..  甲甲状状腺腺腫腫瘍瘍のの 11 症症例例  

奈良県総合医療センター 臨床検査部(1) 

奈良県総合医療センター 病理診断科(2) 

 ○西田真菜可(CT)(1) 泉屋直輝(CT)(1) 南 佳世(CT)(1)  辻野秀夫(CT)(1) 

山川昭彦(CT)(1) 森田剛平(MD)(2)  石田英和(MD)(2) 

  

ⅢⅢ  教教育育講講演演［［1155：：1155～～1166：：1155］］  座長 大和高田市立病院 病理技術科 西浦宏和    

「「捺捺印印細細胞胞診診のの有有用用性性  ――4400 年年をを振振りり返返っってて――」」  

奈奈良良県県立立医医科科大大学学附附属属病病院院  病病院院病病理理部部  安安達達博博成成  先先生生  

ⅣⅣ  特特別別講講演演［［1166：：1155～～1177：：1155］］  座長 奈良県立医科大学 病理診断学講座 武田麻

衣子 

「「上上気気道道腫腫瘍瘍のの病病理理  ――鼻鼻副副鼻鼻腔腔腫腫瘍瘍をを中中心心にに――」」  
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                石石川川県県立立中中央央病病院院  病病理理診診断断科科  診診療療部部長長  湊湊    宏宏  先先生生  

ⅤⅤ  閉閉会会のの辞辞［［1177：：1155］］  

  

第第 1166 回回  奈奈良良県県臨臨床床細細胞胞学学会会ワワ－－ククシショョッッププ  

日時：令和 5 年 1 月 21 日（土）   

場所：奈良県立医科大学基礎医学棟（講義：1 階 第 2 講義室 実習：5 階 実習室） 
講講演演会会テテーーママ「「肝肝胆胆膵膵のの細細胞胞診診」」  

〇〇講講   演演  

座長 近畿大学奈良病院 病理診断科 臨床教授 若狹朋子 

     「「消消化化器器領領域域細細胞胞診診のの今今昔昔とと肝肝胆胆膵膵のの細細胞胞像像」」  

            畿畿央央大大学学  臨臨床床細細胞胞学学研研修修セセンンタターー  竹竹中中明明美美  先先生生  

 〇〇検検鏡鏡実実習習  

「「肝肝胆胆膵膵のの細細胞胞診診  採採取取法法とと細細胞胞像像」」  

実実習習担担当当：：近近畿畿大大学学奈奈良良病病院院  病病理理診診断断科科    若若狹狹朋朋子子  先先生生  

                                    同同病病院院  臨臨床床検検査査部部    浦浦  雅雅彦彦  先先生生  

                  畿畿央央大大学学  臨臨床床細細胞胞学学研研修修セセンンタターー  竹竹中中明明美美  先先生生    
 

 

 

－奈良県臨床細胞学会内奈良県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：：43 名（令和 5 年 3 月 31 日現在） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒635-8501 奈良県大和高田市礒野北町 1-1 

       大和高田市立病院 

    TEL：0745-53-2901 FAX：0745-53-2908 

    E-mail：west-back909-12@outlook.jp 

３３，，役役  員員：：（任期：令和 4 年度～令和 5 年度）   
会 長：西浦 宏和（大和高田市立病院病院） 

副会長：坂本 真一（天理よろづ相談所病院） 

    浦  雅彦（近畿大学奈良病院）  

幹 事：小林 史孝 (市立奈良病院)  

        西川 武 (奈良県立医科大学附属病院) 

    監 事：松田 江身子 (天理よろづ相談所病院) 

        龍見 重信（奈良県立医科大学附属病院） 

会 計：辻野 秀夫（奈良県総合医療センター） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（令和 4年度） 

子子宮宮頸頸ががんん検検診診啓啓発発活活動動  LLOOVVEE4499  

開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため街頭活動

は中止となった。配布物も、学年閉鎖や学校閉鎖が多く発生し、配布不可能と考え、

行わなかった。 
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                石石川川県県立立中中央央病病院院  病病理理診診断断科科  診診療療部部長長  湊湊    宏宏  先先生生  

ⅤⅤ  閉閉会会のの辞辞［［1177：：1155］］  

  

第第 1166 回回  奈奈良良県県臨臨床床細細胞胞学学会会ワワ－－ククシショョッッププ  

日時：令和 5 年 1 月 21 日（土）   

場所：奈良県立医科大学基礎医学棟（講義：1 階 第 2 講義室 実習：5 階 実習室） 
講講演演会会テテーーママ「「肝肝胆胆膵膵のの細細胞胞診診」」  

〇〇講講   演演  

座長 近畿大学奈良病院 病理診断科 臨床教授 若狹朋子 

     「「消消化化器器領領域域細細胞胞診診のの今今昔昔とと肝肝胆胆膵膵のの細細胞胞像像」」  

            畿畿央央大大学学  臨臨床床細細胞胞学学研研修修セセンンタターー  竹竹中中明明美美  先先生生  

 〇〇検検鏡鏡実実習習  

「「肝肝胆胆膵膵のの細細胞胞診診  採採取取法法とと細細胞胞像像」」  

実実習習担担当当：：近近畿畿大大学学奈奈良良病病院院  病病理理診診断断科科    若若狹狹朋朋子子  先先生生  

                                    同同病病院院  臨臨床床検検査査部部    浦浦  雅雅彦彦  先先生生  

                  畿畿央央大大学学  臨臨床床細細胞胞学学研研修修セセンンタターー  竹竹中中明明美美  先先生生    
 

 

 

－奈良県臨床細胞学会内奈良県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：：43 名（令和 5 年 3 月 31 日現在） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒635-8501 奈良県大和高田市礒野北町 1-1 

       大和高田市立病院 

    TEL：0745-53-2901 FAX：0745-53-2908 

    E-mail：west-back909-12@outlook.jp 

３３，，役役  員員：：（任期：令和 4 年度～令和 5 年度）   
会 長：西浦 宏和（大和高田市立病院病院） 

副会長：坂本 真一（天理よろづ相談所病院） 

    浦  雅彦（近畿大学奈良病院）  

幹 事：小林 史孝 (市立奈良病院)  

        西川 武 (奈良県立医科大学附属病院) 

    監 事：松田 江身子 (天理よろづ相談所病院) 

        龍見 重信（奈良県立医科大学附属病院） 

会 計：辻野 秀夫（奈良県総合医療センター） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（令和 4年度） 

子子宮宮頸頸ががんん検検診診啓啓発発活活動動  LLOOVVEE4499  

開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため街頭活動

は中止となった。配布物も、学年閉鎖や学校閉鎖が多く発生し、配布不可能と考え、

行わなかった。 
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－和歌山臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：： 74 名（2022 年 12 月 31 日現在） 

（専門医会員 20 名、検査士会員 41 名、医師会員 13 名、 技師会員 0 名） 

２２，，事事務務局局：：和歌山県立医科大学人体病理学教室内  

住所：〒641-8509 和歌山県和歌山市紀三井寺 811-1 、 

TEL：073-441-0635、FAX：073-444-5777、 

E-Mail：wscc@wakayama-med.ac.jp、 

URL：http://wscc.umin.jp/ 

３３，，役役  員員：：（任期：2022 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日）  

会  長：村田 晋一（和歌山県立医科大学 人体病理学教室 教授） 

副 会 長：井箟 一彦（和歌山県立医科大学 産科婦人科学教室 教授） 

     稲垣 充也（公立那賀病院 臨床検査科 技師長補佐） 

理  事：今井 秀彰（桜ヶ丘病院 婦人科 医長） 

尾崎 敬（紀南病院 中央臨床検査部 部長） 

小島 史好（和歌山県立医科大学附属病院 人体病理学教室 准教授） 

木下 勇一（和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部病理診断部門） 

真谷 亜衣子（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部 病理課長） 

田中 真理（和歌山労災病院 中央検査部） 

谷本 敏（和歌山労災病院 産婦人科 部長） 

坪田 ゆかり（和歌山労災病院 病理診断科 部長） 

松﨑 生笛（和歌山県立医科大学 人体病理学教室） 

峰 高義（紀南病院 中央臨床検査部 主任） 

吉田 隆昭（日本赤十字社和歌山医療センター 産婦人科 部長） 

吉田 恵（関西医療大学 保健医療学部 臨床検査学科 助教） 

監  事：岡田 雄一（日高マタニティクリニック 院長） 

宮木 康夫（海南医療センター 検査部長） 

名誉会員：赤山 紀昭（元赤山産婦人科医院 院長） 

馬淵 義也（馬淵医院 院長） 

矢本 希夫（和歌山労災病院 女性診療科 部長） 

横田 栄夫（関西医療大学 元看護学部長） 
 
４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

執行部会・症例検討会 

2022 年 1 月 12 日、4 月 21 日、6 月 16 日、8 月 18 日、10 月 20 日、12 月 15 日 

 

 
第 46 回和歌山臨床細胞学会 総会・学術集会 

学術集会長 小島 史好（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科 准教授) 

和歌山臨床細胞学会会長 村田 晋一 

2022 年 1 月 29 日（土）（13:00～17:30） 

オンライン開催 

総合司会：杉山 絵美（和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部） 

【開会の辞】（13:00～13:05） 

学術集会長 小島 史好（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科 准教授) 

【総会】（13:05～13:45） 

（1） 令和 2、3 年度事業報告・令和 4 年度事業予定 

和歌山臨床細胞学会 副会長 稲垣 充也 

 （2）令和 3 年度会計報告・令和 4年度予算案 和歌山臨床細胞学会 理事 田中真理 

 （3）理事会報告               和歌山臨床細胞学会 会長 村田晋一 

 （4）新人紹介         和歌山臨床細胞学会 会長 村田晋一 

（休憩 5 分） 

【学術集会】 

① 教育講演（13:50～14:35） 

座長：真谷亜衣子 （日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

  「明日から役立つ膵臓領域の細胞診」 

    元大阪赤十字病院病理診断科 稲山 久美子 先生 

（休憩 10 分） 

② 一般演題（14:45～15:05） 

座長：杉野 翔太（紀南病院 中央臨床検査部） 

      阪田 幸範（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

（1）「頸部リンパ節腫大を伴った卵巣腫瘍の一例」 

  〇糸川 夏帆 1）、楠木 結香 1）、田中 真理 1）、谷川 直人 1）、坪田 ゆかり 2） 

1) 独立行政法人労働者健康安全機構 和歌山労災病院 中央検査部 

       2) 独立行政法人労働者健康安全機構 和歌山労災病院 病理診断科 

（2）「髄液細胞診における悪性リンパ腫と反応性リンパ球の鑑別」 

       ○荻野 みなみ 1)、松﨑 生笛 2)、木下 勇一 1)、吉井 輝子 1)、永井 宏和 1)、 

        杉山 絵美 1)、山本 綾菜 1)、山本 枝里子 1)、工藤 祥太 1)、矢野 裕子 1)、 

        三笠 友理奈 2)、岩元 竜太 2)、高橋 祐一 2)、小島 史好 2)、村田 晋一 2) 

1) 和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部病理診断部門 

       2) 和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科 

（休憩 5 分） 
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－和歌山臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：： 74 名（2022 年 12 月 31 日現在） 

（専門医会員 20 名、検査士会員 41 名、医師会員 13 名、 技師会員 0 名） 

２２，，事事務務局局：：和歌山県立医科大学人体病理学教室内  

住所：〒641-8509 和歌山県和歌山市紀三井寺 811-1 、 

TEL：073-441-0635、FAX：073-444-5777、 

E-Mail：wscc@wakayama-med.ac.jp、 

URL：http://wscc.umin.jp/ 

３３，，役役  員員：：（任期：2022 年 4 月 1 日～2024 年 3 月 31 日）  

会  長：村田 晋一（和歌山県立医科大学 人体病理学教室 教授） 

副 会 長：井箟 一彦（和歌山県立医科大学 産科婦人科学教室 教授） 

     稲垣 充也（公立那賀病院 臨床検査科 技師長補佐） 

理  事：今井 秀彰（桜ヶ丘病院 婦人科 医長） 

尾崎 敬（紀南病院 中央臨床検査部 部長） 

小島 史好（和歌山県立医科大学附属病院 人体病理学教室 准教授） 

木下 勇一（和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部病理診断部門） 

真谷 亜衣子（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部 病理課長） 

田中 真理（和歌山労災病院 中央検査部） 

谷本 敏（和歌山労災病院 産婦人科 部長） 

坪田 ゆかり（和歌山労災病院 病理診断科 部長） 

松﨑 生笛（和歌山県立医科大学 人体病理学教室） 

峰 高義（紀南病院 中央臨床検査部 主任） 

吉田 隆昭（日本赤十字社和歌山医療センター 産婦人科 部長） 

吉田 恵（関西医療大学 保健医療学部 臨床検査学科 助教） 

監  事：岡田 雄一（日高マタニティクリニック 院長） 

宮木 康夫（海南医療センター 検査部長） 

名誉会員：赤山 紀昭（元赤山産婦人科医院 院長） 

馬淵 義也（馬淵医院 院長） 

矢本 希夫（和歌山労災病院 女性診療科 部長） 

横田 栄夫（関西医療大学 元看護学部長） 
 
４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

執行部会・症例検討会 

2022 年 1 月 12 日、4 月 21 日、6 月 16 日、8 月 18 日、10 月 20 日、12 月 15 日 

 

 
第 46 回和歌山臨床細胞学会 総会・学術集会 

学術集会長 小島 史好（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科 准教授) 

和歌山臨床細胞学会会長 村田 晋一 

2022 年 1 月 29 日（土）（13:00～17:30） 

オンライン開催 

総合司会：杉山 絵美（和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部） 

【開会の辞】（13:00～13:05） 

学術集会長 小島 史好（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科 准教授) 

【総会】（13:05～13:45） 

（1） 令和 2、3 年度事業報告・令和 4 年度事業予定 

和歌山臨床細胞学会 副会長 稲垣 充也 

 （2）令和 3 年度会計報告・令和 4年度予算案 和歌山臨床細胞学会 理事 田中真理 

 （3）理事会報告               和歌山臨床細胞学会 会長 村田晋一 

 （4）新人紹介         和歌山臨床細胞学会 会長 村田晋一 

（休憩 5 分） 

【学術集会】 

① 教育講演（13:50～14:35） 

座長：真谷亜衣子 （日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

  「明日から役立つ膵臓領域の細胞診」 

    元大阪赤十字病院病理診断科 稲山 久美子 先生 

（休憩 10 分） 

② 一般演題（14:45～15:05） 

座長：杉野 翔太（紀南病院 中央臨床検査部） 

      阪田 幸範（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

（1）「頸部リンパ節腫大を伴った卵巣腫瘍の一例」 

  〇糸川 夏帆 1）、楠木 結香 1）、田中 真理 1）、谷川 直人 1）、坪田 ゆかり 2） 

1) 独立行政法人労働者健康安全機構 和歌山労災病院 中央検査部 

       2) 独立行政法人労働者健康安全機構 和歌山労災病院 病理診断科 

（2）「髄液細胞診における悪性リンパ腫と反応性リンパ球の鑑別」 

       ○荻野 みなみ 1)、松﨑 生笛 2)、木下 勇一 1)、吉井 輝子 1)、永井 宏和 1)、 

        杉山 絵美 1)、山本 綾菜 1)、山本 枝里子 1)、工藤 祥太 1)、矢野 裕子 1)、 

        三笠 友理奈 2)、岩元 竜太 2)、高橋 祐一 2)、小島 史好 2)、村田 晋一 2) 

1) 和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部病理診断部門 

       2) 和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科 

（休憩 5 分） 
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③ スライドカンファレンス（15:10～16:00） 

  座長：高橋 祐一（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科） 

楠木 結香（和歌山労災病院 中央検査部) 

（1）婦人科 出題者：栗山 行央（紀南病院 中央臨床検査部) 

         回答者：紙谷 知子（公立那賀病院 臨床検査科) 

   （2）膵   出題者：真谷 亜衣子（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

         回答者：三笠 友理奈（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科） 

（休憩 5 分） 

④ 共催企業紹介（16:05～16:10） 

ロシュ・ダイアグノスティックス株式会社 

 

⑤ 特別講演（16:10～17:10） 

座長：小島 史好（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科） 

「子宮内膜細胞診の見方と考え方」 

     岡山大学病院 病理診断科 教授 柳井 広之 先生 

 

⑥ フォトコンテスト表彰（17:10～17:20） 

 

【次期学術集会長挨拶】（17:20～17:25） 

木下 勇一 (和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部病理診断部門) 

 

【閉会の辞】（17:25～17:30）  和歌山臨床細胞学会 会長 村田晋一 

  

－和歌山県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：： 41 名（2022 年 12 月 31 日現在） 

２２，，事事務務局局：：和歌山労災病院 中央検査部内  

住所：〒640-8505 和歌山県和歌山市木ノ本 93-1 

TEL：073-451-3181(内線 2260） FAX：073-451-7172 

E-mail ：maring@r.sannet.ne.jp 

U R L：http://square.umin.ac.jp/WSC 

３３，，役役  員員：：（任期 2021 年～2022 年）  

会 長：田中 真理（和歌山労災病院 中央検査部） 

副会長：真谷 亜衣子（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

幹 事：稲垣 充也（公立那賀病院 臨床検査科） 

   ：吉田 恵（関西医療大学 保健医療学部 臨床検査学科） 

      ：吉井 輝子（和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部） 

監 事：宮木 康夫（海南医療センター 検査部） 

 

４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

(1)2022 年和歌山県細胞検査士会総会 

日時：2022 年 2 月 1 日（土） 10：45～11：45 

場所：Web 開催 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より、和歌山臨床細胞学会総会および

学術集会、和歌山県細胞検査士総会は Web 開催とした。 

 

(2)子宮の日 -LOVE49 活動- 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より街頭活動は中止とし、下記施設にて

資料配布のみ実施した。 

紀南地区 

紀南看護専門学校 100 部 

紀南病院 総務課   20 部 

紀南病院 会計課   20 部 

紀南病院 医療情報部  20 部 

紀南病院 互助会   20 部 

ニチイ(医療事務)  20 部 

株式会社 大黒   20 部 

田辺ロータリークラブ  75 部 

タナベスポーツプラザ  25 部 

和歌山市内地区 

和歌山県立高等看護学院     158 部 

和歌山県立医科大学 学生課   90 部 

日本生命              52 部 

 合計     300 部 
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③ スライドカンファレンス（15:10～16:00） 

  座長：高橋 祐一（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科） 

楠木 結香（和歌山労災病院 中央検査部) 

（1）婦人科 出題者：栗山 行央（紀南病院 中央臨床検査部) 

         回答者：紙谷 知子（公立那賀病院 臨床検査科) 

   （2）膵   出題者：真谷 亜衣子（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

         回答者：三笠 友理奈（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科） 

（休憩 5 分） 

④ 共催企業紹介（16:05～16:10） 

ロシュ・ダイアグノスティックス株式会社 

 

⑤ 特別講演（16:10～17:10） 

座長：小島 史好（和歌山県立医科大学 人体病理学教室/病理診断科） 

「子宮内膜細胞診の見方と考え方」 

     岡山大学病院 病理診断科 教授 柳井 広之 先生 

 

⑥ フォトコンテスト表彰（17:10～17:20） 

 

【次期学術集会長挨拶】（17:20～17:25） 

木下 勇一 (和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部病理診断部門) 

 

【閉会の辞】（17:25～17:30）  和歌山臨床細胞学会 会長 村田晋一 

  

－和歌山県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：： 41 名（2022 年 12 月 31 日現在） 

２２，，事事務務局局：：和歌山労災病院 中央検査部内  

住所：〒640-8505 和歌山県和歌山市木ノ本 93-1 

TEL：073-451-3181(内線 2260） FAX：073-451-7172 

E-mail ：maring@r.sannet.ne.jp 

U R L：http://square.umin.ac.jp/WSC 

３３，，役役  員員：：（任期 2021 年～2022 年）  

会 長：田中 真理（和歌山労災病院 中央検査部） 

副会長：真谷 亜衣子（日本赤十字社和歌山医療センター 病理診断科部） 

幹 事：稲垣 充也（公立那賀病院 臨床検査科） 

   ：吉田 恵（関西医療大学 保健医療学部 臨床検査学科） 

      ：吉井 輝子（和歌山県立医科大学附属病院 中央検査部） 

監 事：宮木 康夫（海南医療センター 検査部） 

 

４４，，活活動動報報告告：：（2022 年度） 

(1)2022 年和歌山県細胞検査士会総会 

日時：2022 年 2 月 1 日（土） 10：45～11：45 

場所：Web 開催 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より、和歌山臨床細胞学会総会および

学術集会、和歌山県細胞検査士総会は Web 開催とした。 

 

(2)子宮の日 -LOVE49 活動- 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点より街頭活動は中止とし、下記施設にて

資料配布のみ実施した。 

紀南地区 

紀南看護専門学校 100 部 

紀南病院 総務課   20 部 

紀南病院 会計課   20 部 

紀南病院 医療情報部  20 部 

紀南病院 互助会   20 部 

ニチイ(医療事務)  20 部 

株式会社 大黒   20 部 

田辺ロータリークラブ  75 部 

タナベスポーツプラザ  25 部 

和歌山市内地区 

和歌山県立高等看護学院     158 部 

和歌山県立医科大学 学生課   90 部 

日本生命              52 部 

 合計     300 部 
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ジストシネマ田辺  20 部 

近畿労働金庫 田辺支店  20 部 

JA 紀南    40 部 

田辺市薬剤師会   15 部 

ポプラ調剤薬局   15 部 

田辺市公民館   20 部 

田辺市立たんぽぽ保育園  25 部 

一吉(飲食店)   10 部 

キサラ(美容院)   15 部  

   合計 500 部 

和歌山県全体として合計 800 部を配布完了した。 

また、和歌山県立高等看護学院および日本生命に於いて LOVE49 に関する講演も

実施した。 

 

(3)細胞検査士研修会 

   集合形式での活動が困難であったため、Web にて実施した。 

日時：2022 年 3 月 12 日（土）13：00～16：00 

内容：講演 

     『子宮頸部細胞診で萎縮性変化を伴った HSIL の細胞像について』 

        公立那賀病院  稲垣 充也 

     症例検討会（4 症例） 

       ・公立那賀病院（顎下腺穿刺） 

      ・和歌山労災病院（気管支擦過） 

             ・海南医療センター（子宮頚部擦過） 

      ・日本赤十字社和歌山医療センター（胸水） 

 

（4）和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

後援 和歌山県臨床検査技師会  

   和歌山臨床細胞学会 

 

第 1 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

日時：令和 4 年 6 月 19 日(土)  13:00〜17:00 

     場所：公立那賀病院 2 階 病理検査室 

（Zoom を使用したハイブリッド開催） 

内容：婦人科、泌尿器科について   責任者：紙谷 知子、笠松 功 

        参加者 8 名 

 

第 2 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

    日時：令和 4 年 7 月 23 日(土)  13:00〜17:00 

    場所： 公立那賀病院 2 階 病理検査室 

（Zoom を使用したハイブリッド開催） 

     内容：呼吸器領域・体腔液領域  責任者：吉井 輝子、阪田 幸範 

        参加者 11 名 

 

第 3 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座  

      日時：令和 4 年 8 月 27 日(土) 13:00〜17:00 

      場所： 公立那賀病院 2 階 病理検査室 

（Zoom を使用したハイブリッド開催） 

内容：消化器・乳腺  責任者：栗山 行央、楠木 結香 

        参加者 13 名 

 

第 4 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

      日時：令和 4 年 10 月 16 日(土) 13:00〜17:00 

      場所：独立行政法人労働者健康安全機構 和歌山労災病院   

    講義    3 階 小会議室 （Zoom を使用したハイブリッド開催） 

      内容： 細胞検査士認定試験 1 次試験対策   

     責任者：稲垣 充也、田中 真理、真谷 亜衣子    参加者 11 名  

 

第 5 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座  

      日時：令和 4 年 11 月 13 日(土)  13:00〜17:00 

      場所：公立那賀病院 2 階 病理検査室 

      内容：細胞検査士認定試験 2 次試験対策 PartⅠ  

      責任者：木下 勇一 、田中 真理     参加者 6 名   

  

第 6 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

      日時：令和 4 年 11 月 27 日(土) 13:00〜17:00 

      場所：公立那賀病院 2 階 病理検査室 

      内容：細胞検査士認定試験 2 次試験対策 PartⅡ    

      責任者：稲垣 充也、真谷 亜衣子    参加者 7 名  
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ジストシネマ田辺  20 部 

近畿労働金庫 田辺支店  20 部 

JA 紀南    40 部 

田辺市薬剤師会   15 部 

ポプラ調剤薬局   15 部 

田辺市公民館   20 部 

田辺市立たんぽぽ保育園  25 部 

一吉(飲食店)   10 部 

キサラ(美容院)   15 部  

   合計 500 部 

和歌山県全体として合計 800 部を配布完了した。 

また、和歌山県立高等看護学院および日本生命に於いて LOVE49 に関する講演も

実施した。 

 

(3)細胞検査士研修会 

   集合形式での活動が困難であったため、Web にて実施した。 

日時：2022 年 3 月 12 日（土）13：00～16：00 

内容：講演 

     『子宮頸部細胞診で萎縮性変化を伴った HSIL の細胞像について』 

        公立那賀病院  稲垣 充也 

     症例検討会（4 症例） 

       ・公立那賀病院（顎下腺穿刺） 

      ・和歌山労災病院（気管支擦過） 

             ・海南医療センター（子宮頚部擦過） 

      ・日本赤十字社和歌山医療センター（胸水） 

 

（4）和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

後援 和歌山県臨床検査技師会  

   和歌山臨床細胞学会 

 

第 1 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

日時：令和 4 年 6 月 19 日(土)  13:00〜17:00 

     場所：公立那賀病院 2 階 病理検査室 

（Zoom を使用したハイブリッド開催） 

内容：婦人科、泌尿器科について   責任者：紙谷 知子、笠松 功 

        参加者 8 名 

 

第 2 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

    日時：令和 4 年 7 月 23 日(土)  13:00〜17:00 

    場所： 公立那賀病院 2 階 病理検査室 

（Zoom を使用したハイブリッド開催） 

     内容：呼吸器領域・体腔液領域  責任者：吉井 輝子、阪田 幸範 

        参加者 11 名 

 

第 3 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座  

      日時：令和 4 年 8 月 27 日(土) 13:00〜17:00 

      場所： 公立那賀病院 2 階 病理検査室 

（Zoom を使用したハイブリッド開催） 

内容：消化器・乳腺  責任者：栗山 行央、楠木 結香 

        参加者 13 名 

 

第 4 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

      日時：令和 4 年 10 月 16 日(土) 13:00〜17:00 

      場所：独立行政法人労働者健康安全機構 和歌山労災病院   

    講義    3 階 小会議室 （Zoom を使用したハイブリッド開催） 

      内容： 細胞検査士認定試験 1 次試験対策   

     責任者：稲垣 充也、田中 真理、真谷 亜衣子    参加者 11 名  

 

第 5 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座  

      日時：令和 4 年 11 月 13 日(土)  13:00〜17:00 

      場所：公立那賀病院 2 階 病理検査室 

      内容：細胞検査士認定試験 2 次試験対策 PartⅠ  

      責任者：木下 勇一 、田中 真理     参加者 6 名   

  

第 6 回 和歌山県細胞検査士会主催細胞検査士養成講座 

      日時：令和 4 年 11 月 27 日(土) 13:00〜17:00 

      場所：公立那賀病院 2 階 病理検査室 

      内容：細胞検査士認定試験 2 次試験対策 PartⅡ    

      責任者：稲垣 充也、真谷 亜衣子    参加者 7 名  
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－滋賀県臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：：  123 名（ 2023 年 3 月 31 日現在） 

（専門医会員 38 名、検査士会員 85 名、医師会員 0 名、 技師会員 0 名） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒520-2192 滋賀県大津市瀬田月輪町 滋賀医科大学医学部附属病院  
病理部内 事務局担当 林 裕司  
TEL：077-548-2605（直通）、FAX：077-548-2605（直通） 
E-Mail shiga.saibou@gmail.com 
URL：http://jscshiga.umin.ne.jp/  

３３，，役役  員員：：（任期）  

会 長  髙橋 健太郎 （日野記念病院 婦人科） 
副会長  小林 忠男 （天理大学） 
 
幹事  九嶋 亮治 （滋賀医科大学） 
幹事  馬場 正道 （済生会滋賀県病院） 
幹事  森谷 鈴子 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  高橋 顕雅 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  今村 真治 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  冨田 圭一 （彦根市立病院） 
幹事 広報 宮平 良満 （淡海医療センター） 
幹事 渉外 岩井 宗男 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  植田 正巳 （済生会滋賀県病院） 
幹事  馬野 真次 （地域医療機能推進機構滋賀病院） 
幹事  田口 一也 （市立大津市民病院） 
幹事  山内 盛正 （長浜赤十字病院） 
幹事  宮元 伸篤 （市立長浜病院） 
幹事  土肥 誠 （滋賀県立総合病院） 
幹事  重野 恭子 （近江八幡市立総合医療センター） 
幹事  小栗 大助 （大津赤十字病院） 
幹事 会計 中村 美紀 （大津赤十字病院） 
幹事 事務局 林 裕司 （滋賀医科大学医学部附属病院） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（ 令和 4 年度） 

≪≪≪≪ 主催事業 ≫≫≫≫ 

（１）第 58 回滋賀県臨床細胞学会学術集会 

日時：令和5年2月11日（土）14:00～17:00 

 場所：Zoom による Live 配信 

教育講演    

座長  髙橋健太郎（日野記念病院） 

「超高齢社会における口腔癌の診断から治療まで ～地域医療ネットワークの重要性～」 

越沼 伸也 先生（滋賀医科大学医学部歯科口腔外科学講座 講師） 

  

一般演題 

座長 土田 弘次（長浜赤十字病院） 

演題 1 

「Cellprep 法を用いた尿細胞診標本作製法の検討」 

〇谷村 満知子１）,今村 眞治１）, 岩井 宗男１）,吉田 桂子１）,林 裕司１）,岩本 望１）,山口 大

１）, 𠮷𠮷田𠮷𠮷子１）,田中 えり２）,米丸 隼平２）,能島 舞２）,松原 亜季子２），森谷 鈴子２）,

九嶋 亮治２） 

滋賀医科大学医学部附属病院検査部１）,滋賀医科大学医学部附属病院病𠮷診断科２） 

 

演題 2 

「子宮頸部異型細胞の直接塗抹標本と Cellprep 法の比較検討」 

〇今村真治(CT)、谷村満知子(CT)、山口大(CT)、吉田桂子(CT)、吉田𠮷𠮷子(CT)、岩本望(CT)、

岩井宗男 (CT)、林裕司 (CT)、田中えり(MD)、米丸隼平 (MD)、能島舞(MD)、松原亜季子(MD)、

森谷鈴子(MD)、九嶋亮治(MD)  

滋賀医科大学医学部附属病院 病𠮷部 

 

演題 3 

「臨床的に口底癌が疑われた口腔ヘルペス感染症の 1 例」 

〇今村真治(CT)、谷村満知子(CT)、山口大(CT)、吉田桂子(CT)、吉田𠮷𠮷子(CT)、岩本望(CT)、

岩井宗男 (CT)、林裕司 (CT)、田中えり(MD)、米丸隼平 (MD)、能島舞(MD)、松原亜季子(MD)、

森谷鈴子(MD)、九嶋亮治(MD) 

滋賀医科大学医学部附属病院 病𠮷部 

 

≪≪≪≪ 共催事業 ≫≫≫≫ 

（１）令和 4 年度 子宮頸がん検診従事者講習会 

 日時：令和 5 年 1 月 14 日（土）14:00～15:25 

 場所：Zoom による Live 配信 

 主催：滋賀県・公益財団法人滋賀県健康づくり財団（滋賀県がん検診精度管𠮷事業事

務局） 
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－滋賀県臨床細胞学会－ 

１１，，会会員員数数：：  123 名（ 2023 年 3 月 31 日現在） 

（専門医会員 38 名、検査士会員 85 名、医師会員 0 名、 技師会員 0 名） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒520-2192 滋賀県大津市瀬田月輪町 滋賀医科大学医学部附属病院  
病理部内 事務局担当 林 裕司  
TEL：077-548-2605（直通）、FAX：077-548-2605（直通） 
E-Mail shiga.saibou@gmail.com 
URL：http://jscshiga.umin.ne.jp/  

３３，，役役  員員：：（任期）  

会 長  髙橋 健太郎 （日野記念病院 婦人科） 
副会長  小林 忠男 （天理大学） 
 
幹事  九嶋 亮治 （滋賀医科大学） 
幹事  馬場 正道 （済生会滋賀県病院） 
幹事  森谷 鈴子 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  高橋 顕雅 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  今村 真治 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  冨田 圭一 （彦根市立病院） 
幹事 広報 宮平 良満 （淡海医療センター） 
幹事 渉外 岩井 宗男 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
幹事  植田 正巳 （済生会滋賀県病院） 
幹事  馬野 真次 （地域医療機能推進機構滋賀病院） 
幹事  田口 一也 （市立大津市民病院） 
幹事  山内 盛正 （長浜赤十字病院） 
幹事  宮元 伸篤 （市立長浜病院） 
幹事  土肥 誠 （滋賀県立総合病院） 
幹事  重野 恭子 （近江八幡市立総合医療センター） 
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４４，，活活動動報報告告：：（ 令和 4 年度） 

≪≪≪≪ 主催事業 ≫≫≫≫ 

（１）第 58 回滋賀県臨床細胞学会学術集会 

日時：令和5年2月11日（土）14:00～17:00 

 場所：Zoom による Live 配信 

教育講演    

座長  髙橋健太郎（日野記念病院） 

「超高齢社会における口腔癌の診断から治療まで ～地域医療ネットワークの重要性～」 

越沼 伸也 先生（滋賀医科大学医学部歯科口腔外科学講座 講師） 

  

一般演題 
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１）, 𠮷𠮷田𠮷𠮷子１）,田中 えり２）,米丸 隼平２）,能島 舞２）,松原 亜季子２），森谷 鈴子２）,
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滋賀医科大学医学部附属病院検査部１）,滋賀医科大学医学部附属病院病𠮷診断科２） 

 

演題 2 

「子宮頸部異型細胞の直接塗抹標本と Cellprep 法の比較検討」 
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滋賀医科大学医学部附属病院 病𠮷部 

 

演題 3 

「臨床的に口底癌が疑われた口腔ヘルペス感染症の 1 例」 
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≪≪≪≪ 共催事業 ≫≫≫≫ 

（１）令和 4 年度 子宮頸がん検診従事者講習会 

 日時：令和 5 年 1 月 14 日（土）14:00～15:25 

 場所：Zoom による Live 配信 

 主催：滋賀県・公益財団法人滋賀県健康づくり財団（滋賀県がん検診精度管𠮷事業事

務局） 
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滋賀県がん検診検討会子宮がん部会 

 講演 「当院における子宮頸がん検査の現状とこれから」 

 講師 岡本 秀雄 先生（住友病院 病理検査技術科） 

 座長 滋賀県がん精度管理事業がん検診検討会 子宮頸がん部会 部会長 髙

橋健太郎 

 

（2）第 12 回病理技術向上講座・第 8 回びわ湖細胞病理テュートリアル 

 日時：令和 4 年 2 月 17 日～3 月 6日 

 場所：Zoom による Live 配信 

 主催：滋賀県・滋賀県立総合病院 

  

 

 
 

－滋賀県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：：  89 名（ 2023 年 6 月 20 日現在） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒526-8585 滋賀県長浜市宮前町 14 番 7 号  

長浜赤十字病院 病理部内 山内 盛正  

TEL：0749-63-2111（代表） 

３３，，役役  員員：：（任期）  
会長  山内 盛正 （長浜赤十字病院） 
 
幹事  今村 真治 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
  冨田 圭一 （彦根市立病院） 
  宮平 良満 （淡海医療センター） 
  岩井 宗男 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
  植田 正巳 （済生会滋賀県病院） 
  馬野 真次 （地域医療機能推進機構滋賀病院） 
  田口 一也 （市立大津市民病院） 
  宮元 伸篤 （市立長浜病院） 
  土肥 誠 （滋賀県立総合病院） 
  重野 恭子 （近江八幡市立総合医療センター） 
  小栗 大助 （大津赤十字病院） 

  中村 美紀 （大津赤十字病院） 
林 裕司 （滋賀医科大学医学部附属病院） 

 
４４，，活活動動報報告告：：（令和 4 年度） 

検査士会単独事業は無し 
 
 

60 61

出力_75003968 日本臨床細胞学会近畿連合会会誌31号.indd   60出力_75003968 日本臨床細胞学会近畿連合会会誌31号.indd   60 2023/11/21   11:23:372023/11/21   11:23:37



滋賀県がん検診検討会子宮がん部会 

 講演 「当院における子宮頸がん検査の現状とこれから」 

 講師 岡本 秀雄 先生（住友病院 病理検査技術科） 

 座長 滋賀県がん精度管理事業がん検診検討会 子宮頸がん部会 部会長 髙

橋健太郎 

 

（2）第 12 回病理技術向上講座・第 8 回びわ湖細胞病理テュートリアル 

 日時：令和 4 年 2 月 17 日～3 月 6日 

 場所：Zoom による Live 配信 

 主催：滋賀県・滋賀県立総合病院 

  

 

 
 

－滋賀県細胞検査士会－ 
１１，，会会員員数数：：  89 名（ 2023 年 6 月 20 日現在） 
２２，，事事務務局局：：  

住所：〒526-8585 滋賀県長浜市宮前町 14 番 7 号  

長浜赤十字病院 病理部内 山内 盛正  

TEL：0749-63-2111（代表） 

３３，，役役  員員：：（任期）  
会長  山内 盛正 （長浜赤十字病院） 
 
幹事  今村 真治 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
  冨田 圭一 （彦根市立病院） 
  宮平 良満 （淡海医療センター） 
  岩井 宗男 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
  植田 正巳 （済生会滋賀県病院） 
  馬野 真次 （地域医療機能推進機構滋賀病院） 
  田口 一也 （市立大津市民病院） 
  宮元 伸篤 （市立長浜病院） 
  土肥 誠 （滋賀県立総合病院） 
  重野 恭子 （近江八幡市立総合医療センター） 
  小栗 大助 （大津赤十字病院） 

  中村 美紀 （大津赤十字病院） 
林 裕司 （滋賀医科大学医学部附属病院） 
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                      日本臨床細胞学会近畿連合会 

        2022 年度 収支決算報告書(2022.4.1～2023.3.31) 

 

 

      前年度(2021)よりの繰越金   2,511,274                                  

今 年 度 (2022)の 総 収 入     1,731,017                            

 
       今年度(2022)の総支出                    1,766,358             

      次 年 度 (2023)へ の 繰 越 金             2,475,933                

 
  4,242,291     4,242,291 

 

  

収入－支出明細 

 

 収入 

 

    

会費（2022 年度）        1,731,000 

       利 息                      17 

 
      合計                     1,731,017 

 

 支出 

      通 信 費                  491,878 

学 会 費          400,000 

印 刷 費                  116,930 

 会誌発行費                 726,220 

   会 議 費                   20,000 

   交 通 費          10,340 

   事 務 費                        0 

      雑   費                      990 

 
       合 計                  1,766,358 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日日本本臨臨床床細細胞胞学学会会近近畿畿連連合合会会会会則則  
  

  
             第1章 名称と所在地 

第1条 本会は日本臨床細胞学会近畿連合会と称する｡ 

第2条 本会の事務局は大阪市立総合医療センター病理部・病理診断科（大阪市都島区都島本通2-13-22）

内に置く｡ 

 

             第2章 目的および事業 

第3条 本会は近畿地区における臨床細胞学の発展と普及を図ることを目的とする｡ 

 

第4条 本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う｡ 

     1.臨床細胞学に関する学術集会の開催 

     2.日本臨床細胞学会近畿連合会会誌の発行 

     3.その他､本会の目的達成に必要な事業 

 

 

             第3章 構  成 

第 5 条  本会は日本臨床細胞学会地域連携組織である滋賀県臨床細胞学会､京都臨床細胞学会､大阪府臨床

細胞学会､兵庫県臨床細胞学会､奈良県臨床細胞学会および和歌山臨床細胞学会の連合によって構

成する｡ 

 

             第4章 会  員 

第6条 本会の会員は､前条の各府県地域連携組織の会員をもって本会の会員とする｡ 

 

第 7 条 会員は､本会が主催する集会に関する通知を受け､集会に出席して､業績を発表し発言することがで

きる。 

第8条 会員以外で､本会の学術集会に参加するものを当日会員とする｡ 

 

 

             第5章 理事ならびに評議員 

第9条 本会は次の理事を置き、理事会を構成する｡ 

    会長 1 名､副会長 2 名､監事 2 名､各府県地域連携組織長､各府県細胞検査士会長のほか、本会の活

動・運営に有意義と理事会で推薦され、評議員会で認められた者｡ 

 

第10条 会長､副会長は理事互選による｡ 

 

第11条 本会は評議員を置き､評議員会を構成する｡評議員の数は各府県の会員数に応じて決定し､ 

    各府県地域連携組織長の推薦により､会長がこれを委嘱する。評議員は会長の委嘱により総務､会 

    計､会誌編集、WEB編集などの会務を行う｡ 

 

第12条 監事は会長が会員の中から委嘱し､会の会計を監査する｡ 

 

第13条 理事及び評議員会は年1回開催する。評議員会において会務の重要事項を協議し､理事会 

    においてこれを議決する｡また､会長は随時理事会または評議員会を召集することができる｡ 
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第 14条 会長は各府県地域連携組織の活動状況を年1回日本臨床細胞学会地域連携委員会に報告するもの

とする｡ 

第15条 会長､副会長の任期は2年とし､再任を妨げない｡ 

 

 

              第6章 学術集会 

第16条 本会は毎年1回以上学術集会を開催する｡ 

 

第17条 学術集会長は理事会において決定する｡ 

 

 

             第7章 会 計 

第18条 本会の会計は､各府県地域連携組織よりの分担金および寄付金をもってあてる｡ 

 

第 19 条 各府県地域連携組織の分担金の配分は､各府県地域連携組織の会員数に比例するものとし､その額

は理事会の議による｡ 

 

第20条 本会の会計年度は毎年4月1日に始まり､ 翌年3月31日に終わる｡各府県地域連携組織長は３月

31 日までに､各府県地域連携組織における会員数を事務局に報告し､分担金を納入するものとす

る｡ 

 

              第8章 会則の変更 

第21条 会則の変更は理事会の議決を経て、評議員会の承認を得なければならない｡ 

 

                付  則 

1. 各府県地域連携組織の分担金は当分の間､日本臨床細胞学会会員1人につき1000円とする｡ 

2. 評議員数は､医師､技師､ともに同数とし､当分の間次の如く決める｡滋賀県2名､京都府3名､大阪府5名､

兵庫県4名､奈良県2名､和歌山県2名｡ 

3. 監事は原則として、医師1名、細胞検査士1名をあてる。 

4. 理事会ならびに評議員会の案内､学術集会の案内､プログラムの作成及び発送に要する印刷費及び通信費

は､日本臨床細胞学会近畿連合会の費用をもって充当し､学術集会の会計は学術集会長が負担するものとす

る｡ 

 

    本会則は平成5年11月28日より実施する｡ 

    平成7年1月1日役員呼称変更 

    平成9年4月1日事務局移転 

    平成10年1月1日分担金金額変更 

    平成19年10月7日会計年度変更 

        平成22年3月20日副会長数変更 

     平成28年9月25日一部変更 

        令和3年10月3日連携組織名称変更 

    令和5年  4月1日評議員数、事務局住所変更 

        令和5年11月28日理事数、会長副会長選出、会則変更の承認、監事割り当て、一部呼称の変更 

 

 

  

 

 

日日本本臨臨床床細細胞胞学学会会近近畿畿連連合合会会  名名誉誉会会長長、、名名誉誉会会員員、、功功労労会会員員  推推戴戴規規程程  

 

名誉会長の推戴基準 

第１条 本会会長を通算３期以上就任したもの。 

 

名誉会員の推戴基準 

第２条 次の各号のうち、いずれか２つ以上をみたすことを要する。 

１．本会の発展に特に寄与したもの。 

２．本会会長または副会長に就任したもの。 

３．本会の理事・監事に通算３期以上就任したもの。 

 

功労会員の推戴基準 

第３条 次の各号のいずれかに該当することを要する。 

１．本会の発展に功労のあったもの。 

２．本会の学術集会長または評議員に通算５期以上就任したもの。 

 

付則 

１．本推戴規程は平成 11 年 1 月 1 日から施行する。 

２．本規程による称号の贈呈は、現役員を除く満６５歳以上の会員を対象とし、理事会の議を経て決するも

のとする。 
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日日本本臨臨床床細細胞胞学学会会近近畿畿連連合合会会誌誌投投稿稿規規定定  
 
１１．．資資格格  
  原則として投稿者および共著者は日本臨床細胞学近畿連合会会員とする。 
２２．．掲掲載載論論文文  

① 掲載論文は、依頼原稿、総説、原著、症例報告等からなり、いずれも臨床細胞学の進歩に寄与 
しうるもので、原著および症例報告は未発表のものに限る。 

② 論文作成に際しては、プライバシー保護の観点も含め、ヘルシンキ宣言ならびに臨床研究に関する

倫理指針が遵守されていること（これらの指針は毎年、日本臨床細胞学会誌１号に記載されているの

で参考にする）。具体例として下記を参考に、個人が特定できない記載を心がける。 
a. 患者の匿名化を行う（イニシャルは記載しない。実年齢は記載せず、例えば 56 歳ならば 50 歳代 
と記載する） 

b. 患者の既往歴、家族歴、職業歴等は、報告症例と関連が薄い場合には記載しない。 
c. 日付は記載ぜす、第１病日、10 日前、2 年後などの記載法とする。 
d. 医療機関などの施設名は記載しない。 
e. 顔面写真を提示する場合には眼を隠す。 

 f. 個人を特定できる生検、剖検、画像情報の中に含まれている番号などは削除する。 
３３．．執執筆筆要要項項  
１）文章と文体 

  ① 用語は和文または英文とする。 
② 平仮名、常用漢字、現代仮名づかいを用いる。 

  ③ 医学用語は日本臨床細胞学会編集の「細胞診用語解説集」に準拠すること。 
  ④ 度量衡単位は cm, mm, μm, cm2, ml, ℓ, g, mg などCGS 単位を用いる。 
 ２）原稿の書き方 
  原稿はワープロを用い、A４判縦に横書きし、1 行 25 字で 20 行を 1 枚におさめる。上下左 
  右に 30ｍｍ程度の余白をとる。文字は 12 ポイントが望ましい。 
 ３）電子ファイル 
  以下の電子ファイル形式を推奨する。 
   本文：Word 
    図・表：Excel、Power Point 
    写真：画像（JPG、TIF） 
 ４）総説、原著、症例報告の様式 
  ① タイトルページ（１枚目）：論文の種別（総説、原著、症例報告など）、表題および英訳表題、著者

名、所属。 
  ② 2 枚目には内容抄録（500 字以内）、key words。本文は内容抄録とは別に始める。 
  ③ 原著：緒言、方法と対象、結果、考察、結論、文献、図・表、写真、写真の説明、の順にする。 
    症例報告：背景、症例、結論、文献、図・表、写真、写真の説明、の順にする。 
  ④ 著者名  

a. 原著：10 名以内 
b. 症例報告：8 名以内 
c. 総説：原則 1 名 

  ⑤ 本文および枚数制限 
    a. 原著・総説 
     本文、文献を含め 10,000 字（A4 判 20 頁）以内。 

 

 

     図・表（写真を含まず）は、10 枚以内。 
     写真の枚数に制限はないが、必要最小限の枚数とする。 
 
       b. 症例報告 

本文、文献を含め 6,000 字（A4 判 12 頁）以内。 
     図・表（写真を含まず）は５枚以内。 
     写真の枚数に制限はないが、必要最小限の枚数とする。 
  ⑥ 文献 

a. 引用は主要のものにとどめる。 
     b. 原著：20 編以内 
     c. 症例報告：10 編以内 
     d. 総説：特に編数の制限を定めない 
     e. 引用順に並べ、本文に中に肩付き番号を付す。 
    【雑誌の場合】 

著者名は 3 名を表記し、それを越える場合はその後を“・ほか、“et al”とする. 表題. 雑誌 
名 発行年(西暦).；巻：頁～頁.   

【単行本の場合】 
著者名. 表題. 発行地：発行所；発行年（西暦） 
尚、引用は単行本の一部である場合には表題の次に編者名、単行本の表題を記し、発行年. 
頁～頁.  

f. 誌名の略記は医学中央雑誌刊行会、英文文献は Index Medicus に準ずる。 
⑦ 図・表・写真 

     a. 図・表はそれぞれ番号をつけ簡単な説明を付記する。 
     b. 本文中に挿入すべき位置を明示する。 
     c. 顕微鏡写真には倍率（対物レンズ倍率）を付ける。 

４４．．投投稿稿形形式式  
  ① 原則として電子投稿とする。 
    ② 投稿の際には、以下のアドレスへファイルを添付し送信する。 
    e-mail kinkirengo@gmail.com 
５５．．論論文文のの査査読読  
  投稿論文は編集委員会での審査により採否を決定し、その結果を筆頭著者に通知する。審査にあたっ 

ては編集委員による査読制をとる。 
６６．．掲掲載載料料  
  無料を原則とする。 
７７．．本本規規定定のの改改正正  
  投稿規定は改正することがある。 
 

（令和 5 年 4 月） 
 

日本臨床細胞学会近畿連合会 
事務局   大阪市立総合医療センター病理部・病理診断科 
住 所   〒534-0021 大阪市都島区都島本通 2-13-2 

ｅ-mail  kinkirengo@gmail.com 
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編集後記 
 

世界ではウクライナ・パレスチナといった緊迫したニュースが多い中、⼤阪市内では御堂
筋のイルミネーション点灯の喜ばしいニュースが⼊ってきました。その⼀⽅で、今年度も⽇
本臨床細胞学会近畿連合会会誌第 31 号が無事発刊されました。これは、執筆・投稿してい
ただいた先⽣⽅、査読をしていただいた編集委員会の先⽣⽅、そして事務局の先⽣⽅に⼼よ
り感謝申し上げます。 

今回は昨年度、第 47 回の⽇本臨床細胞学会近畿連合会学術集会でご講演いただいた先⽣
⽅に、その内容を執筆・投稿していただきました。学会誌に投稿いただくことで、その内容
が広く会員の先⽣⽅々に認識されることを期待しています。また、投稿⽂を繰り返し読むこ
とは、会員の先⽣⽅にとっても有益であると考えられます。今回の学会誌が先⽣⽅の⽇々の
仕事にお役⽴ちできれば、幸いに思います。 

近畿連合会会誌では引き続き掲載論⽂を幅広く募集しております。初めての⽅も歓迎し
ておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 
編集委員⻑ 三村 明弘 
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